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ここ1年の世界的な景気拡大に

は勢いがあり、IMF加盟国の

ほとんどで雇用が増え、生活

水準が向上する可能性が感

じられます。しかし、貿易摩擦の高まりや、史

上最高水準に達した政府債務や民間債務、

金融市場のボラティリティ、また、地政学的な

脆弱性など、脅威をもたらす要素も存在して

います。

こうした課題を前にしても、私が加盟国の

皆さまにお伝えしたいことはこれまでと変わり

ありません。「屋根を直すとしたら、晴れている

うちに限る」のです。今、チャンスの扉は開いて

います。生まれている勢いを継続させるためには、金融セクターの耐性を高め、政策

余地を確保しなおすことで、国 が々金融リスクと財政リスクをコントロール下に置く必

要があります。また、将来の嵐に備えて経済を強化できるように、構造改革を前へと進

めることも各国政府には求められています。一方で、ルールに基づいた開かれた多国

間貿易制度が推進されるべきです。さらには、あらゆる人 が々新しいテクノロジーの恩

恵を受けられるように努力しなければなりません。そうすることで、経済成長の包摂性

や金融の安定性を損なうのではなく、促進していくことができるでしょう。

専務理事からのメッセージ

気候変動に
立ち向かう

格差の解消を
推進する

2018年度IMF年次報告書を
手に取ってくださった皆さま
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より長期的には、社会制度

に向けられた信頼が徐 に々揺

らぎ低下しているために、世界

経済の勢いがプレッシャーに

さらされています。そして、言う

までもなく信頼はどの国にとっ

ても経済に不可欠な血液なの

です。この信頼の揺らぎには様

な々側面があります。いまだに

残る世界金融危機の影響、経

済成長とグローバル化の恩恵

が公平に分かち合われていな

いという認識、仕事の未来や

経済機会に関する不安、汚職など腐敗を助長することがあまりにも多い脆弱なガバ

ナンス枠組みなどがその側面として挙げられます。高齢化、また、年金制度の資金確

保が十分でないことも、勢いをそいでいます。一方で、所得格差が拡大しています。そし

て、もし対策が取られなければ、気候変動が経済的な繁栄を今後数十年にわたって

阻害する可能性が多いにあります。どちらかと言えばじわじわと火傷を負わせるような

こうした課題にも国 の々注意が向けられる必要があります。
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             腐敗撲滅と
ガバナンス強化

この年次報告書に記載されているとおり、政策助言、融資プログラム、能力開発それぞれの分野において、IMFの理事会と職

員は加盟国を支えるために努力を重ね、上記のような課題に国 が々立ち向かえるように支援に汗を流してきました。こうした取り

組みの一部をここでご紹介させていただくと、私たちは危機予防ツールの強化に取り組んだほか、世界的な不均衡と為替相場

を評価する方法論を洗練させました。さらには、男女平等や女性の労働参加率の分野を含めて、持続可能で包摂的な経済成

長を促進するために進めるべき構造改革上の優先事項を特定し、マクロ金融やマクロ構造的な問題に対する分析を強化しま

した。くわえて、腐敗を撲滅しガバナンス上の弱点に対処するための新たな

枠組みを策定し、デジタルエコノミーと金融テクノロジーの分析をさらに深め

ました。また、持続可能な開発目標（SDGs）に関する取り組みもさらに拡大さ

せています。

 「より良い明日を築くためには経済協力が最も確実な道である」という考え

を中心に据えて、IMFの設立は考案されました。経済が不確実な世界に私た

ちは生きていますが、こうした時代にはIMF創設に至るまでの人 の々思いが

これまで以上に重要になるだろうと私は確信しています。こうした思いを私た

ちは改めて胸に刻みたいと思います。
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第3章  
財務、組織、説明責任

IMFの会計年度は5月1日に始まり、翌年4月30日に終わる。

本報告書の分析と政策に関する考察はIMF理事会のもので
ある。

IMFの会計単位は特別引出権（SDR）である。IMFの財務
データの米ドル換算額は概算であり、便宜的に示したも
のである。2018年4月30日現在の換算レートは、1米ド
ル=0.695380 SDR、1 SDR=1.43806米ドル。1年前

（2017年4月27日）の換算レートは、1米ドル=0.729382 
SDR、1 SDR=1.37102米ドルだった。

各項目の数値の合計と合計数値のわずかな誤差は四捨五
入によるものである。

本年次報告書において「国」という場合、必ずしも国際法ま
たは国際慣行に基づき理解される、国家の領域を意味する
ものではない。本報告書においては、国家ではないが分離独
立したものとして統計データが収集されている一部の地域も

「国」に含む。

活
動
内
容

財
務
・
組
織
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IMFについて

IMFの主な役割

政策助言
マクロ経済の安定性を実現し、
経済成長を加速させ、貧困を緩
和するための政策の採用を加盟
国に助言する。

融資
対外支払が外貨収入を上回っ
た際に生じる外貨不足を含め
て、国際収支上の問題に対処す
る加盟国を支援するために融資
を準備する。

能力開発
依頼に応じて技術支援と研修を
提供し、加盟国が健全な経済政
策を実施できるように専門技能
と制度の構築と強化を支援する。

1

2

3

国際通貨基金（IMF）は、世界経済の健全性を促
進するために創設された国際機関で189か国が
加盟している。IMFは、国際通貨協力の推進、金
融の安定性の確保、国際貿易の円滑化、雇用水
準の向上、持続可能な経済成長の促進、そして、
世界的な貧困削減のために活動している。国際
通貨制度の効果的な運営を監督するIMFの主な
目的には、外国為替の安定性と国際貿易のバラン
スのとれた成長の促進がある。IMFの使命は国々
やその国民が他国の財やサービスを購入するこ
とができるようにすることであり、持続可能な経済
成長を実現し生活水準を向上させる上で不可欠
な役割を果たしている。IMFの全加盟国を代表す
るIMF理事会は、各国の経済政策が国レベル、地
域レベル、また世界レベルでどのような影響を与え
るかを議論する場であるとともに、一時的な国際
収支上の問題に対処する国々への融資や、能力
開発の取り組みを承認する場でもある。本年次報
告書は、2017年5月1日から2018年4月30日まで
の会計年度の間にIMFの理事会と役職員によっ
て行われた活動を報告するものである。本報告書
は、IMF理事会の見解と政策に関する議論が反映
されている。なお、理事会は本報告書の作成に積
極的に関与している。

IMFが果たす主な役割は次の3つである。

IMFは全世界的に活動を行い、加盟国政
府との緊密な関係性を維持するために、ワ
シントンDCに本部を、そして世界中に事
務所を置いている。

IMFと加盟国に関する詳細は次のホーム
ページからご確認ください。 www.imf.org
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スポットライト 

基礎を固める
ガバナンスを強化し、腐敗に対処

チャンスの扉
この1年に高まった経済面での不安は、経済政策立
案への国際的なアプローチと経済統合の両方に対
する懐疑心と結びついていた。グローバル化の恩恵
を誰もが受けやすくするために、IMFはマクロ経済に
大きな影響を与える以下の分野での政策助言に注
力した。

このアプローチは国際連
合が掲げる持続可能な開
発目標（SDGs）の政策ロ
ードマップともぴったりと
合致するものであり、 経済
成長と社会的な包摂や環
境面での持続可能性との
明確なつながりを示してい
る。IMFは自らの活動に関
連したSDGsを支持した。社会のために

テクノロジーを駆使
金融や財政政策における活用

経済成長の
持続可能性を高める

気候変動に対する取り組み
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制度の機能を改善
グローバル・インバランスに対処し、

グローバル金融セーフティネットを強化

 
包摂的な

経済成長の実現
様々な形態の不公平性に対処

概
要



世界的なマクロ経済の安定は、 
世界各国が強い意思を持って 
取り組む必要がある

ある国が世界の他の国 と々取引を行うことで生じる赤字や黒字をそ
れぞれ経常赤字、経常黒字と呼ぶが、2016年には過剰な経常黒字や
経常赤字がグローバル・インバランス全体の約3分の1を占めたことが
IMFの2017年「対外セクター報告書」で示された。2016年からこれま
での間、この水準はほぼ変わっていないが、先進国に集中する傾向が
強まっている。アメリカとイギリスに赤字が、ドイツや日本、韓国、オラン
ダ、シンガポール、スウェーデンに黒字が集中している。こうした不均衡
に伴って、世界経済が資本フローの急な逆流に対して脆弱性を高め、
保護主義が過熱するリスクが生じる。この結果、貿易と経済成長を阻
害する影響が生じる。赤字過剰な国々は、貧しい人々向けのプログラ
ムを減らすことなく財政赤字を縮小させ、段階的に金融政策をインフ
レ目標に再び合わせていくべきである。黒字過剰の国々は財政刺激策
を拡大すべきだ。どちらの国 も々構造改革に優先事項として取り組む
べきである。黒字国は投資と競争を促進すべきであるし、一方で赤字
国では貯蓄を奨励し、競争力を高めるべきだ。世界のマクロ経済的な
安定性は国際的な公共財であり、あらゆる国が強い意志を持って関
与する必要がある。

また、IMFはグローバル金融セーフティネットの拡大を支援した。こ
れはマクロ経済的な安定性を守るものであるが、IMFは危機を防ぐ
のに役立つ保険や危機が起こった際の融資を提供することで、また、
危機の頻度を下げ、危機の規模を管理可能な水準に抑えるような政
策を導入する意欲を国々が持つよう働きかけることで、支援を行っ
た。2007年から2016年の間にグローバル金融セーフティネットの財
源は3倍に伸び、これは世界経済の複雑性が増し、また、そのボラティ
リティと相互関係性が高まっていることを反映している。

過去1年間でIMFはグローバル金融セーフティネ
ットに対する貢献を強化してきた。危機を未然に防
ぐために設けられているフレキシブル・クレジットラ
イン（FCL）と予防的流動性枠（PLL）という与信枠

スポットライト
制度の機能を改善

の規則を改訂したが、これは資格基準
の手順をより予測可能で透明性の高い
ものにするためであった。IMFはまた、グ
ローバル金融セーフティネットを改善す
るために、地域金融取極との協力を強化
する枠組みを提案した。地域金融取極と
IMFは危機の予防と緩和を行う上でそ
れぞれ異なった比較優位性を持ってお
り、地域金融取極がその地域に関する
知識と域内における関係性を持っている
一方で、IMFはマクロ経済面での調整に
ついて経験を持つほか、リスクを全世界
的に共有することができ、こうした相互の
優位性を活用することができる。

能力開発においては、IMFはマクロ経
済面での主要なイニシアティブを世界中
で40を超えるパートナーと二者間または
多国間の協力の下で行っている。いくつ
ものテーマ別基金が主だった世界的な
開発ニーズやイニシアティブにあわせて
設定されている。例えば「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」や「開発資
金アジェンダ」である。これらの活動を補
うかたちでIMFの地域能力開発センタ
ーが幅広い業務を行っており、こうした
センターの資金は開発パートナーや加
盟国、IMFによって提供されている。

6 国際通貨基金
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グローバル金融セーフティネットの妥当性

グローバル金融セーフティネットは
主に4つの階層から構成されている
1.	各国の外貨準備

世界の外貨準備高は2000年の約2兆ドルから2017年
に約11兆ドルまで増加した。IMFのクォータ財源は約
6,700万ドルへと倍増した。

2.	二国間通貨スワップ協定
二国間通貨スワップ協定には、一部の主要準備通貨発
行国の中央銀行が制限のない恒久的なスワップ協定
を互いに結んでいるものと、中国と相手国が貿易と投資
を推進するために結んでいる一連の協定がある。

3.	地域金融取極
例えば、欧州安定メカニズム（ESM）には5,000億ユー
ロの融資能力があるし、マルチ化されたチェンマイ・イニ
シアティブは2,400憶ドルの融資能力を持つ。ブラジル、
中国、インド、ロシアと南アフリカによる緊急時外貨準備
金基金は1,000憶ドルの規模である。

4.	 IMF
IMFは加盟国が対外収支危機を克服できるよう融資
の支援を行うだけでなく、予防のために活用できる与
信枠を経済ファンダメンタルズが健全な国に対して設
定することもできる。この例が、ファンダメンタルズと政策
が非常にしっかりしている国々を対象にしたフレキシブ
ル・クレジットライン（FCL）とファンダメンタルズが健全
で脆弱性が限定的な国 を々対象にした予防的流動性枠

（PLL）である。

学ぶ

舞台裏では

グローバル金融セーフティネットは
2008年と比べ3倍に拡大した

図1.1

各国が利用できる資源の種類と金額 （単位は10億米ドル）

出所：イングランド銀行、各国中央銀行ウェブサイト、地域金融取極それぞれの年次報告書、
IMF推定値

注1：過去使用実績に基づく推定値。未実行の場合は取極内の中銀による最大引出額の平均値に
基づく。双方向の取極は単一として計算。

注2：上限額が明記されている取極。チェンマイ・イニシアティブは地域金融取極に分類。双方向の
取極は単一として計算。

注3：明確な融資限度額や融資能力が設定されている場合には、その情報に準じた。または、取極
のために約束されている財源規模や、各国の利用限度額や払込資本などを基に推定した融
資能力をベースに試算している。

注4：プルデンシャル・バランス控除後
注5：資金取引計画 (FTP) 参加国に関しては、プルデンシャル・バランス控除後の額

二国間スワップ協定 - 先進国 上限額なし（注1）
二国間スワップ協定 - 上限額あり（注2）
地域金融取極（注3）
IMF 借入額（注4）
IMF クォータ財源（注5）
外貨準備高（期末時点のグロス残高）（左軸）

パートナーシップで
目標を達成しよう

関連SDG

IMFはフレキシブル・クレジットライン（FCL）と予防的流
動性枠（PLL）の再検討を行い、こうした制度が対外リス
クに対する予防策として加盟国に効果的な支援を提供
したと確認している。また、後に設定されたFCLとそれら
の利用限度額は国ごとの状況に応じて適切に調整され
ていたこともわかっている。このFCLとPLLの再検討で
は、現在制度を利用している加盟国や今後利用する可
能性がある加盟国のために、資格基準枠組みの透明性
と予測可能性を高めるための微調整が導入された。

（年）

フレキシブル・クレジットラインと予防的流動性枠の見直しと
ツールキット改革の提案（改訂提案）

http://www.undp.org/content/undp/en/home/sustainable-development-goals.html


スポットライト
経済成長の持続可能性を高める

気温上昇の結果、
大きな経済的代償を
支払うことになるかもしれない

もし対策が取られない場合には、気候変動が21世紀の経済に対す
る最大のショックのひとつとなる可能性が高い。これは、気温上昇や、
自然災害の頻度増加と規模拡大、海面上昇、枯渇した生態系からの
多様性の喪失など負の影響が生じるためだ。

IMFによる2017年10月の「世界経済見通し（WEO）」の研究では、
気温上昇の経済的コストが大きくなりうると示されている。とりわけ低
所得国がその代償を支払うことになるが、低所得国による温室効果ガ
スの排出量はごく微々たるものだ。低所得途上国で25℃の気温が1度
上昇した場合に失われる1人当たりのGDPの中央値は推計で1.5%で
あり、この失われたGDPの回復には少なくとも7年かかることが示され
ている。 

もし排出量が抑制されなければ、低所得国が21世紀末までに失う 
1人あたりのGDPの中央値は最大で10%になる。温暖化は様 な々かた
ちで経済的な結果を左右する。気温上昇によって、例えば農業生産高
が減少し、暑さにさらされた労働者の生産性が低下し、人々の健康が
損なわれ、投資が低迷する。現在、世界人口の約6割がこうした影響が
生じる可能性がある国に居住している。 

排出量を削減して気候変動の影響を緩和する
ために、200近い国々によってパリ協定が署名され
た。IMFは加盟国それぞれが炭素価格制度内で炭
素価格の必要水準を数値化できるように、また排出
量取引やエネルギー効率化インセンティブ、電力税、
個別の燃料税など他の制度とのトレードオフ関係を
計算できるように、スプレッドシートを用いたツールを
開発中である。

調査結果では、気候変動や財政、経済の面での炭素税の大きな利
点が際立っており、また、必要となる価格設定が各国間で大きく異な
る点にも光があたっている。これは国際的な協力の必要性を明確に示
している。今年、IMF理事会は国際収支面で緊急の必要性が生じた
発展途上国への支援強化を、ラピッド・クレジット・ファシリティ（RCF）
とラピッド・ファイナンシング・インストルメント（RFI）の利用可能上限

額を引き上げることで行うと合意した。小
規模の発展途上国では、自然災害によ
る被害がGDPの2%近くに上っており、
規模が大きな国々に比べるとこれは4倍
を超える。能力開発は、災害から立ち直
る力のある公共財政管理枠組みの策定
や、環境税改革の実行、気候変動に及ぼ
す負の副作用を反映したエネルギー価
格の設定を支援することができる。 

IMFはまた、世界銀行との協力のもと
で、気候変動政策評価の導入を行った。
これは、気候変動緩和や災害からの回
復力強化、小国の資金調達戦略の全体
的な評価を持続可能なマクロ財政枠組
みの中で行えるようにするものだ。

8 国際通貨基金
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4.23
3.58
2.93
2.28
1.63
0.98
0.33
‒0.32
‒0.97
‒1.62
‒2.27

天候ショックが経済活動に与える影響
低所得国にできる対策

気候変動に関して、2017年10月の「世界経済
見通し」は気温上昇がマクロ経済に与える影響
は一律ではないと示している。比較的暑さが厳
しい国々、例えば大半の低所得途上国に負の
影響が集中する傾向にある。一般的に言えば、
健全な国内政策と開発、そして具体的な適応戦
略に対する投資が天候ショックによるマイナス
効果の緩和に役立つ可能性がある。しかし、低
所得国に課された制約を踏まえると、国際社会
はこうした国々が気候変動に対策を打てるよう
に支援するべきである。気候変動は世界的な脅
威だが、低所得国はほとんどその原因となって
いない。

学ぶ 舞台裏では

2050年

気温が1℃上昇した場合に
1人あたりの実質GDPに生じる影響

（単位は%）

図1.2

気温上昇がもたらす影響には
世界的に大きな地域差がある。
世界人口の過半数が居住する地域に
負の影響が集中することになる。

出所：Natural Earth、Scape Toad、国連世界人口予測データベース
（2015年改訂版）、世界銀行、IMF職員による試算

2040年

2030年

気候変動に
具体的な対策を

関連SDG

IMFのラピッド・クレジット・ファシリティ
IMFのラピッド・クレジット・ファシリティ（RCF）は、緊急を要する国際
収支上の問題に直面している低所得国に対して、限定的な条件のも
とでゼロ金利の融資を迅速に提供するために設計されている。重視
されているのは、対象国における貧困削減と経済成長の目標である。

気温上昇が世界各地で1人あたりの実質GDPに与える影響

この制度は、IMFによる支援をより柔軟かつ、危機時
を含めて低所得途上国の多様なニーズそれぞれに
適したものにすることを目的にした一連の改革の一
環で、貧困削減・成長トラスト（PRGT）のもとに設け
られた。RCFはPRGT対象の加盟国が利用可能であ
り、支援は融資の一括供与のかたちで提供される。

RCFは利用後の3年以内であって
も、ある国の国際収支上のニーズ
が主に外因性のショックによって
生じている場合、またはその国にマ
クロ経済政策の実績が十分であ
る場合には、再度の利用が可能で
ある。2017年6月にIMFはガンビ
アに対してRCFに基づく融資を供
与した。

http://www.undp.org/content/undp/en/home/sustainable-development-goals.html
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格差解消を進めることで
経済成長と安定性を
実現するための
扉を開くことができる

国家間の所得水準の差で見た国際格差は縮小を続けている。しかし、国
内の状況はより不透明になっている上に、所得水準グループによって、また
各国の固有要因によって、違いが生じている。IMFによる調査では、深刻な
格差が長期化していると、 経済成長の持続性が下がり、経済成長率も低く
なる関係性にあり、一方で金融の不安定性も高まることが示されている。こ
うした理由で、格差の縮小はIMFの業務に直接的に関係するようになって
いる。 

所得分布が経済成長と安定性に与える影響はどのようなものだろうか?

格差は資源を無駄にする
不平等性が高い国では、貧しい人々は教育を受けたり、金融市場にアク

セスしたり、所得を増やす他の手段を利用したりすることが不可能かもしれ
ない。この結果、生産を行う能力を伸ばすことが困難になる。

雇用の見通しが低いことで生じる格差はコスト増と結びついている
失業期間が長引くと、技能が衰え、雇用可能性が限定され、政府に対す

る信頼が失われる。こうした影響は特に若者に対して深刻であり、国 の々中
には若年失業率が高い国もある。また、女性が差別や社会慣習、機会の不
平等の結果、労働参加を果たせていない国もあり、そうした国では女性にも
影響が大きい。 

格差の結果、二極化が進行し、信頼が失われる 
平等に扱われていないと人々が感じるときには、社会的な一体性が失わ

れる結果、公的資源をめぐる政治的な競争が過熱し、制度や規制を自分の
都合の良いものにしようとする活動が拡大する可能性がある。その一方で、
包摂性の高い長期的な経済成長のために必要な福祉強化の改革を政府
が実行することが困難になりうる。極端な場合には、二極化が不安定と紛
争を招くかもしれない。

格差はマクロ経済的な不安定性につながる可能性がある 
格差によって、リスクに対処する能力が損なわれる。不平等性が高い社会

は、経済の混乱に対して備える方法が限定的である傾向が強い。深刻な格
差は金融面での脆弱性を高める可能性もある。これは、とりわけ豊かな人々

による貯蓄を増やし、同時に貧しい人々や
中間層が融資を受ける必要性を高めるか
らだ。

格差に対処し経済の成長と包摂を同時
に促す政策には、例えば、貧しい人々が質
の高い教育や医療を受ける機会を拡大
することや、インフラへの投資、最も脆弱な
立場にある人々が金融サービスを利用で
きるように金融包摂を進めること、そして、
女性の労働参加率を高められるようにイ
ンセンティブを設けることがある。

この文脈では歳入の確保と対象を
しっかりと定めた支出が特に重要にな
る。2017年10月の「財政モニター」のタイ
トルは「格差に立ち向かう」であり、格差に
対処しつつ効率性と平等性の適切なバラ
ンスをとる上での選択肢をいくつか提示し
ている。しっかりと設計された累進所得税
やある種の富裕税は経済成長を犠牲にす
ることなく、格差の緩和に貢献することが
できる。現在も行われている各種の実証
研究によってユニバーサル・ベーシック・イ
ンカム（UBI）に貧困と格差を緩和する可
能性があることが示されているが、同時に
この可能性がUBI導入国の行政能力や
社会支出の対象設定を改善する能力にも
左右されることが分かっている。

スポットライト
包摂的な経済成長の実現

銀行サービスを
利用する機会

教
育

を
受

け
る

機
会
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経済成長の包摂性を高める

誰もが経済成長から同じような恩恵を必ずしも受
けられるわけではないという証拠がますます出てき
ている。また、包摂性の欠如がマクロ経済的にも悪
影響をもたらすことを示す証拠も増えている。IMF
のペーパーは力強い経済成長をあらゆる人々が享
受できる豊かさへと結びつける鍵が国内政策であ
ると示している。各国はマクロ経済の安定性ととも
に持続可能な経済成長を維持できる政策枠組み
を採択すべきだ。包摂的な経済成長の促進には、
生産性を向上させる施策が必要であり、同時に成
長が加速する結果、公平性が犠牲になることがな
いようにする必要がある。IMFは2013年に「包摂的
な経済成長」コースを開始したが、このコースでは
包摂的な成長を促進するための分析ツールや運営
ツールを議論しており、IMFが提供するコースの中
で世界的に最も需要が大きいもののひとつとなって
いる。

舞台裏では

学ぶ

国際格差は縮小しているものの・・・

出典：Lakner and Milanović（2016）、Milanović（2016）、世界銀行（2016） 
注：各棒の高さは平均対数偏差で測られた世界的な国内格差と国際格差を指し示している（それぞ

れ左軸）。ジニ係数はある国に住む人々の所得分布を示すもので、その値は1（つまり100%）が完
全な不平等を意味する（右軸）。

国際格差
（国による平均所得の差） ジニ係数

国内格差
（人口で加重平均）

図1.3

医
療

を
受

け
る

機
会

職業スキルを
習得する機会

テクノロジーを

利用する機会

・・・国内格差が拡大している
国際的な所得水準の差が縮小した一方で、1980年代半ば
から2000年代半ばにかけて、特に先進国・地域で国内格
差が拡大した。こうした傾向を多くの要因が説明している。 

技術革新
技術革新の恩恵をこれまでに主に受けてきたのが資本保
有者や高度な技能を持った労働者であった。

国際貿易
国際貿易は経済成長と貧困削減の原動力であり続けてい
る。しかし、労働力を節約する技術と国外へのアウトソーシ
ングと相まって、貿易によって先進国の雇用が一部失われ、
失業する人々が生じた。

金融統合
十分な規制なしに金融統合が進むと
金融危機に対する脆弱性が高まり、資
本の交渉力を強化する。

国内政策
一部の国々でとられた政策の結果、労
働者の交渉力が弱まり、企業集中が加
速し、税の累進度が低下し、社会保護
が弱体化した。

ジェンダー平等を
実現しよう

働きがいも
経済成長も

人や国の
不平等をなくそう

関連SDGs
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スポットライト
汚職など腐敗を撲滅する

腐敗の多くの側面を
明るみに出す

構造的な腐敗が存在しない社会制度など良きガバナンスは、マクロ
経済の安定性にとっても、持続可能で包摂的な経済成長にとっても不
可欠である。公的な地位を個人の利益のために乱用することを腐敗だ
と定義するが、こうした腐敗が社会制度内に広がってしまった場合に
は、経済成長率が低く、投資が少なく、格差が大きいという関係性が見
られるという結果がIMFの調査から出ている。

腐敗は政府の徴税能力を損なうが、これは部分的には不公平性とえ
こひいきが認識されて税制が弱体化するためで、この結果、国庫から
資金が枯渇してしまう可能性がある。また、腐敗は見返りとしての賄賂
をもたらす無駄な巨大プロジェクトを助長して、政府の歳出を歪めてし
まう。こうしたプロジェクトが行われる結果、医療や教育という経済面・
社会面でプラスの効果を生み出す分野の投資がおろそかになってしま
う。そして、貧しい人々は政府サービスへの依存度が比較的高いため、
こうした歳出の歪みから不釣り合いに大きい影響を受け、彼らの経済
的機会にもまた過大な制約が課されてしまう。

政府が平等性と法の支配に基づいて事業環境を整えられないときに
も、持続可能で包摂的な経済成長が脅かされる。賄賂は投資のコスト
を高くする。社会制度内に腐敗が浸透しているときには、賄賂が投資に
対する税として機能する。そして、もし腐敗が金融業に対する規制や監
督にまで影響を及ぼす場合、金融の安定性もリスクにさらされる。

腐敗によって、政府に対する信頼が失われ、国内の不和が高まる可
能性があり、これが間接的に安定性や包摂的な経済成長に影響を与
える。例えば、若者がスキル習得や教育に投資しても得られるものが少
ないと考えると、生産性向上の見込みが低くなり、同時に人々の憤りを
煽ることになる。

IMFは最近、ガバナンスと腐敗に関す
る方針を改訂した。この新方針は腐敗の
性質や規模、そして腐敗がマクロ経済に
与える影響を評価する上での方向性を
提示している。ガバナンスと腐敗の分野
でIMFがより体系的かつ公平で率直な
対話に基づく取り組みを行えるように、こ
の方針は腐敗の「供給側（賄賂を差し出
す側）」と「需要側（賄賂を受け取る側）」
の両方に焦点をあてるものになっている。
腐敗に対して効果的に取り組むために
は、外国公務員に賄賂を渡すなど直接的
なものであれ、マネー・ロンダリングによっ
て汚れた資金をきれいな資金にみせかけ
るなど間接的なものであれ、不正行為を
抑制する施策を導入する必要がある。

12 国際通貨基金

腐敗は
無駄な支出を

助長する
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腐敗が経済に影響を与える方法
IMFの研究によると、腐敗が少ないと
経済成長率が高いという関係が見ら
れる。腐敗やガバナンスの指標で50
パーセンタイル値と25パーセンタイル
値を比べると、25パーセンタイル値の
方が1人当たりのGDP年間成長率で
0.5%ポイント以上、対GDP投資比率
で1.5～2%ポイント少ない結果になっ
ている。

IMFが定めた腐敗とガバナンスに関する方
針では、各国経済の健康状態を確認した個
別の報告書でIMFが腐敗撲滅に関して詳細
な助言を提供してきたことが示されている。
こうした助言は、IMFが提供中か提供検討
中の融資の参考にするためにまとめられたこ
とが多かった。そして、能力開発を目的として
世界銀行などのパートナーとともに現地を
訪れたIMF代表団が得た知見をしばしば反
映していた。いくつもの国々を対象に4条協
議では腐敗撲滅戦略に関して詳細な政策
助言が行われた。

舞台裏では 学ぶ

腐敗撲滅のための
IMFの方針と
能力開発
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腐敗は
人々の憤りを
煽る

腐敗によって
社会制度への信頼が
失われる

腐敗は貧しい
人々 に不釣り合いに
大きな影響を与える

平和と公正を
すべての人に

関連SDG

概
要
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スポットライト
社会のためにテクノロジーを駆使

図1.4

政府のデジタル化
各種行政サービスでデジタル化を行っている国の数（2016年）

14 国際通貨基金

事業を登記

国政府の
ホームページ
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120

80

40

テクノロジーの恩恵が
広く行き渡るようにする 

産業革命の当初から、技術革新が将来の雇用と格差に及ぼす
影響が憂慮されてきた。情報技術が急速に進歩する昨今では、こ
の懸念が特に強まっている。IMFはこのテーマについて、様々な
角度から検証を行ってきた。例えば、仕事の未来や、金融安定性
や財政政策に対する影響に関して取り上げてきた。この目的は、
技術革新がマクロ経済の健全性や包摂的な経済成長に対して
阻害要因になるのではなく、プラスに働くようにすることである。 

機械が行える業務の幅が広がり、労働者と比較してコスト安に
なる傾向が強まっているため、新しい技術の進歩が大きな混乱を
もたらすかもしれない。この結果、雇用の数が減り、その安定性も
損なわれていく可能性があり、同時に格差が深刻化するかもしれ
ない。というのも、多くの場合、技術の進歩で利益を得るのが企
業や最も教育を受けた労働者であるからだ。これは、中産階級の
衰退を加速させ、最富裕層と最貧困層との格差がさらに拡大す
る可能性がある。IMFのペーパーでは、テクノロジーが仕事に及
ぼす影響について分析が行われ、政策の選択肢が提示されてい
る。例えば、教育や研修に対する公共支出を拡大することや、財
政政策を活用して経済成長の恩恵が社会に広く行き渡るように
することがオプションとして示されている。

また、IMFは新しい金融テクノロジーの可能性とリスクも検討
した。こうした一連の新技術はフィンテックと呼ばれるが、人工知
能（AI）やビッグデータ、生体認証に加えて、ブロックチェーンのよ
うな分散型台帳が含まれている。こうしたテクノロジーには利点
があり、例えばその活用によって金融サービスがより迅速かつ安
価で透明性が高く、包摂的なものになり、また、ひょっとすると使
いやすさも改善する可能性がある。例えば、人工知能とビッグデ
ータを組み合わせると、クレジットスコアの算出を自動化できるか
もしれない。一方で、スマートコントラクトによって投資家は事前
に設定した条件が満たされると資産を売却するようにすることが
できる。さらに、携帯電話と分散型台帳を利用すると銀行を仲介
せずに直接金融取引ができるようになるかもしれない。IMFはデ
ジタル化によって、税制遵守がより簡単になり、同時に公共サー
ビス提供の改善も可能になると発見している。デジタル化はまた、
政府のガバナンスと財政の透明性を改善することができ、その結
果、腐敗した取引の隠蔽が難しくなる。

しかし、リスクも存在する。テクノロジーの結果、取引のスピード
が加速し、取引量が増加することで、市場ボラティリティが増す可

能性がある。また、サイバー攻撃に対する脆
弱性が高まり、信用集中リスクが増し、内部
統制が弱まることにつながりかねない。そし
て、サイバー攻撃だけでなく、プライバシーの
侵害や詐欺、資金洗浄やテロ資金供与など、
悪質な活動に対して扉を開くことになるかも
しれない。新しい金融の世界に対して、規制
を適応させるべきであり、詐欺やサイバー攻
撃が起こる余地が新たに生じることに伴う脆
弱性への対処などを行う必要がある。 

市民の選択肢は
増えているが・・・

オンラインで
自身のアカウント開設

所得税を
申告
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監視を拡大する
金融サービスがしっかりと定義された仲介業者からより緩
やかなネットワークと市場プラットフォームへの移行を速
める中で、銀行や保険会社などの事業者以外の各種金融
サービスにも規制の焦点をあてる。

国際協力を促進する
技術のネットワークやプラットフォームは国境に縛られるこ
とがない。国際協力によって、規制面で底辺への競争が起
こらないようにする。

法的な原則を時代にあったものにする
デジタル資産やデジタルトークンの地位や所有権を含め
て、新しい金融環境の中での権利と義務を明確化する。

ガバナンスを強化する
規則と基準を定めて、データ、アルゴリズム、プラットフォー
ムの健全性を保ち、透明でバランスのとれた契約やプライ
バシーの権利など様々な側面で消費者保護を強化できる
ようにする。

学ぶ

舞台裏では

デジタル化
デジタル化とは、より信頼性が高く、タイムリー
で正確な情報の入手と処理を促進するデジタ
ル技術が日常生活に浸透することであり、財政
政策に対して重要な機会と大きな課題をもた
らしている。

2018年4月の「財政モニター」ではデジタル化
によって財政政策の設計と実行が現在と未来
においてどのように変わりうるかを分析してい
る。説明のために事例として取り上げられている
のは、税務行政と税政策、公共サービスの提供
方法、歳出の効率性である。分析では、デジタル
ツールの採用によって国境での間接税徴収額
を1年あたり最大でGDPの2%増やせる可能性
があると示されている。歳出面では、インドと南
アフリカの経験が分析されており、これらの事
例はデジタル化がどのように社会保護の強化と
給付支給に貢献するかを例示している。デジタ
ル化に伴うリスクを緩和するためには、包括的
な改革計画や十分な資源が必要となり、国際
租税制度の長期的なビジョンに対する協調的
なアプローチも欠かせない。

イノベーションの芽を摘まずにフィンテックを規制するには？

出典: 国際連合 e-Government Survey 2016、世界銀行（2016） 

注: 国際連合はデジタル化について加盟国193か国の状況を調査した。

160

120

80

40

財政管理の
自動化

デジタルID

税管理

税関処理

デジタルID
プラットフォーム

政府のデジタル化が
進んでいることが
この背景にある

関連SDG

産業と技術革新の
基盤をつくろう
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地域別ハイライト

IMFと世界銀行グループの年次総会が2018年10月にインドネシアのバリ島で開催される。これはインドネシ
アとアジアにとって、他の国 に々これまでの進歩を示し、教訓を共有するまたとない機会となるだろう。 インドネ
シアをはじめとしたASEAN諸国は何百万人もの人々の生活水準を向上させ、元気な中産階級を生み出すこ
とに成功してきた。また、過去20年にわたって力強い経済成長を実現することで、この地域は世界経済の成長
を支える大きな原動力ともなってきた。

共通の目標に向かって
力を合わせる

インドネシアへの旅

ア
ジ
ア
太
平
洋

16 国際通貨基金国際通貨基金16



ボロブドゥール寺院遺跡を訪れる 
クリスティーヌ・ラガルドIMF専務理事（左ページ）

ラガルド専務理事とインドネシアの 
ジョコ・ウィドド大統領（右ページ、左上）

2018年の春季会合でインドネシアの展示を訪れる
ラガルド専務理事（右ページ、中央右）

概
要
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域内における
つながりと協力を模索する 

地域別ハイライト

11月にIMFと日本の財務省による共催で、アジア太
平洋地域事務所（OAP）の20周年を記念するイベント
が東京で行われ、モンゴルとネパールの中央銀行総
裁を含めた400人以上の参加者が出席した。

初代の斉藤国雄氏など歴代のアジア太平洋地域事
務所長や、海外から飛行機で駆けつけた職員、IMFに
過去勤めていた人々、1997年のOAP設立に奮闘した
人々などがレセプションに参加し、このレセプションは
まるでOAPの同窓会のようであった。麻生太郎副首相
と日本銀行の黒田東彦総裁がこのイベントを祝福す
るスピーチを行った。 

基調講演では、日本で学生が主催して大きな人気
を集める学園祭についてクリスティーヌ・ラガルド専務
理事が言及した。学園祭が「先進性」にあふれ、「共通
体験」を確たる土台としていることに触れながら、こうし

た学園祭の特徴が日本とIMFの協力関係を表す言葉
としてもぴったりであると話した。

60人を超える日本-IMFアジア奨学金プログラム
（JISPA）奨学生が専務理事との対話に参加し、アジ
アの経済成長に対するリスクについてIMFの見方を
質問した。JISPAは日本財務省が資金を提供し、OAP
が管理している。

OAPはJISPAの運営を継続し、また、能力開発セミ
ナーや政策カンファレンスを域内で開催して、アジア
太平洋地域でのIMFのプレゼンスを拡大していく予定
である。くわえて、この目的のためにアジア太平洋経済
協力会議（APEC）や東南アジア連合（ASEAN）など、
アジア太平洋地域のフォーラムとも現地での関係性
を深めていくことになっている。

アジア太平洋地域事務所創設20周年

ア
ジ
ア
太
平
洋

18 国際通貨基金国際通貨基金18



ナイロビ

コロンボ

コルカタ

ジャカルタ

ハノイ

北海

海口
湛江
広州　
泉州
福州

アテネ

ベネチア

ロッテルダムデュースブルク
モスクワ

イスタンブール

テヘラン

サマルカンド

ドゥシャンベ

ビシュケク
アルマトイ

ホルゴス

ウルムチ 蘭州

西安

シルクロード経済ベルト
21世紀海上シルクロード

クアラルンプール

中国の一帯一路構想は
2013年に立ち上げられた
が、中東を経由してアジア
とヨーロッパやアフリカを
つなぎ、太平洋を越えてア
ジアとラテンアメリカ諸国
と結びつけることで、インフ
ラや貿易、金融、人的交流
面での連結性と協力を促
進することを目標としてい
る。2017年5月には、一帯
一路国際協力フォーラム
が中国によって主催されて
注目を集めたが、この会議
では構想実現までの道の
りについて概要が示され
た。この構想は、開発を支
え、成長の可能性を高める

ことを目的に、中国に加え
て民間部門など様々な提
供者からかなりの資金が
寄せられることになると期
待されている。

一帯一路構想の実行と
成功に向けたマクロ経済
面・金融面での枠組みに
関する高官級会議が2018
年4月に開催され、構想が
秘める可能性をどう実現す
るか、また、債務の持続可
能性と適切なプロジェクト
の選定を保証しつつ、得ら
れるメリットをどう最大化
するかについて焦点があて
られた。ラガルド専務理事

はスピーチで、インフラ投
資の拡大が経済成長の包
摂性を高め、国外からの直
接投資をさらに呼び込み、
新しい雇用を増やす上で
有用だと述べた。また、同
じスピーチで専務理事は、
中国と相手国政府の双方
に対して後に財政的な困
難をもたらしかねない合意
を避けるために、公的債務
水準が高い国については
融資条件を注意深く管理
する必要があるとも強調し
た。くわえて、ラガルド専務
理事は透明性の高い意思
決定が必ず行われるように
することも強調した。

また、この会議では中国
人民銀行の易綱総裁とラ
ガルド専務理事によって、
中国-IMF能力開発センタ
ー（CICDC）の開所式が行
われた。このセンターは研
修やワークショップ、ピアラ
ーニング・イベントの開催
を通じて、各国と協力を行
うことを目指しており、これ
らは全て持続可能で包摂
的な経済成長を支えてい
く。CICDCは北京に置か
れ、一帯一路構想と関係
する国など中国国内外で
の活動を支援することにな
る。

一帯一路構想

192018年度年次報告書
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持続可能な開発に投資する

地域別ハイライト

13%未満

13%以上18％以下

18％超

該当データなし

出所：IMFアフリカ局

図1.5
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発展途上国における
民間投資の対GDP比率（2000‐2016年）

出所：IMF、世界経済見通しデータベース

図1.6

サブサハラアフリカ
アジア
ヨーロッパ
ラテンアメリカと 
カリブ諸国
中東と北アフリカ

歳入拡大の可能性が眠る大陸
サブサハラアフリカにとって極めて重要な政策

課題は、持続可能な開発目標（SDGs）の達成を通
じて、生活水準を向上させることである。開発資金
の最も確実な調達源は、国内で生み出される税収
入だ。同地域はIMFの能力開発と融資支援を活
用し、過去20年間で著しい進歩を実現させてきた 

（図1.5）。しかし、国内での税徴収には改善の余
地がまだ大きく残されている。

最近のIMFの調査では、サブサハラアフリカ諸国
が最大でGDPの5%を追加税収入として徴収でき
ると推計されている。これは同地域が毎年国際援
助として受け取る額を大きく上回る。この潜在的な
可能性を活かすためには、税務行政の制度近代化
と税基盤の拡大に向けて、各国が努力を続けてい
く必要がある。

成長を回復させるための民間投資
民間投資については、サブサハラアフリカは他の地

域に後れを取ってきた（図1.6）。持続可能で包摂的
な成長のためには、民間の国内・対外投資を増やす
ことが不可欠だ。実証的分析からは、経済活動の現
状と見通しが、民間企業の投資の決断を後押しする
主な要素となることが示唆されている。さらに、規制
と破綻の枠組みの改善や金融市場の深化、貿易の
自由化によって、成長が民間投資の決断に与える影
響力は増大する。

1995年

2016年

サ
ブ
サ
ハ
ラ
ア
フ
リ
カ

サブサハラアフリカでの税収の対GDP比率
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サブサハラアフリカ全
域を担当する6つの地域
センターのネットワーク
が、IMFが現地で進める
能力開発の取り組みの
大半を調整しており、同
地域における経済制度
の構築と良好なガバナン
スを支援している。これ
らのセンターは、加盟国
の当局者や他の開発パ
ートナーとの緊密な調
整に努め、開発パートナ
ー、加盟国、IMFから資
金提供を受けている。実
践的なアドバイスの提供
や地域研修、政策を中
心としたワークショップ
の実施に加えて、各国が
ベストプラクティスを共
有し、地域統合を促進で
きるようピア・ラーニング

の活動が進められてい
る。2018年に行われた
活動の例としては、セネ
ガル政府とG20の「アフ
リカとのコンパクト」との
共催で経済の多様化と
成長に関するワークショ
ップが行われたほか、ア
フリカ経済変革センター
とガーナ政府と共同で
援助依存からの脱却に
向けた国内歳入確保に
関する会議が開催され、
ルワンダ政府とUNウィ
メンとはジェンダー平等
を推進する方法を議題
とした会議が共催され
た。徴税の支援に向けた
デジタル技術の活用も
注目を集めるテーマのひ
とつとなっている。

AFRITAC East
タンザニア

ダルエスサラーム

AFRITAC South
モーリシャス
ポートルイス

AFRITAC West
コートジボワール

アビジャン

AFRITAC Central
ガボン

リーブルビル

AFRITAC West 2
ガーナ
アクラ

アフリカ研修所（ATI）
モーリシャス
ポートルイス

サブサハラアフリカの
IMF地域技術支援センター

サブサハラアフリカでのピア・ラーニング
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ユーロ圏危機の結果、この通貨同盟の機能上の欠
陥が明らかとなったが、IMFスタッフはユーロ圏が統
合深化によってショックからの回復力を高められると
主張してきた。IMFのペーパーではユーロ圏に一元
的な財政機構を確立する提案の概要が示されている
が、財政機構の一元化は各国特有もしくは共通のショ
ックが起こった際にその軽減に寄与できる可能性が
ある。ここでは特に、各国の年次分担金を資金源とす
るマクロ経済安定化基金の設立が提案されており、こ
の基金を通じて好況時には資産を形成し、不況時に
は各国に資金の移転を行うことが想定されている。ま
た、大規模なショックが発生して基金の資産が尽きた
際に備え、借入能力の設定も提唱されている。

シミュレーションの結果からは、分担金が比較的少額
であったとしても、不況時にはこのようなスキームを通じて
マクロ経済に有益な安定がもたらされることが示されて
いる。一元化された財政機構のもとでは、国々の間でリス
クが共有されることになる。したがって、モラルハザードの
問題を避けるためには、資金移転の条件として、欧州連合

（EU）の財政規律が徹底して遵守されなくてはならない。
またこのペーパーでは、国家間の絶え間ない資金移転を
避けること、そして同スキームの運営を巡る論争の範囲を
制限するために、一元化された財政機構をできる限り自動
的に機能させることを目的とした諸条件も検討されている。
これら2点は、このスキームが政治的に受け入れられるた
めに重要である。

欧州経済の安定と強化を図る

ユーロ圏における財政機構の一元化

地域別ハイライト

ヨ
|
ロ
ッ
パ
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2018年2月にフランスのパリで
開催された「フランス経済の刷新
とユーロ圏統合の完成」をテー
マとした会議では、主要な政策
当局者やエコノミスト、民間部門
の代表者らが一堂に会し、フラン
スとユーロ圏のレジリエンスと成
長可能性をいかに高めていくか
について議論を交わした。同会議
は、IMFとフランス財務省の共催
で実施された。

クリスティーヌ・ラガルドIMF専
務理事はブリュノ・ル・メール仏財
務大臣との会談の中で、現在の景
気回復を利用して、意欲的な改革
アジェンダを国内と欧州レベルの
両方で推し進め、雇用と生産性向
上を促進していくことが重要であ
ると強調した。

2018年1月にIMFとドイツ連邦
銀行の共催のもと開かれた会議
では、経済政策が議題として取り
上げられ、ドイツ国内外の著名な
エコノミストや政策当局者らが参
加した。同会議では特に議論が
激しくなっている分野に焦点が当
てられ、賃金とインフレの動向、
適切な財務政策の方針、ドイツの
経常黒字、ユーロ圏とドイツの危
機後の課題などが論題となった。
クリスティーヌ・ラガルドIMF専
務理事とドイツ連邦銀行のイェン
ス・ヴァイトマン総裁が基調講演
を行い、同会議は活発な意見交
換の場となると同時に、IMFにと
ってドイツとの関係を深める機会
となった。

2018年4月にスペインのマドリッ
ドでIMFがスペイン銀行と共同で
開催した会議「スペイン 回復からレ
ジリエンスへ」では、金融危機に対
するスペインの対応措置の成功に
焦点が当てられた。今後の持続的
かつ包摂的な経済路線を確実にす
るために、会議への参加者はそれ
ぞれが得た教訓や政策の選択肢
を共有した。IMFのデビッド・リプト
ン筆頭副専務理事が基調講演を
行った。この会議で議論されたスペ
イン経済の重要課題は、高水準の
公的債務や労働市場改革に残さ
れた課題、中期的な生産性と成長
の見通しの弱さに関係があった。ま
た、いかにヨーロッパの制度をより
強固なものにしていくことができる
か、特に銀行同盟の完成を中心に
討論が行われた。

スペインで経済回復を維持フランス経済の刷新 ドイツの政策論議

232018年度年次報告書

概
要



地域別ハイライト

政府改革によって
包摂的な経済成長を支える

モロッコのマラケシュに滞在
中のクリスティーヌ・ラガルド
IMF専務理事。モロッコ料理レ
ストラン併設のアマル女性職
業訓練センターを訪問した。

アラブの春から7年が経ったが、同地域の
人々は今も経済的機会の拡大とより豊かな
生活を切望している。同地域の人口は60%
が30歳未満であり、今後5年間で2,700万
人の若者が職に就くことになるという状況
の中、政策当局者は機会を生み出すため
に「今、行動する（ACT NOW）」必要があ
る。2018年1月にモロッコのマラケシュで
IMFとアラブ経済社会開発基金、アラブ通
貨基金が同国政府と開催した会議「万人の
ための機会」では、より包摂性の高い経済成
長を推進するために右の項目を重視して改
革に優先的に取り組むよう各国政府に呼び
かけがなされた。

中東諸国の政府はいかに「今、行動（ACT NOW）」できるか

中
東
・
北
ア
フ
リ
カ

• 説明責任（Accountability）
透明性の向上、諸制度の強化、汚職など腐敗の撲滅

• 競争（Competition）
円滑な資金調達とより適切な規制を通じて 
民間セクターを発展させる

• テクノロジーと貿易（Technology and trade）
新たな成長の源の創出に向けた活用

• 誰一人取り残さない（No one left behind）
強固なセーフティーネットの構築と、 
若者や女性、農村人口、難民の権利の強化 

• 機会（Opportunity）
社会支出や投資支出の改善と、より公平な課税の追求

• 仕事（Work）
労働者が新しい経済に必要な力を身につけられるように、 
人への投資と教育改革 
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2011年以降のエジプト
では、長引く政治的移行
と不安定な地域情勢によ
って、以前からの構造的
課題が深刻化した。その
結果として成長が減速し、
公的債務が増加する一方
で、外貨準備高は激減し
た。エジプト当局は2016
年に、マクロ経済の安定
を取り戻すための政策と
構造改革のプログラムを
策定した。このプログラム
はIMFの拡大信用供与措
置（EFF）に基づく3年間
に延長された取極の支援
を受けて実施され、対外
的な競争力を高めること、
公的負債を削減すること、
包摂的な成長を促進する
ことを狙いとしていた。

このプログラムの重要
な点は、歳入確保の改善
である。税務行政診断評
価によって、納税申告と還
付も含め、改善が必要と

されるエリアが特定され
た。エジプトの税務行政
当局は、ベイルートに拠
点を置くIMFの地域能力
開発センター「METAC」
と協力し、一部の税務署
に新方式を試験的に導入
した。これらの試行事例
では有望な成果が挙げら
れ、試行導入をした税務
署では、徴税率と納税申
告率が平均して通常の税
務署の2倍となった。エジ
プト政府はこれらの改革
の実施を拡大し、脱税と
腐敗の防止を支援するこ
とを目指している。

同プログラムの開始か
ら1年後、対外赤字と財
政赤字は減少し、成長が
加速した。この当局による
改革プログラムは、外貨不
足の軽減や社会扶助の
強化、民間投資や成長の
拡大など、状況の安定化
に大きく貢献している。

一次産品価格の下落
や主要な貿易相手国の成
長の減速など、2014年以
降に発生した外的ショッ
クは、コーカサス・中央ア
ジア8か国の銀行セクタ
ーを圧迫してきた。これら
のショックは、資産の質の
低さ、ドル化の進行、関連
者取引、金融規制・監督
の欠陥といった金融の脆
弱性が、さらに高まる原因
となった。コーカサス・中
央アジア地域の国々全て
がショックに対して政策
的措置を実施してきたが、
同地域の銀行セクターが
再び健全に機能するため
には、さらなる努力が必要
とされる。

具体的な戦略は銀行の
財務状態によって決まり、
目標の優先順位を明確に
することが必要となるだろ
う。金融の安定へのリスク
が依然として大きい国々

では、銀行の財務状況の
正確な評価と、存続能力
のない銀行の破綻処理に
重点を置かなくてはなら
ない。また、コーカサス・中
央アジア諸国全てが規制
と監督の枠組みの強化に
向けても努力を注ぐ必要
があり、その一環として、
独立したリスク管理、コン
プライアンス、内部統制を
確立する強固なガバナン
ス構造の実現や、リスクに
基づく有効かつ統合され
た監督システム、マクロプ
ルーデンスの枠組みの導
入、信用リスク評価の改善
といった改革が行われな
くてはならない。各当局が
強い決意を持って上記の
措置を実行したならば、
銀行セクターは包摂的な
経済成長の加速に十分に
貢献できるようになるだろ
う。

エジプトの改革プログラムが経済安定化に貢献 コーカサス・中央アジアでの金融セクターの回復
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経済的な課題に取り組む

地域別ハイライト

ジャマイカのキングストンで開催された2017年カリブ・フォ
ーラムで会話するクリシュナ・スリニバーサンIMF西半球局
副局長（写真左）とニューヨーク大学スターン経営大学院長
のピーター・ブレア・ヘンリー氏（同右）。

西
半
球

カリブ・フォーラム
成長の制約を取り除き、レジリエンスを強化する

パラグアイのマクロ経済的な安定

2018年3月にクリスティーヌ・
ラガルド専務理事がアスンシオ
ンを訪れ、オラシオ・カルテス大
統領や他の高官と面会したほか、
社会的なプロジェクトを見学し、
複数の広報イベントにも参加し
た。IMFの専務理事がパラグアイ
を訪れるのは24年ぶりであった
が、ラガルド専務理事によって同
国の著しい経済成長と社会的進
歩が確認された。このような背景
のもと、パラグアイのマクロ経済的
な安定性を強化することや、包摂
的な経済成長を確実に実現する
こと、また比較的若い人口が同国
にもたらす「人口ボーナス」を活用
することの重要性が議論の中心と
なった。パラグアイの国家開発計
画は、インフラ、医療、教育への投
資を優先事項として掲げている。

2017年11月にジャマイカのキング
ストンで開かれた高官級カリブ・フ
ォーラムは、財政と金融の脆弱性や
若者の失業、多大な損害を引き起こ
す自然災害の頻繁な発生など、数多
くの課題が相まって同地域の成長
が阻害されている中、時宜にかなっ
た開催であった。参加者は、現在の
経済・政治サイクルの状況下でいか
に負債と成長のバランスを保つかに
ついて議論を交わした。

フォーラムに続いて、クリスティー
ヌ・ラガルドIMF専務理事は西イン
ド諸島大学の学生との対話に参加
した。この場ではIMFスタッフが新
刊の「Unleashing Growth and 
Strengthening Resilience in the 

Caribbean （カリブ海地域における
成長の促進とレジリエンスの強化）」
を発表した。本書はカリブ海地域の
経済に関するIMFの最新の研究を
まとめたものであり、同地域のマクロ
経済の不均衡を分析し、その観光中
心の経済において競争力と成長に
影響する構造的な障壁を考察して
いる。

ジャマイカはこれらの課題のいく
つかに対処するうえで、強力な経済
制度の構築を目指し、IMFと密に協
働している。バルバドスに拠点を置く
IMFの地域能力開発センターである
CARTACが、双方の連携業務の大
部分を調整している。
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第2章 
IMFの活動内容

IMFが果たしている役割の3本柱

IMFは、国際収支上の問題を現在抱
えているか、将来的にその可能性が
ある加盟国に対して融資を提供し、
根本的な問題の解決を図りながら、
加盟国が外貨準備を再構築し、自国
通貨を安定化させ、輸入決済を継続
して、力強い成長を実現するための
条件を整え直せるように支援する。

4か国に910億ドルを融資
低所得途上国14か国に
24億ドルを融資

能力開発
IMFは世界各国政府と協力して、経
済の政策や制度の近代化を図ると
ともに、政府機関職員に対して研修
を実施する。これは包摂的な経済
成長の促進に貢献している。

実践的な技術支援、
政策志向の研修、
ピアラーニングに
3億300万ドルを支出

融資

経済サーベイランス
IMFは国際通貨制度を監視すると
ともに、加盟国189か国を対象に
経済政策や金融政策のモニタリン
グを行う。サーベイランス（政策監
視）と呼ばれるこのプロセスは、多
国間レベルと国レベルの双方で行
われるが、IMFはこの過程において
安定性を損なう可能性のあるリス
ク要因を明確にして、必要な政策
調整について助言を行う。

136か国を対象に
経済の健全性を調査
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経済サーベイランス
「サーベイランス」を通じ、IMFは国際
通貨制度の監視と世界経済情勢のモ
ニタリングを行うとともに、加盟国189
か国の経済政策と金融政策の健全性
調査を実施する。加えて、IMFは加盟
国の安定性を損ないうるリスク要因を
特定し、必要な政策調整に関して各国
政府に助言する。このようにして、各国
間における財やサービス、資本のやり
とりを促進し健全な経済成長を持続さ
せるという、国際通貨制度の目的の達
成を図っている。
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経 済サーベイランス

国別サーベイランス

4条協議のプロセス
年次の経済政策評価

4条協議では、マクロ経済的に重要である財政や金融、外
国為替、通貨、構造といった一連の項目を取り上げ、リスクや
脆弱性、政策対応に焦点をあてる。エコノミストをはじめとす
るIMFの多くの分野のスタッフが4条協議プロセスに関与し
ている。

協議は、政策に関するIMFと加盟国政府当局の対話によっ
て成り立っている。対象国の経済政策や方向性を評価する
に当たり、IMFのスタッフは、政府や中央銀行などの当局に加
え、国会議員やビジネス界、市民社会、労働組合の代表とい
った利害関係者とも協議を行う。IMFのスタッフは協議後、理
事会にその報告書を提出する。通常、理事会は報告書につい
て議論する。そして協議終了後、会議の要約が加盟国当局に
送付される。大半の場合、加盟国との合意の上、理事会の評
価はプレスリリースとして関連するスタッフレポートとともに公
表される。2018年度は、134件の4条協議が行われた（Web 
Table 2.1）。

金融安定性評価の見直し
加盟各国の金融セクターの健全性を確認することは、世

界的な金融安定を維持する上で重要である。IMFは、加盟国
のうち、システム上重要な金融セクターを持つ29か国に対し
て5年ごとの評価を義務付けており、その他の任意の加盟国
についても金融セクターの評価を行っている。こうした評価
では、IMFスタッフが国別のリスクを特定し、金融危機を回
避するための措置を提言する「金融セクター評価プログラム

（FSAP）」のもと、耐性と規制について詳細な評価を実施して
いる。

システム上重要な金融セクター（SIFS）のリストと義務付け
られる金融の安定性評価の頻度については、2019年度の金
融セクター評価プログラムのレビューにて検討が予定されて
いる。2018年2月にIMFスタッフは、システム上重要な金融セ

はじめに

IMFのサーベイランス（政策監視）は、加盟国ごとに政策の
評価と助言を行う「国別サーベイランス」と、世界経済全体あ
るいは一定の共通特性を有する国々のグループについて分
析を行う「多国間サーベイランス」の2つの要素で構成されて
いる。国別サーベイランスと多国間サーベイランスを一体的
に実施することで、IMFは「波及効果」、つまり、ある国の政策
が他の国々にどのような影響を及ぼすかについて、より総合
的で一貫した分析を確実に行うことができる。

国別サーベイランスの中核はいわゆる4条協議である。これ
は、IMF加盟国それぞれの経済情勢や経済政策の審査を義
務付けた国際通貨基金協定の条項にちなみ、このように呼ば
れている。

多国間サーベイランスには、世界レベル・地域レベルの経
済動向の監視と、加盟国の政策が世界経済に及ぼす波及効
果の分析が含まれる。

IMFはまた、地域レベル・世界レベルの経済動向の監視と、
加盟国の政策が近隣諸国や世界全体にもたらしうる波及効
果を分析する。IMFはこうした動向と分析結果に関する報告
書を定期的に公表している。

「世界経済見通し（WEO）」では、世界経済情勢と成長見
通しを詳細に分析し、世界的な金融の混乱がもたらすマクロ
経済への影響や世界経済に生じうる波及効果の可能性を検
証する。とりわけアメリカ、中国、ユーロ圏といった世界的に経
済が重要な国・地域の経済政策、財政政策、金融政策に伴う
波及効果を取り上げている。

「国際金融安定性報告書（GFSR）」では、世界の資本市
場や、金融の安定性のリスクとなりえる不均衡や脆弱性を評
価する。GFSRは、中期的な財政状況に関する最新の見通し
と、財政の動向を評価する。

さらにIMFは、世界主要地域の詳細な分析を行う「地域経
済見通し（REO）」も公表している。
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経 済サーベイランス

理事たちはサーベイランスの中間見直しを歓迎し、主な結
論と提言を広く支持した。また、国別サーベイランスと多国間
サーベイランスの一層の一体化により、世界的なリスクと波
及効果をさらにしっかりと把握できるようになったと指摘し、
サーベイランスにおいては、加盟国へのアウトリーチ活動など
を通じて、対外波及効果について理解を深め、より詳細かつ
継続的、網羅的な分析を行うよう、職員にさらなる努力を促し
た。同時に、対外セクター評価の強化に向けて行われた努力
を認識し、財政政策の助言が加盟国の課題の変化に適応し
てきていると言及した。理事たちは、国別サーベイランスへの
マクロ金融分析の統合が進んでいる状況を歓迎し、マクロ金
融サーベイランスを主流化し、対象範囲を拡大させる努力の
継続を奨励した。また、IMFの専門家による専門分野の分析
と国際的な経験から得た教訓をより有効に活用する必要が
あるとし、能力開発とサーベイランスの一層の統合を進めるよ
う要請した。さらには、「包括的なサーベイランスの見直し」に
向けて、IMFによるサーベイランスの影響力評価を含めた優
先事項を特定するため、加盟国などの関係者と計画的に取り
組むことの重要性を強調した。  

クターを特定する方法論の修正案について理事会に説明を
行った。スタッフは、金融セクター評価プログラムが担う重要
な役割を強調し、透明性、統一性、公平性、そしてデータ重視
型の分析に重きが置かれていることに言及した。

発展途上国と新興市場国については、金融の安定性評価
が世界銀行と共同で実施されている。したがって、IMFと世界
銀行はともに世界の金融安定性に対する監視の方向性を定
める貢献を今後10年間行っていくことになる。

2018年サーベイランスの中間見直し
2018年4月に理事会は、「サーベイランスの中間見直し」に

ついて協議した。スタッフペーパーは、IMFのサーベイランス
が一段と統合され、グローバルな環境により適合し、リスクに
基づくアプローチを採用していると論じている。グローバルな
相互関係性とセクター間の結びつきに対する共通理解が深
まっており、国別サーベイランスと多国間サーベイランスを支
えている。2020年の「サーベイランスの包括的な中間見直し」
に先立ち、対外セクター評価の改善、マクロ金融サーベイラ
ンスの継続的な進歩、マクロ金融やマクロ構造の問題や新た
な課題に関するパイロットプログラムからの学びの活用によっ
て、サーベイランスの強化が図られていく。2020年の見直し
はまた、IMFのサーベイランスを技術革新が急速に進む現代
にさらに照準を合わせたものにするだろう。
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理事会は、2017年7月の公式協議で、各国経済の評価と併
せて作成された2017年の報告書について議論した。理事たち
は報告書の結果を概ね支持し、スタッフに過剰な不均衡の原
因についてさらに深い分析を行うよう促した。2018年の報告
書には方法論に関する改善点が多く盛り込まれ、公式協議で
再び議論が行われた。

湾岸協力理事会加盟国の経済見通しと政策課題
2017年12月にスタッフは、「湾岸協力理事会（GCC）加盟

国の経済見通しと政策課題（Gulf Cooperation Council: 
The Economic Outlook and Policy Challenges in the 
GCC Countries）」と題した報告書をまとめた。このペーパー
は、GCC加盟国が原油安への適応を続けているものの、大半
の国々は大規模な財政緊縮の実施により、石油以外の部門
の成長が妨げられていると指摘する。中期的な成長は、比較
的低水準の原油価格と地政学的リスクの高まりの中で、さえ
ない見通しのままである。

この政策ペーパーは、民間部門に対する資金調達の支援、
持続可能な成長のための経済の多様化、事業環境の改善、
公共部門が経済に果たす役割の縮小、財政余地がある場合
は財政政策を利用した成長促進と雇用充実化の改革に、焦
点を当てるよう主張する。また、国民に対して民間部門で働く
よう、そして民間部門に対して国民を雇用するようインセンテ
ィブを与える改革とともに、女性の労働市場参加を促す改革
を行うように訴えている。

政策助言

専務理事のグローバル政策アジェンダ 
2018年4月にIMFのクリスティーヌ・ラガルド専務理事は

理事会の非公式協議において、グローバル政策アジェンダ
（GPA）「チャンスの扉はまだ開いている」を発表した。このア
ジェンダでは、景気循環の拡大局面を支える勢いは依然とし
て力強いが、過熱する貿易摩擦と金融市場のボラティリティを
踏まえると、中期的には下振れするリスクが大きいと強調され
ている。景気拡大局面を持続させるため、政策担当者は金融
セクターの耐性を高め、政策余地を確保しなおし、腐敗防止
やガバナンス向上などの構造改革を進めなければならないと
GPAは記している。また、全ての国に恩恵をもたらす、ルールに
基づいた開かれた多角的貿易システムを推進し、世界経済の
過剰な不均衡を持続的に縮小させる努力をするべきだとも各

多国間サーベイランス

早期警戒演習
早期警戒演習（EWE）はIMFのサーベイランス活動で重要

な位置を占め、「世界経済見通し」「国際金融安定性報告書」
「財政モニター」といった旗艦報告書の作成と連携して年に
2回行われている。

この演習の結果は、IMFと世界銀行の春季会合と年次総
会で理事会と幹部に提出される。EWEによって発見された
事項は、国別サーベイランスと多国間サーベイランス活動の
枠組みの中で実践される。IMFと金融安定理事会（FSB）は
EWEで密接に協力し、リスクと脆弱性に関する一貫した見解
を提示する。IMFはマクロ経済やマクロ金融、ソブリンリスク
に関する懸念事項で主導的な役割を担う一方で、FSBは金
融システムの規制や監督に関連する事項に焦点を当てる。 

脆弱性演習 
早期警戒練習は、発生する可能性は低いものの、世界経済

に大きな影響を与える可能性のあるリスクを評価するナラテ
ィブ分析手法を用いる。一方、脆弱性演習は、実証モデルを
用いて、実質、財政、金融、対外の部門別と国別に脆弱性と危
機発生の確率を評価する。早期警戒練習と同様に、脆弱性演
習は春季会合と年次総会の前後で旗艦報告書の作成と密
接に連携して実施される。国別と部門別の最終評価はIMFの
カントリーチームによる判断に基づく。この演習の結果は理
事会に提出され、各国当局との協議を行う上での参考情報と
して使われるほか、リソース配分の判断材料としても用いられ
る。

対外セクター報告書 
「対外セクター報告書」は、為替相場、経常収支、外貨準

備、資本フロー、対外バランスシートといった加盟国の対外セ
クターについて、全加盟国を対象とする統一基準を適用して
評価を行う。この報告書は、「世界経済見通し」をはじめとする
旗艦報告書と4条協議を補完するものである。2012年以降、
毎年作成されており、世界のGDPの85%強を占める主要28
か国とユーロ圏をカバーしている。これは、過剰なグローバル・
インバランスとその原因について綿密かつ公平な評価を行う
ため、また、加盟国の諸政策がグローバルな対外的安定性に
及ぼしうる影響にIMFが適切に対処できる態勢を整えるよう
にするために現在進めている取り組みの一環である。
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る。緩和的な金融環境は短期的な成長を下支えするだろう
が、同時に中期的には世界的な金融安定と経済成長を脅か
すリスクを増大させる金融脆弱性の下地を作ることにもなる。
現在の金融環境下での成長は3年前よりも明らかに良好だ
が、マクロ経済的、地政学的、あるいは政策面でのショックが
成長の障害となる可能性がある。

一部の新興市場国は良好な外部金融環境を活用し、不均
衡への対処とバッファーの構築を進めてきたが、引き続き脆
弱性が蓄積されている国 も々存在する。しかし、金融政策の
正常化はグローバルな金融環境の引き締めにつながる可能
性があり、そうなれば資本フローが減少し、借り換えリスクを
増大させ、生産的な投資を縮小させる恐れがある。

こうした背景のもと、各国中央銀行は金融市場における破
壊的な混乱を回避しつつ、金融緩和政策を徐々に解除すると
いう微妙なバランスを取らなくてはならない。この絶妙なバラ
ンスを保つには、各国中央銀行が引き続き明確なコミュニケ
ーションをとることが重要となる。

資本フローのもたらす利点とリスク
2017年9月に公表したペーパー、「大規模かつ不安定な資

本フローに対する耐性強化　マクロプルーデンス政策の役割
（Increasing Resilience to Large and Volatile Capital 
Flows:The Role of Macroprudential Policies）」は、先の
理事会の協議内容を反映したものである。このペーパーは、
資本フローが各国に大きな恩恵をもたらす一方で、大規模か
つ不安定な資本フローが金融のシステミックリスクにつなが
る可能性があることを確認した。国内の金融セクターが発達
し、制度の発展が進み、資本フローを安全に仲介することが
できる国では、恩恵が大きくなる傾向がある。

このペーパーは、マクロプルーデンス政策の策定を含む金
融危機後の改革が、資本フローによる衝撃に対する金融シス
テムの耐性強化に寄与していると解説している。また、このペ

国に訴えかけている。また、規制に対して協調的なアプローチ
をとることで、金融テクノロジーがもたらすメリットを享受しつ
つ、安定性や整合性を脅かすリスクに対処できると更新版は
記載している。

このアジェンダはさらに、IMFが主要な政策のレビューを実
施することに言及した。その対象には、サーベイランス、金融
セクター評価プログラム、融資のコンディショナリティ、譲許的
融資ツール、債務持続可能性の分析、そして能力開発が含ま
れる。また、デジタル化がもたらす機会と課題についての包括
的な業務プログラムも立ち上げた。

サーベイランスを通じて
マクロ構造面の課題にさらなる焦点を当てる

2018年3月にスタッフは理事会に対し、サーベイランスに
おいてマクロ構造面の課題にさらに焦点をあてるためのイニ
シアティブについて、進捗状況の説明を行った。スタッフは32
か国で実施したパイロットによって構造的な問題を分析する
質は改善したものの、課題は残ると指摘した。そうした課題と
しては、新興市場国や発展途上国を主な対象とした分析ツー
ルのさらなる開発と知識の共有、構造的な問題のマクロ経済
政策枠組みへのさらなる統合、他の国際機関との協力の拡
大、各事項の適切な優先順位付けなどがある。スタッフは、パ
イロットの対象国をさらに9か国増やす予定である。2018年
末までにパイロットを完了させ、2019年にはそこで得た教訓
をより広範なサーベイランスに盛り込む意向である。 

金融政策と金融セクター政策

コルレス銀行取引の動向をめぐる最新情報
2018年3月、IMFスタッフは理事会にIMFのコルレス銀行

取引への取り組みについて説明し、IMFがコルレス銀行取引
に対して多面的なアプローチを取っていると伝えた。このアプ
ローチには、動向やリスク、要因のモニタリング、解決に向けた
対話の促進、各国の状況に応じた適切な能力開発の提供、そ
してテールリスク・シナリオ対策が含まれる。 

金融政策正常化に伴い、道のりは険しく
2018年4月に発表された「国際金融安定報告書」では、イ

ンフレ率上昇の兆候に伴って先進国・地域が金融政策の正
常化に着手しているが、グローバルな金融環境は依然として
歴史的な水準と比べて非常に緩和的であると確認されてい
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招くような銀行の経営難を防ぐには、公的資金の適用が不可
欠だというジレンマだ。大半の場合、経営難に陥った銀行は
救済され、そのコストの大部分とリスクは納税者が負担した。

それ以降、金融危機の可能性を低減させ、危機発生時のコ
ストを最小限に抑えるべく改革が進められている。こうした改
革には、民間投資家への負担のシフトや、ベイルアウトとベイ
ルインのトレードオフの改善が含まれる。このペーパーは、こう
した展開と照らし合わせ、このトレードオフの問題について再
検討を行った。そして、ベイルインを講じる実質的な権限を破
綻処理当局に付与する取り組みを支持し、公的資金注入に
よる救済に伴って責任感が失われないような枠組みを設ける
べきだと強調している。また、システミックな銀行危機に関して
は、今後も公共資金を、制約をかけながらも十分かつ柔軟に
適用できるようにする必要性を確認した。同時に、損失吸収
能力を向上させ、ベイルインによって損失を被る債権者が損
失を最も吸収しやすい立場の投資家であるようにし、国境を
越えた破綻処理の取り決めを改善するために、努力を継続す
るように求めている。 

対外収支
年次経済政策評価における一貫性の促進

IMFは年次の「対外セクター報告書」に、加盟国の経常収
支、実質為替レート、対外バランスシート、資本フロー、外貨
準備などの対外収支項目について、スタッフが行なった評価
を掲載している。先に言及した通り、方法論と評価の改善を
図り、報告書の一貫性を促進する努力が行われている。

ーパーでは、マクロプルーデンスの枠組みと資本フローの機
関としての把握という2つの枠組みの評価を行っている。これ
らの枠組みは、資本フローに関する政策助言の一貫性を担
保しつつ、各国の状況に応じて調整できるようにするために設
けられているものだ。このペーパーは、必要なマクロ経済調整
の代替策としてマクロプルーデンス政策と資本フロー管理措
置を講じてはならないことなど、これら2つの枠組みが主要な
原則と一貫していると結論付けている。

理事たちはこのペーパーを支持した。また、理事たちは、資
本フローが大きな恩恵をもたらす一方で、特にそれが大規模
かつ不安定な場合は、金融のシステミックリスクの蓄積につ
ながる可能性があることを認識した。さらに、柔軟な為替政策
を含むマクロ経済政策は、資本フローに伴うリスクを管理す
る上で重要な役割を果たすべきであること、そしてマクロプル
ーデンス政策と資本フロー管理措置が当然行われるべきマ
クロ経済調整の代替策となってはならないことを、改めて確認
した。

銀行破綻におけるトレードオフ
2018年2月にIMFが公表したペーパー「銀行破綻における

トレードオフ（Trade-Offs in Bank Resolution）」は、金融
危機の最中に当局がある種のジレンマに直面したと指摘す
る。銀行救済措置は、将来的に、経営難にある金融機関に対
する公的支援への期待を高めてしまう可能性があり、過度の
リスクを取る行動を誘発して次なる金融危機の下地を作るこ
とにつながる恐れがあるが、一方ではシステム全体の危機を

332018年度年次報告書

活
動
内
容



経 済サーベイランス

る。第二に、システミックリスクを重視する姿勢の高まりに伴
い、より詳細な評価が求められる分野の重点的な見直しが必
要だと判断された。

基準策定機関との協議の結果、既存の柔軟なアプローチ
を改善するという合意に達した。基準策定機関とIMFスタッ
フは、金融セクターの監督基準に関して今後も次の2つの方
法のいずれかを用いることで合意した。

n	 段階評価
様々な原則が相互に関連していることから、基準は全て評
価の対象となる。結果は引き続き「詳細な評価報告」にま
とめられる。

n	 焦点を絞ったレビュー
基準は、特定のプルーデンスまたは監督上のギャップを段
階評価なしで分析するベンチマークとして使用でき、一部
原則に基づくことも可能だ。

段階評価を行うか、あるいは焦点を絞ったレビューを行う
かの判断は、今後もスタッフと当局との間で決められる。

主要加盟国の経常収支と為替レートに及ぼすインパクト
を評価するツールとして、スタッフは対外バランス評価（EBA）
の手法を用いてきた。加えて、IMFはここ数年間、その他の国
々のためにいわゆる「EBAライト」手法の開発に取り組んでい
る。これらの評価では、諸要因の影響を説明するために回帰
分析モデルと持続可能性分析を使用する。報告書では、こう
したモデルでは把握しきれない加盟国特有の要因に関する
スタッフの意見も記載されている。

データ比較の問題と方法論における不確実性が常に存在
するように、EBAとEBAライトも限界を抱えている。これらの点
は十分に認識されていることから、今後の評価の改良に向け
た議論は、方法論の改善とその応用に焦点を当てていく。

グローバルスタンダード
システミックリスク低減に向けたツールの改善

2000年以降、IMFの金融セクター評価には金融セクター
の監督基準が用いられてきたが、そのアプローチには改訂が
必要だとみなされた。金融セクター評価は、バーゼル銀行監
督委員会、保険監督者国際協会、証券監督者国際機構によ
り設定された銀行、保険、証券の3つの主要監督基準に照ら
し合わせて実施されてきたが、2つの変化に伴ってアプローチ
を改訂する必要性が生じた。第一に、これらの監督基準は世
界金融危機以降、大幅に更新され改善が図られてきた。対象
範囲は拡大され、ギャップを埋めるための改善が施されてい
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n   「オフショア間接持分譲渡への課税」のツールキット草案
2017年8月にプラットフォームは、「オフショア間接持分譲
渡に係る課税のツールキット」草案に対する意見を一般
から募集した。この草案は、途上国が国内資産のオフショ
ア間接持分譲渡に係る課税の複雑さに対処するために
設計されたもので、価値を有する資産を所持する国以外
に所在し、資本関係の上位に位置する企業の株式やその
他の持分の売却や譲渡を対象としている。このような課税
は、二国間の二重課税防止に関する協定では一般的であ
り、OECDの多国間協定においてもすでに取り上げられて
いる。しかし、多くの国々ではこれらの原則を国内法として
制定するに至っていない。だが、オフショア間接持分譲渡
による実現益への課税を望むのであれば、国内での法制
化は前提条件となる。ツールキット草案は、オフショア間接
持分譲渡に係る課税原則を考察し、国内法との調整を図
るために2つの基本的なモデルから成り立っている。産業
界、市民社会、そして複数の国々から幅広いコメントが寄
せられ、2018年には改訂版の公表が予定されている。

状況条件付き債券
2017年5月にIMFは、支払債務が経済状況等に伴って変

わる条件状況付きのソブリン債券が債務国の対外ポジショ
ン立て直しに果たす役割を分析したペーパーを公表した。理
事たちは、この債券の利点と問題点の両方をまとめたバラン
スの良い評価を歓迎した。

理事たちは、債務返済を支払能力と結びつけることによっ
て、状況条件付き債券が財政余地を拡大し、状況が悪化した
場合には政策の柔軟性を高められるという理論上のシナリオ
を指摘した。状況条件付き債券はまた、ソブリン債の投資家
層を広げ、リスク分散の機会を拡大させる可能性もある。そし
て、状況条件付き債券の発行が公的債務に占める割合が大
きくなった場合、対外債務危機に伴うコストを大幅に低減さ
せ、そうすることで国際金融システムの耐性強化を図ることが
できる。

一方で理事たちは、スタッフの状況条件付き債券の需要に
関する考察は「通常時」に限定されていると強調し、データの
信憑性、債券スキームの複雑さ、発行者側では先発者が不
利になるなどの課題があると指摘した。スタッフの分析では、
債券スキームの慎重な設計、確固とした制度と契約、公的部
門のイニシアティブと連携がこれらの問題の一部を克服する
のに役立つことが示された。

総じて理事たちは、すでに確立した債券市場を有する成熟
した経済国よりも、自然災害や一次産品価格の大幅な変動
による影響を受けやすい途上国の方が、こうした仕組みの債
券を活用する可能性が高いとした。さらに、IMFがこの視点に
沿って、段階的かつ目標を絞った需要主導のアプローチを追
求するよう提言した。

財政政策

国際法人税に関する最近の動向
2018年2月、IMFスタッフは理事会に対し、アメリカの税制

改革を中心に国際法人税に関する最近の動向について説明
した。IMFはまた、国別サーベイランスにおける国際法人税の
問題について、これまで地域局各局との幅広い取り組みを継
続してきた。2018年5月までの2年間に、4条協議報告書の一
部として重要課題に関するペーパー、ワーキングペーパー、付
属文書が合計で約20点作成されてきている。

第2世代の財政ルール

2018年3月にIMFスタッフは理事会に対し、世界金融危機
以降の財政ルールの進展について説明し、財政ルールが適
切に定められ、制度や政治的意志の裏付けがあれば財政の
持続性を促進できるとの証拠を提示した。スタッフは、柔軟性
と簡潔性の間で慎重にバランスを取る必要性を提議し、制裁
よりもむしろ評判低下による負担を課することで遵守を促進
することを提案した。

税に関する協働のためのプラットフォーム
税に関する協働のためのプラットフォームは、IMFと

OECD、国連、世界銀行との共同イニシアティブだ。

n      「税と持続可能な開発目標」をテーマにした最初の国際会議
2018年2月、税に関する協働のためのプラットフォームは

「税と持続可能な開発目標」に関する最初の国際会議
を開催した。この会議では、税制、税務行政、法的枠組み
が、持続可能な開発目標（SDGs）を達成する加盟国の能
力にどのように影響を及ぼすかについて検討した。こうし
た効果には、SDGsの達成に必要な投資資金を調達する
加盟国の能力のみならず、投資を促進して成長を支え、国
際法人課税を調整し、女性のエンパワーメントを進め、環
境の持続可能性を支援し、天然資源の採掘に関する適
切な財政制度を策定し、そして、とりわけ政府機関の構築
と全体的なガバナンスを向上させる能力に対する貢献が
含まれる。会議の声明では、このプラットフォームのパート
ナーらが、特に分析、基準設定や技術支援を通じて、個々
の機関が行っているプログラムをひとつにまとめ、団結し
てプロジェクトを進めることで合意した。

n	 課税基盤ツールキット
2017年6月にプラットフォームは、途上国に対して課税ベ
ースの保護を強化するための実践的な助言を提供した。
比較対象企業データが欠如している場合の対策となる 

「移転価格分析用ツールキット（Tool kit for Addressing  
Difficulties in Accessing Comparable Data for 
Transfer Pricing Analyses）」は、独立した会社間で取
引される予想価格の評価を支援することで、データが欠
如する場合でも移転価格ルールの導入を可能にする。こ
のツールキットはまた、企業が予測しやすいルールと慣行
を加盟国が設定する上で役立つ。
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低所得国と発展途上国

債務の持続可能性
2017年9月に理事会は「低所得国のためのIMF・世界銀

行共同の債務持続可能性の枠組み（DSF）」の見直しを行っ
た。2005年以降、国際社会はこの枠組みに基づいて低所得
国の債務持続可能性に対するリスクを評価してきた。この見
直しでは、枠組みを適応させ、更新し、より包括的にものにす
るための改革が提案された。見直し後の新たな変更に含まれ
るのは、政府の債務負担能力を評価する手法の変数増によ
る改訂、過剰債務の予測手法の改善、加盟国の状況により
合致したストレステストである。

理事たちは包括的な見直しと提案された改革を歓迎した。
特に、融資と資金調達の両面で適切な判断を下すため、潜在
的な過剰債務に対してより正確に危険を察知することを重視
した点を評価した。理事たちは、枠組みによるアウトプットの
質はインプットの質に大きく依存すると指摘し、債務持続可能
性評価によって公的債務を全て完全に把握できるようにする
努力を求めた。

新興市場国

新興市場国の経済情勢と見通し 
2017年9月と2018年4月に開催された非公式協議で、ス

タッフは理事会に対して新興市場国の経済情勢と見通しに
ついて説明した。スタッフは、経済情勢と見通しの両面におい
て、新興市場国を取り巻くグローバルな経済環境は有利に
働いているとしつつ、多くの新興市場国では金融市場の急激
あるいは過度な引き締めで生じるリスクと同様に、バランスシ
ートの脆弱性も高まっていると指摘した。こうした脆弱性は、
グローバルな環境が良好な状態であるうちに対処すべきであ
る。2017年9月のブリーフィングでは、中期的成長を促進し、
耐性を強化して、脆弱性を低減させるための構造改革を進め
る必要性が強調された。また、2018年4月のブリーフィングで
は、全体的な所得水準の向上を促すために、人口動態の圧力
による影響の緩和とインフレ動向が一層重視された。

欧州新興市場国における銀行融資の改善 
中欧、東欧、南東欧地域（CESEE）における銀行融資は、世

界金融危機に伴うレバレッジ解消過程が終了し、現在は改
善が見られる。不良債権による悪影響は一部諸国に根強く
残るものの、一時は融資見通しに暗い影を落とした不良債権
が漸進的に削減されたことで、良好な状況になっている。これ
が、2017年のウィーン・イニシアティブの報告書の結論であ
る。このイニシアティブは、CESEEの銀行セクターの信用供与
を継続させるため、世界金融危機のさなかにIMFの支援を受
けて立ち上げられた。

国際決済銀行（BIS）に対する報告義務があるCESEEの銀
行は、2017年前半に対外ポジションの改善が見られた。銀行
による外貨調達は、一部の国で減少したものの、全体的には
増加した。独立国家共同体（CIS）外では融資が加速し、消費
者向け融資はほぼ全ての国で順調に回復した。経済見通しの
改善は、信用需要を高め、与信基準の緩和につながった。しか
し、一部の大手銀行グループの資産の質は、現地の規制や資
本基盤の変化とともに銀行子会社の与信態度の厳格化を招
き、選択的な融資戦略につながったと報告された。

ウィーン・イニシアティブは、不良債権、規制改革の影響、資
本市場の発展など金融部門が抱える問題の一部に取り組ん
でいる。2018年3月には、CESEEを対象としたイノベーション
を促進し生産性を向上させるモデルに照準を合わせた。その
目的は、経済成長に新たな刺激を与え、所得水準の高い欧州
連合（EU）諸国との収斂を進めていくことにある。  
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きとするスタッフの提案を支持した。また、理事らは世界銀行
や他のパートナー開発機関との協働を、一段と緊密で実効
性あるものとし、社会セーフガードの課題について各国当局と
市民団体を含む外部利害関係者と継続的に取り組んで行く
よう求めた。

ザンビアで主催した資本フロー会議
2017年5月、IMFはザンビアで「資本フローの管理　途上

国の課題」と題した会議を主催した。この会議には、ザンビア
のフェリックス・ムタティ財務大臣、IMFのデビッド・リプトン筆
頭副専務理事、ノーベル経済学賞を受賞したニューヨーク市
立大学のポール・クルーグマン特別教授らが参加した。

参加者は、途上国への資本フローは、投資のための重要な
資金源であり、外貨準備の維持に寄与するとして、概ね有益
であるとの意見で一致した。また、質の高い資本フローを再び
活発化させるための健全な政策とマクロ経済の安定の重要
性を強調した。重要な意見として、資本フローの構成が金融
の安定性と成長にとって重大であるという見解、そして、資本
流入局面における管理を効果的に行うことが、資本流出へと
逆転した際に生じる課題への最善の予防策だという見解が
挙げられた。

その他のトピック

インフラ支援
IMFは、加盟国の投資プログラムと資金調達戦略がマクロ

経済面や財政面で及ぼす影響の評価と、公共投資管理の制
度面での能力強化を支援するため、2015年にインフラ政策
支援イニシアティブ（IPSI）を立ち上げた。このイニシアティブ
は、IMFによる公共投資の監督と技術支援を統合し、加盟国
がインフラ構築で最大限に資源を活用できるよう複数の分
析ツールを組み合わせている。インフラ問題が特に深刻であ
り、IMFと当局による取り組みにおいて重要分野のひとつにな
っている9か国がIPSIのパイロット実施国に選ばれた。カンボ
ジア、コロンビア、ホンジュラス、キルギス共和国、セルビア、ソロ
モン諸島、タイ、東ティモール、バヌアツの9か国である。

低所得国の社会セーフガード
2017年6月、IMFは理事会での意見交換後、「社会セーフ

ガードと、削減貧困・成長トラスト（PRGT）および政策支援イ
ンストルメント（PSI）に基づく支援プログラムの設計」と題す
るペーパーを発表した。このペーパーは、低所得国がPRGT
とPSIの支援プログラムを実施することで、貧しい人々や弱者
をいかに保護できるかについて検討している。このペーパー
はまた、社会支出など優先すべき支出の目標が、低所得国で
PRGTの支援を受けたプログラムとPSIのほぼ全てに含まれ、
その目標の3分の2以上が達成されていることを確認した。さ
らに、医療支出と教育支出は通常確保されていた。ペーパー
は、低所得国の社会セーフティネットの強化に向けた努力を
推奨している。

理事たちは、支援プログラムの大半で社会保障支出が守ら
れていると確認されたことを歓迎し、PRGTやPSIが支援する
プログラムにおいて社会セーフガード諸策の設計を改善すべ
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欧州連合における世代間格差と貧困 
2018年1月に公表されたペーパーは、欧州連合（EU）にお

ける不平等と貧困の水準は安定しているものの、世界金融危
機以降は世代間格差が台頭してきていることを明らかにした。
具体的には、就労年齢層、特に若年層が後れをとっていること
が確認された。世界金融危機は、すでに高水準にあった若年
層の失業率を一層悪化させ、安定性の低い雇用が創出され
るという傾向に拍車を掛けた。社会保障プログラムは、世界金
融危機の影響から高齢者の実質所得を守ることができたが、
若年層の所得の不安定性に対処するためには不十分だった。

若年層の労働市場への参加を促進することが重要である。
そのためには、低賃金労働に対象を絞った「税の楔」の削減や
税額控除など、若年層の雇用を促進するインセンティブを事
業主に対して増やすとともに、とりわけ教育や職業訓練への支
出を確保することで、若年層のスキルの向上と適応を図ってい
くことが求められている。また、安定性の低い仕事に就く労働
者が社会保障制度に加入しやすくすることも重要だ。

新たな問題への取り組み
ジェンダー、格差、エネルギー、気候

2017年11月、スタッフは理事会に対し、ジェンダーや格差、
エネルギー、気候問題に関する最近の研究を、IMFのサーベ
イランスや分析業務、一部の国でのパイロットプログラム、能
力開発に取り入れていく努力について説明した。スタッフは、
こうした分野でのIMFの取り組みが厳選されており、マクロ経
済的に重要な分野に限って行われていくことを強調した。 

データ

データ・統計の戦略
2018年3月に理事会は「デジタル時代におけるIMFのデー

タ・統計の総合戦略」について協議した。これは、IMFと加盟
国がデジタル世界で進化するデータニーズに十分応えられる
よう、データ・統計のエコシステムへの移行を概説したものだ。
この戦略の重要な要素を次に挙げる。

インフラの質の向上のためにすでに使用されている多くのツ
ールに加え、一部の国 で々はインフラ支出の拡大を目的とした
ツールが、IPSIプログラムに統合されているが、次にその例を
あげる。

•	 公共投資運営評価（PIMA）
PIMAは公共投資管理手法の効果を評価する。また、十
分に計画され、コスト効果の高い公共投資プロジェクトを
スケジュール通りかつ予算内で実施するための改革につ
いて優先順位付けを支援する。

•	 官民パートナーシップ財政リスク評価モデル（P-FRAM）
P-FRAMは官民パートナーシップから派生しうる財政コス
トや財政リスクを評価する分析ツールである。

•	 債務・投資・成長（DIG）モデル
動的なモデルであるDIGを用いることで、政策立案者は各
種資金調達戦略から生じるマクロ経済的な影響を評価で
きる。

脆弱国の財政能力の構築
2017年6月、IMFは理事会での協議を経て、脆弱国におけ

る最近のIMFの能力開発（技術支援と研修）を分析したペー
パーを公表し、財政の安定性、財政管理、歳入確保を達成す
ることに財政面で行う技術支援の的を絞る重要性を強調し
た。このペーパーは、紛争や災害の直後など、国が脆弱な状態
に陥ったときにはまず、最も容易に徴収可能な税金、税政・関
税行政の基本的な組織体制の確立、そして主要な行政手続
きの強化に焦点を当てるべきだと確認した。歳出面では、年度
予算の準備、予算執行の管理、現金管理、基本的な財政報告
に重点を置くべきである。脆弱国がより安定化すれば、技術支
援は中期歳入・歳出戦略を通じて、財政制度の近代化へと徐
々に移行することができる。また、提携するドナーとの効果的
な協働を促進することも重要だ。

理事たちは、脆弱国に対する技術支援が非脆弱国に対する
支援とどのように異なるのかについての包括的かつバランスの
とれた分析を歓迎するとともに、脆弱国という重要なグループ
に一層貢献するため、この分野での今後の業務で役立つと思
われる教訓を評価した。また、財政能力構築の戦略が概ね適
切であったことで合意した。理事たちは、過去10年間にIMFが
脆弱国向けに行った財政面の技術支援が、外部資金の増加
に支えられて拡大したことを歓迎した。
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術製品・サービスを提供する企業など、デジタル化の中心に
位置する生産者が存在する。境界線の外はデジタル経済であ
り、農業から倉庫業まであらゆる業界でのデジタル化の影響
を反映している。

このペーパーでは、GDPや豊かさ、グローバル化や生産性
にデジタル化が与える影響の点で、相互に関係し合う重要な
側面が論じられている。また、デジタル産業関連の活動を測定
する上での課題を分析している。例えば、ユーザーデータを収
集するプラットフォーム上のものなど無料のデジタルサービス
をGDPの算出に含めるという提案には正当性がないとしてい
る。興味深いことに、この点を踏まえると、経済に占めるデジタ
ル産業の割合は大半の国々で今も10%未満であるとペーパ
ーは指摘している。同様に、アメリカの労働生産性伸び率の
試算においてデジタル産業の測定が不十分であった影響度
は、2005年以降の景気後退の幅よりも小さい0.3%ポイント
以下であるとしている。また、政府が定期的な活動の一環とし
て収集したデータや民間部門によって生成された「ビッグデー
タ」への国家統計機関のアクセスを改善することは、測定上の
課題の克服に役立つことが同ペーパーで確認されている。

n	 統合
現在別々に管理されている様々な取り組みを連携させ、デ
ータ管理機能を統合する。

n　革新
ビッグデータを活用してより頻繁にモニタリングを行い、新
しい技術を導入してデータ間のギャップを埋めるとともに
サーベイランスのニーズを満たす。

n	 知能
人工知能を活用してデータと統計を分析する。

このペーパーは、IMFがドナーの協力を得る場合も含め、
全加盟国の統計能力の構築に引き続き取り組んでいく点を
強調している。IMFは、GDPという尺度では測れない豊かさの
新たな基準をはじめ、デジタル経済とデジタルデータがマクロ
経済統計に及ぼす意味を理解するため、政策決定者と協力
する。

理事たちは、IMFと加盟国がデジタル化がもたらす課題と
チャンスにより良い形で対応できるようになるデータ・統計の
総合戦略を歓迎した。また、さらに量と多様性を増すデータを
分析するため、スタッフの技能範囲を拡大する必要があると
指摘した。理事たちは、戦略的な優先事項を評価し、グローバ
ルなデータ共有構想を支持した。この構想では、IMFや市場
参加者が経済情勢と政策をモニタリングするにあたって必要
となる重要データを公表する国別ウェブサイトをクラウドベー
スで統合するネットワークが企図されている。さらに、理事た
ちはリスクの早期発見と公式統計の編集を補完するためのビ
ッグデータ活用が検討に値すると見なした。そして、IMFが統
計能力の構築に向けて加盟国との協力を継続すべきであるこ
とで合意した。

デジタル経済の測定
デジタル化に伴い、人々の働き方、消費のあり方、他者との

関わり方は変化してきた。しかし、GDPや生産性の伸びが鈍
化していることから、デジタル化とデジタルな製品や活動がも
たらした成長を、マクロ経済統計が十分に把握できていない
のではないかという疑問が生じた。

IMFの最近のスタッフペーパーは、「デジタル産業」の周囲
にはっきりした境界線を設け、「デジタル経済」と区別すること
を提案している。デジタル産業の境界線内には、オンラインプ
ラットフォーム、プラットフォーム対応サービス、情報通信技
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ビッグデータ  課題と意味合い
2017年8月、スタッフは理事会に対し、マクロ経済や財政の

統計と分析に役立てるための枠組みとして、ビッグデータ活用
の将来性の分析について説明した。主な意見として、（1）ビッ
グデータは静的な概念ではなく、広範囲にわたる上、急速に進
化を遂げており、長期的な展望を必要とすること、（2）測定可
能かつ大きな成果をもたらすために戦略的な計画を組織的に
進める必要があること、そして、（3）IMFのサーベイランスを効
果的に支援するためのビッグデータ活用法は、その評価のた
めに研究がさらに必要であることが挙げられた。

マクロプルーデンス政策調査
新たなIMFマクロプルーデンス政策調査データベースには、

「システミックリスクを抑制するために、主にはプルーデンス
規制手段を用いる政策」というマクロプルーデンス政策の定
義に沿って、加盟国がシステミックリスク阻止を目的として講
じる措置に関する情報が盛り込まれている。さらにデータベー
スには、加盟国におけるマクロプルーデンス政策の枠組みの
制度面に関する情報も含まれている。

初回のデータベースには、今後は年次で予定されている調
査の第一回目に対する加盟国の回答が含まれるほか、2018

年前半時点で実施されているマクロプルーデンス措置と、多
くの場合には2011年以降にこうした措置に講じられた変更
点が盛り込まれている。くわえて、調査設計の詳細と初回調査
の結果に関する報告書が発表された。

このデータベースは、加盟国のマクロプルーデンス措置が
国内外にもたらす影響を政策立案者や研究者が分析するた
めに利用でき、マクロプルーデンス措置がシステミックリスク
を低減する上でのコストと効果について理解を深めるために
役立つ。また、国別サーベイランスや多国間経済分析の新し
い情報源としても貴重である。

このデータベースは、IMF加盟国から提供された情報のみ
で作成されている。そのため、特定の政策ツールを含んでいる
かどうかは、加盟国が講じる特定の措置がマクロプルーデン
ス的な性質を持った措置であるというIMFの職員や理事会に
よる判断や決定を表すものではない。データベースは同様に、
加盟国が報告した制度上の措置について一切の評価を行っ
ていない。こうした分類と評価は、IMFのスタッフレポートと金
融セクター評価プログラムの報告書にまとめられている。

決定のためのデータ基金
決定のためのデータ基金（D4D）は、政策担当者に質の高

いデータをより多く提供し、実際の数値に基づいたマクロ経
済政策を支えるとともに、持続可能な開発目標（SDGs）の達
成に向けた進捗状況を適切に監視するためにIMFが始めた
新しい基金だ。D4Dは、国家の統計システムを強化すること
で、厳しさを増す国内外の政策環境に向き合い、透明性と説
明責任を向上させ、能力開発に効率的な解決策を提供する
ことを目指している。この基金は、5年間で約3,300万ドルを拠
出する予定だ。主な対象国は世界中の低所得国と低中所得
国で、脆弱国を含む。

D4D基金は4つのモジュールで構成されている。
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G20データギャップ・イニシアティブ
2017年9月、金融安定理事会（FSB）とIMFは、G20デー

タギャップ・イニシアティブの第2フェーズ（DGI-2）の実施
に関する第2次進捗報告書を公表した。第2次進捗報告書
は、2016年9月以降の実績を掲載しており、新たな監視の枠
組みと「交通信号」式のダッシュボードによって達成状況を明
確に表している。2018年のDGIの業務計画には、不動産価
格、経済部門別の勘定、証券統計を扱う3つのテーマ別ワー
クショップと年次国際会議の開催が含まれている。全体的な
イニシアティブの進展については、2018年9月にIMFとFSBが
まとめるDGI-2の第3次進捗報告書で、G20財務大臣と中央
銀行総裁に報告される予定だ。

金融包摂におけるギャップ
金融サービスを利用できるかどうかは金融包摂の重要な

柱となっているが、IMFは金融サービスへのアクセスを指標
化する調査を毎年行っている。この調査では、銀行支店と
ATMの設置数の増加がアジアに集中していることや、サブサ
ハラアフリカにおいて成人がアクセス可能な銀行支店とATM
の数は、平均すると世界の他地域と比べて5分の1であること
が示された。

最新の金融アクセス調査のデータによると、モバイル端末に
よる金融サービスなどイノベーションはますます市場を拡大
しており、テクノロジーの恩恵が広がっている。たとえば、アフ
ガニスタンでは、モバイル端末を利用する金融代理店の数は
ATM台数の6倍を超えている。このイノベーションがもたらし
た進歩の一例としては、公務員が携帯電話を利用して給与を
受け取ることが可能になった点が挙げられる。

（1） データニーズとデータ品質への取り組み
加盟国によるデータ作成と公表を支援することを目的と
する

（2） 金融アクセス調査
政策立案者に金融包摂推進の指針となる統計を提供す
る

（3） オンライン研修コース
政府職員による知識修得を促進するとともに、データに
対する理解を深めて市民社会のエンパワーメントを進め
ることを目指す

（4） 統計的情報管理
データの管理業務とインフラの合理化、標準化、自動化
に役立てる

SDDSプラス 
IMFが行っているデータ公表イニシアティブの中で最高ク

ラスである「特別データ公表基準（SDDS）プラス」は、国際資
本市場で大きな役割を担い、国内金融機関が世界的な結び
付きを持つ国や地域を主な対象としている。2018年度にはセ
ネガルがSDDSに加わった。 

強化された一般データ公表システム 
IMF理事会が2015年5月に承認した「強化された一般デ

ータ公表システム（e-GDDS）」のもと、各国当局はIMFスタッ
フと行う政策対話の基礎となるデータの公表を約束してい
る。データ公表は、事前にデータギャップ・イニシアティブで合
意された公表スケジュールに合わせて行う必要があり、デー
タは人の手を介さずに機械での送受信が可能であるなど、容
易にアクセスできるものでなければならない。

この取り組みは国際的な協力を促しており、たとえばアフリ
カ開発銀行と米州開発銀行が、情報テクノロジーのインフラ 

（オープンデータプラットフォーム）の整備で物理面から支援
を行っている。この支援により、アフリカと西半球の一部諸国
で国別データ概要ページが維持されている。

今年は多くの加盟国でe-GDDSの導入が進んだが、その例
としてはアルバ、ベナン、ブータン、カンボジア、カメルーン、ホン
ジュラス、ジャマイカ、コソボ、マラウイ、ミクロネシア連邦、モン
ゴル、モンテネグロ、ナミビア、ネパール、パラグアイ、ルワンダ、
サモア、セネガル、シエラレオネ、スリナム、スワジランド、タンザ
ニア、ウガンダ、ザンビアが挙げられる。
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在的なリスクを理解できるようになるのだ。また、財政の透明
性が高いと、議会や市場、市民が政府に説明責任を求める上
で必要な情報を得られる。さらに、財政動向の国際的な監視
を促すとともに、一国の財政問題が他国に波及するリスクの
低減にも役立つ。

IMFの「財政透明性規範」と「財政透明性評価」は、加盟国
の財政に対するモニタリング、政策立案、説明責任を強化す
るためにIMFが進めている取り組みの中で重要な位置を占
める。この規範は、公共財政に関する情報公開の国際基準と
なっている。これは（1）財政報告、（2）財政見通しと予算編成、

（3）財政リスクの分析と管理、（4）天然資源関連の歳入の
管理という4本柱を中心とした一連の原則から成り立つ。透
明性の各原則について、同規範は各国政府による取り組みを

「基礎レベル」「良い」「優れている」に分類し、加盟国に規範
の完全遵守までの明確なステップを示すとともに、多くのIMF
加盟国に適用できるようにしている。

2018年度、IMFは、ブラジル、ジョージア（グルジア）、ト
ルコ、ウガンダを対象に行った財政透明性評価を公表し
た。2018年4月現在までに、様々な地域と所得グループの加
盟国を対象に実施された19件の財政透明性評価が公表さ
れた。

金融包摂は非常に動的なものであり、この調査は金融アク
セスのより詳細なデータを収集する重要性を示している。例
えば、新しいデータでは金融アクセスの男女格差縮小に進展
があったことが示された。例としてマレーシアを取り上げると、
融資を受ける人に占める女性の割合が2004年の37%から
2016年の44%に拡大した。

この調査の情報は、商業銀行など預金受入機関と、デジタ
ル金融サービス業者から収集した行政データに基づいてい
る。金融アクセス調査は、オランダ外務省とビル&メリンダ・ゲ
イツ財団からの惜しみない資金援助を受けて行われている。

財政透明性と財政リスク管理 
財政の透明性とは、公共財政の過去、現在、未来の状況に

ついて、政府機関が包括的かつ明確で信頼性と関連性が高
い情報を伝えることを意味する。財政の透明性は、効果的な
財政運営を行い、説明責任をしっかりと果たす上で不可欠で
あるが、財政の透明性が高いと、政府が経済政策に関する決
定を下す際に財政状況を正確に把握できるようになる。例え
ば、政策変更に伴うコストと利益や、財政見通しに対する潜
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財政透明性のハンドブック
2018年4月に「財政透明性ハンドブック」が公表された。こ

のハンドブックは、2014年に発表された「財政透明性規範」
に定められた原則と取り組みの実施について、詳細なガイダ
ンスを提供する。そして、財政報告、財政見通しと予算編成、
財政リスクの分析と管理という、規範の4本柱のうち最初の3
つを取り上げており、それぞれの主要な側面と原則について
論じている。さらに、各原則について、各国による取り組みが 

「基礎レベル」「良い」「優れている」に分類される水準をそれ
ぞれ満たすための要件を、世界中の国々から集めた事例を多
く示しながら説明している。

このハンドブックは様々な利害関係者を念頭に置いて作
成されている。例えば、財政透明性の促進に関心のある政府
のほか、立法機関、最高監査機関、議会予算局、国家統計機
関、独立財政機関など国家の監督機能や説明責任を担う組
織である。さらには、国際機関、投資家、国際的な格付機関、
公共財政や財政透明性を研究する学界や研究者に加えて、
財政透明性の促進に関心を寄せる公的部門や民間セクター
のステークホルダーもハンドブックの対象者として考慮されて
いる。

このハンドブックは、「財政透明性規範」と「財政透明性評
価」を補足するものとして、加盟国が公共財政管理の面で国
内経済機関を強化し、財政ガバナンスを改善する上で役立
つだろう。ハンドブックの次版は2019年に公表される予定だ
が、財政透明性規範で掲げられた4本目の柱についても触れ
ることになっている。

近年ジョージアは、財政リスクの開示と管理強化で大きく
進展している。IMFはジョージア当局に対し、国有企業に関連
するリスクの監視枠組みを構築する支援を行った。また、官民
パートナーシップの管理と水力発電セクターにおける長期的
な電力販売契約に関連する財政リスクをより正確に評価する
ため、健全な法的枠組みを確立する支援を行った。当局はこ
うした情報を利用して、需要により合致するように水力発電規
模の増加ペースを調整し、電力販売契約の見直しを実施して
財政リスクを低減することができた。

また、ジョージアはマクロ経済や債務に関連した財政リスク
を以前から公表していたが、その分析内容を充実させたこと
で、財政リスク開示にも改善が見られた。こうした成果に加え、
年次財務諸表の作成やプログラムベースの予算導入など一
連の改革が功を奏し、予算透明性に関する調査「オープン・バ
ジェット・サーベイ（Open Budget Survey）」のランキングで、
ジョージアの順位は2010年の34位から2017年には5位へと
上昇した。2016年のIMF財政透明性評価では、ジョージアが
多くの分野で「良い」か「優れている」の水準を満たすと同時
に、継続的な改善が必要な分野も浮き彫りになった。

モルドバは2017年12月、財政リスク報告書（FRS）を初めて
公表した。財政リスク報告書は、モルドバが直面する主要な財
政リスクについて包括的な概要を示しており、財政政策の一
貫性と信頼性を評価するのに役立つ有益なツールとなってい
る。統合された報告は、それぞれのリスクカテゴリーについて
相対的な重要性の評価を可能にし、リスク低減措置の優先
順位を決める上での基礎を提供する。「マクロ経済ショック」
のリスクカテゴリーは、潜在的影響力が最も大きく、高い確率
を有するものとして識別され、こうしたリスクを低減する手段と
してマクロ経済予測を頻繁に更新することが推奨されている。
また、潜在的に、破綻した国有企業や破綻状態にあるシステミ
ックに重要な金融機関を救済することも高いリスクにつなが
る。これらの影響度は、今後の財政リスク報告書で予測結果
が公表される予定だ。財政リスク報告書の草案は公的協議
の対象となり、国会議員と協議が行われた。 
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融資
IMFは開発銀行と異なり、特定のプロジェク

トに対する融資を行わない。IMFは、国際収支
上の困難を抱える加盟国に融資を提供し、自
国や他加盟国の経済に打撃となるような措置
に頼ることなく、経済政策を修正して成長を回
復するための時間的猶予を与える。IMFの融資
は、国際収支上の問題への対処や、経済の安
定化と持続可能な経済成長の回復に取り組む
加盟国を支援するものである。危機の克服が
IMFの融資の中心的な役割である。

おおまかには、IMF融資にはふたつのタイプ
がある。非譲許的な金利の融資と、より貧しい
国に譲許的な条件で供与する融資である。な
お、後者の金利は低く抑えられているか、場合
によってはゼロとなる。現在は、譲許的な融資に
適用される金利を全てゼロにすることを理事会
が承認している。

世界金融危機は、大きなショックの可能性に
対処する必要のある国を支援するために効果
的なグローバル金融セーフティネットを持つ必
要性を浮き彫りにした。このことから、最近の融
資制度改革の主な目的は、危機を解決する機
関としてIMFが果たしている伝統的な役割を、
新たな危機予防ツールで強化することにあっ
た。
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コートジボワール向けのEFFの拡充（1億840万SDR）であっ
た。表2.1は今年度に承認された取極の詳細を、図2.1は過
去10年度間に承認された取極の概要を示している。

2018年度のGRAからの融資取極下での「買入れ」と呼ば
れる融資実行額は合計で42億SDR（60億ドル）だった。買入
れの86%はエジプトとイラク、スリランカ、チュニジアによるも
のだった。

本年度の「買戻し」と呼ばれている返済額は合計で146億
SDR（210億ドル）に達した。これには、ポルトガルによる76億
SDR（109億ドル）、アイルランドによる38億SDR（54億ドル）
の期限前返済が含まれる。買戻しの規模が買入れに比べて
若干大きかったことから、GRAに基づく融資残高は前年度の
483億SDR（662億ドル）から379億SDR（545億ドル）に減少
した。図2.2は、過去10年度間の非譲許的融資残高について
概要を示している。

非譲許的融資活動

一般資金勘定
一般資金勘定（GRA）はIMFの主たる勘定で、加盟国が

出資割当額（クォータ）として払い込む通貨と準備資産のプ
ールである。IMFの非譲許的融資は、GRAが原資となってい
る。2018年度、理事会は非譲許的融資制度の下で新たに3
件の取極と1件の既存取極の拡充を承認した。その総額は
633億SDR（米ドル換算で910億ドル。2018年4月30日現在
の1米ドル=0.69538SDRで換算）となっている。

こうして設定された各融資枠の合計額のうち99%をフレ
キシブル・クレジットライン（FCL）に基づいたメキシコ向けの
予防的取極（624億SDR）が占めた。メキシコに対するFCL取
極は、キャンセルされた同規模の取極を引き継いだものであ
る。残りの1%は、モンゴルとガボン向けの拡大信用供与措置

（EFF）（それぞれ3億1,450万SDR、4億6,440万SDR）と、

表2.1 
一般資金勘定下で2018年度に承認された取極 

（単位は100万SDR）

加盟国 取極 発効日    承認額
新 規 取 極

モンゴル 36か月拡大信用供与措置（拡大取極） 2017年5月24日 314.5
ガボン 36か月拡大信用供与措置（拡大取極） 2017年6月19日 464.4
メキシコ 24か月フレキシブル・クレジットライン取極 2017年11月29日 62,388.9
小計   63,167.8
拡 充 さ れ た 取 極

コートジボワール 36か月拡大信用供与措置（拡大取極） 2017年6月19日 108.4 

小計   108.4

合計 63,276.2

出所：IMF財務局
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GRA借り入れ
IMFは加盟国のクォータをもとに運営されている機関であ

り、第14次クォータ一般見直しの効力が生じたことにより、ク
ォータ資源は倍増した。しかし、借入による調達資金も引き続
きクォータ資源を補完する上で重要な役割を果たしている。
新規借入取極（NAB）は、参加40か国と結ばれた一連の与
信取極で合計額は約1,820億SDRに上る。NABは、クォータ
に次ぐ第二の資金調達源としての機能を果たしている。IMF
理事会は、2016年1月26日付けで第14次クォータ一般見直
しが発効したことを受け、2015年10月1日〜2016年3月31日
と定められていたNABの対象期間を前倒しで2016年2月25
日に終了させた。

現行のNABの各取極は2016年11月に更新され、2017年
11月17日から2022年11月16日までの5年間有効となった。

IMFはまた、個別の加盟国と二者間の借入取極を結んで
いるが、これはクォータとNABに次ぐ第三の資金調達源の役
割を担う。2016年の借入枠組みのもと、二者間の借入取極
によって、IMFは加盟国からの二者間借入を一時的な措置と
して引き続き利用できることとなり、融資能力の急激な低下を
回避することが可能となっている。2016年の枠組みのもとで
の借入は、全案件の期限が最長で2020年12月31日に設定
された。このうち、第一段階の期限を2019年12月31日までと
するが、債権者の合意を得ることにより1年間延長できると定
められている。2018年4月30日現在、加盟国40か国が二者
間借入取極を通じて合計3,160億SDR（4,550億米ドル）の
融資を行うことを約束している。

一般借入取極（GAB）とは、NAB参加国がNABに基づ
いたIMFの借入を実際に承認しない場合に備えたIMFの
クォータ財源の補完制度であり、使用がより限定されてい
る。GABに基づいて約束された貸出額は、NABに基づく調達
可能額から控除されるため、GABによってIMFの調達可能額
が増加することにはならない。

スタンドバイ取極

図2.1
2009～2018年度に承認された
一般資金勘定下の取極（年度末は4月30日）

（単位は10億SDR）

拡大信用供与措置

フレキシブル・クレジットライン

予防的流動性枠

出所：IMF財務局
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GABについては、現行の有効期限が終了する2018年12
月25日に更新される予定はない。これは、現行の有効期限の
終了をもってGABを廃止すべきとする、GAB全参加国による
合意に基づいている。

譲許的融資活動

2018年度、IMFは低所得途上国に対し、貧困削減成長トラ
スト（PRGT）が支援するプログラムに基づき合計17億300万
SDR（23億8,000万ドル）の融資を約束した。譲許的融資の
融資残高は2018年4月末時点で53加盟国に対し合計63億
6,000万SDRとなっている。表2.4は、IMFの譲許的融資制度
のもとでの新規取極と、既存取極の融資枠の引き上げについ
て、詳細を示している。図2.3は、過去10年間の譲許的融資の
融資残高の推移を示している。
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

図2.2 
2009～2018年度における非譲許的融資残高の推移

   （単位は10億SDR） 
 

出所：IMF財務局
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図2.3
2009～2018年度における譲許的融資残高の推移

   （単位は10億SDR）
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表2.2  
IMF一般資金勘定からの融資の条件 
 

この表は主な非譲許的融資制度を示している。スタンドバイ取極は、長期にわたりIMFの中核的な融資制度として機能している。2007年～2009年
の世界金融危機を受けIMFは融資制度を強化した。その主な目的は危機防止制度の強化で、フレキシブル・クレジットライン（FCL）と予防的流動性枠

（PLL）を設置した。くわえて、それまでのIMFの緊急支援政策に取って代わる、多様な環境で利用することができる、ラピッド・ファイナンシング・イン

融資制度（導入年）1 目的 条件 分割供与とモニタリング 利用限度1 手数料2 返済スケジュール（年数） 分割払い間隔

スタンドバイ取極（SBA）
（1952年）

短期的性格の国際収支上の問題
を抱える国への短期・中期的支援

加盟国の国際収支上の問題がしか
るべき期間内に解決されると信頼で
きる政策の採用

通常は、パフォーマンス基準など諸条
件の遵守を前提に、四半期または半年
ごとの買入れ（引出し）

年間：クォータの145%
累積：クォータの435%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

拡大信用供与措置（EFF）
（1974年）
（拡大取極）

長期的性格の国際収支上の問題
に対処する加盟国の構造改革を
支援する、より長期的な支援

構造面での課題を含んだ最長4年
間のプログラムを採択し、今後1年
間の政策の詳細を提示

パフォーマンス基準など諸条件の遵守
を前提に、四半期または半年ごとの買
入れ（引出し）

年間：クォータの145%
累積：クォータの435%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が51か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

4½–10 半年

フレキシブル・クレジットライン
（FCL）
（2009年）

潜在的か顕在化しているかを問わ
ず、すべての国際収支上の必要に
対応する柔軟性の高いクレジット・
トランシュの制度

事前のマクロ経済ファンダメンタルズ
や経済政策枠組みが極めて強固で、
優れた政策実績を有する

取極期間を通し迅速なアクセス承
認。2年間のFCLは、1年後に中間レビ
ューを受ける

事前制限なし 基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

予防的流動性枠（PLL）
（2011年）

経済ファンダメンタルズと政策が健
全な国のための制度

強固な政策枠組み、対外ポジショ
ン、市場アクセスを持ち、金融部門も
健全であること

早い段階での大規模アクセス。1～2年
のPLLについては、半年ごとにレビュー
を行う

6か月間はクォータの125%。1～2年
間の取極は、承認と同時にクォータの
250%が利用可能。十分な改善が12
か月続いた後は、クォータの計500%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

ラピッド・ファイナンシング・イン
ストルメント（RFI）

（2011年）

緊急を要する国際収支上のニーズ
に直面した加盟国に迅速な金融
支援を行う。全加盟国が対象。

国際収支上の問題の解決努力（事
前の措置を含む場合あり）

完全なプログラムやレビューを必要と
しない即時買入れ

年間：クォータの37.5%（大規模な自
然災害の場合は60%）

累積：クォータの75%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

 

3¼–5 四半期

出所：IMF財務局
1  一般資金勘定（GRA）からのIMFの融資は、主に加盟国が払い込む資本で賄われる。各加盟国には拠出すべき額である「クォータ」が割り当てられる。各加盟国はクォータの一部を

特別引出権（SDR）あるいはIMFが認める外国通貨で、残りを自国通貨で払い込む。IMF融資は、借入国が自国通貨で外国通貨をIMFから買うことによって供与、つまり引き出され
る。融資の返済は、外国通貨で自国通貨をIMFから買い戻す形となる。

この表は主な非譲許的融資制度を示している。スタンドバイ取極は、長期にわたりIMFの中核的な融資制度として機能している。2007年～2009年の世界金融危機を
受けIMFは融資制度を強化した。その主な目的は危機防止制度の強化で、フレキシブル・クレジットライン（FCL）と予防的流動性枠（PLL）を設置した。くわえて、それま
でのIMFの緊急支援政策に取って代わる、多様な環境で利用することができる、ラピッド・ファイナンシング・インストルメント（RFI）も設置された。
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表2.2  
IMF一般資金勘定からの融資の条件 
 

この表は主な非譲許的融資制度を示している。スタンドバイ取極は、長期にわたりIMFの中核的な融資制度として機能している。2007年～2009年
の世界金融危機を受けIMFは融資制度を強化した。その主な目的は危機防止制度の強化で、フレキシブル・クレジットライン（FCL）と予防的流動性枠

（PLL）を設置した。くわえて、それまでのIMFの緊急支援政策に取って代わる、多様な環境で利用することができる、ラピッド・ファイナンシング・イン

融資制度（導入年）1 目的 条件 分割供与とモニタリング 利用限度1 手数料2 返済スケジュール（年数） 分割払い間隔

スタンドバイ取極（SBA）
（1952年）

短期的性格の国際収支上の問題
を抱える国への短期・中期的支援

加盟国の国際収支上の問題がしか
るべき期間内に解決されると信頼で
きる政策の採用

通常は、パフォーマンス基準など諸条
件の遵守を前提に、四半期または半年
ごとの買入れ（引出し）

年間：クォータの145%
累積：クォータの435%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

拡大信用供与措置（EFF）
（1974年）
（拡大取極）

長期的性格の国際収支上の問題
に対処する加盟国の構造改革を
支援する、より長期的な支援

構造面での課題を含んだ最長4年
間のプログラムを採択し、今後1年
間の政策の詳細を提示

パフォーマンス基準など諸条件の遵守
を前提に、四半期または半年ごとの買
入れ（引出し）

年間：クォータの145%
累積：クォータの435%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が51か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

4½–10 半年

フレキシブル・クレジットライン
（FCL）
（2009年）

潜在的か顕在化しているかを問わ
ず、すべての国際収支上の必要に
対応する柔軟性の高いクレジット・
トランシュの制度

事前のマクロ経済ファンダメンタルズ
や経済政策枠組みが極めて強固で、
優れた政策実績を有する

取極期間を通し迅速なアクセス承
認。2年間のFCLは、1年後に中間レビ
ューを受ける

事前制限なし 基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

予防的流動性枠（PLL）
（2011年）

経済ファンダメンタルズと政策が健
全な国のための制度

強固な政策枠組み、対外ポジショ
ン、市場アクセスを持ち、金融部門も
健全であること

早い段階での大規模アクセス。1～2年
のPLLについては、半年ごとにレビュー
を行う

6か月間はクォータの125%。1～2年
間の取極は、承認と同時にクォータの
250%が利用可能。十分な改善が12
か月続いた後は、クォータの計500%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

3¼–5 四半期

ラピッド・ファイナンシング・イン
ストルメント（RFI）

（2011年）

緊急を要する国際収支上のニーズ
に直面した加盟国に迅速な金融
支援を行う。全加盟国が対象。

国際収支上の問題の解決努力（事
前の措置を含む場合あり）

完全なプログラムやレビューを必要と
しない即時買入れ

年間：クォータの37.5%（大規模な自
然災害の場合は60%）

累積：クォータの75%

基本金利＋上乗せ金利（クォータ比187.5%を超える
額については200ベーシスポイント、借入残高がクォ
ータ比187.5%を超える状態が36か月以上続いてい
る場合はさらに100ベーシスポイントを上乗せ）3

 

3¼–5 四半期

2  GRAから供与された資金にかかる基本金利は、毎週改定されるSDR金利にマージンを上乗せしたものである（現在100ベーシスポイント）。IMFの毎会計四半期の間に引き出され
た一般資金勘定の残高に日次ベースで付利される。さらに、リザーブ・トランシュ以外の一般資金勘定の引出しに対しては、1回限りの手数料0.5%が課される。また、前払いのコミッ
トメント・フィー（合意された融資枠に対し、クォータの115%未満については15ベーシスポイント、クォータの115%超575%未満の部分に対しては30ベーシスポイント、クォータ
の575%超の部分に対しては60ベーシスポイント）が、スタンドバイ取極、拡大信用供与措置、予防的流動性枠とフレキシブル・クレジットラインのもとでの、各期間（毎年）の引出し
可能額に適用される。この手数料は、取極のもとで実際に引出し額が行われた場合は、引き出し額に応じて払い戻される。

3  上乗せ金利（サーチャージ）は、2000年11月に導入された。新たな上乗せ金利の制度が2009年8月1日に施行となり、2016年2月17日に更新されたが、既存の取極はある程度限
定的にこの規則の対象外として扱われる。
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表2.3 
譲許的融資制度 
下図に記載された3つの譲許的融資制度が低所得途上国向けに設けられている。

拡大クレジット・ファシリティ（ECF） スタンドバイ・クレジット・ファシリテ
ィ（SCF）

ラピッド・クレジット・ファシリティ
（RCF）

方針 力強く持続的な貧困削減や成長と整合した持続的・安定的なマクロ経済の実現・維持に取り組む低所得国を支援する

目的 長期化している国際収支上の問題に対
処する

短期的な国際収支上のニーズを解決
する

国際収支上の喫緊のニーズに応えるた
めの融資で、融資枠は小さめに設定さ
れている

適格性 貧困削減・成長トラスト（PRGT）下で適格性を有する国

条件 国際収支上の問題が長期化した場合。取
極期間を通し実際の融資ニーズがあるこ
と（融資承認もしくは実行時においてはそ
の限りではない）

承認時に、国際収支上の短期的なニ
ーズが潜在的にあるか（予防的利用）、
顕在化していること。引出しの際はニー
ズが顕在化している必要がある

高次クレジット・トランシュ（UCT）タイ
プのプログラムが不要か不可能な場合
の国際収支上の緊急のニーズ1

貧困削減成長戦略 IMFが支援するプログラムは、加盟国が主体的に取り組む貧困削減・成長目標と整合的で、社会支出など優先的支出を保護
する政策の支援を目指すべきである

貧困削減戦略（PRS）文書の提出 PRS文書の提出は不要。融資ニーズが
続く場合は、SCF利用国は、付随する
PRS文書の提出を伴うECFを要請

PRS文書の提出は不要

コンディショナリティ UCTと同等。調整過程とタイミングで柔
軟に対応

UCTと同等。短期間で国際収支上の
ニーズの解決を図る

事後のコンディショナリティなし、繰り
返し利用する場合には実績を重視（シ
ョック枠と自然災害枠は除く）

融資枠の利用に関する方針 年間でクォータの75%まで。累積でクォータの225%まで（予定されている返済分は除く）。利用限度は、すべてのPRGT残
高を基本とする。例外的アクセスは年間でクォータの100%、累積でクォータの300%（予定されている返済分は除く）。

基準と二次的制限2

融資枠の利用基準：すべての制度下での
IMFの譲許的融資の残高の合計がクォ
ータの75%未満の場合は、3年間のECF
につきクォータの90%。譲許的融資の残
高がクォータの75%～150%の国は、3
年間取極でクォータの56.25%。

融資枠の利用基準：全制度の下での
IMFの譲許的融資の残高がクォータ
の75%未満の場合は、18か月のSCF
取極でクォータの90%。譲許的融資
の残高がクォータの75%～150%の
場合は、18か月の取極でクォータの
56.25%。

RCFアクセスには基準なし

二次的制限（UCTコンディショナリティ
がないことから）：RCFの借入残高がい
ずれの時点においてもクォータの75%
を超えることはできない（予定されてい
る返済分を除く）。RCF下での利用限度
は、12か月間クォータの18.75%、ショ
ック枠ではクォータの37.5%、「大規模
な自然災害枠」ではクォータの60%と
する。2015年7月1日以降にRFI下で行
われた買入れは、適用される年間・累積
の限度に加算される。
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拡大クレジット・ファシリティ
（ECF）

スタンドバイ・クレジット・ファシリテ
ィ（SCF） ラピッド・クレジット・ファシリティ（RCF）

融資条件3 金利：現行ゼロ
返済期間：5.5–10年

金利：現行ゼロ
返済期間：4–8年
融資枠利用保証費：予防的利用で、
利用可能だが引き出していない額に
つき0.15%

金利：ゼロ
返済期間：5.5–10年

GRA融資との混合
条件

一人当たりの所得と市場アクセスに基づく。債務の脆弱性とリンク。混合を前提とする加盟国には、PRGT資金とGRA資金との割合を1：2
とする。

予防的利用 不可 可：承認時は年間の利用限度は、クォ
ータの56.25%まで。承認時、年間の
平均アクセスはクォータの37.5%を
超えることはできない

不可

期間・連続利用 3－4年（5年まで延長可）。連続利
用可

12－24か月。利用は5年間で2.5年
まで4

早い段階での支払い。連続利用は可能だが、利用限度な
ど他の要件が付随することもある

並行利用 一般資金勘定（拡大信用供与措
置、スタンドバイ取極）

一般資金勘定（拡大信用供与措置、
スタンドバイ取極）と政策支援インス
トルメント

一般資金勘定（ラピッド・ファイナンシング・インストルメ
ント、政策支援インストルメント）、RFI下での借入はRCF
の限度額に加算される

出所：IMF財務局
注：GRAは一般資金勘定を意味する。
1  UCT級のコンディショナリティはプログラムに関連した一連の条件で、IMF資金を適切に保護しつつ、資金が確実にプログラムの目標を支えるようにするためのもの。
2  アクセス基準は、譲許的融資の借入残高がクォータの150%を超える場合は適用されない。この場合アクセスは、クォータの225%の利用限度（例外的アクセスの場合は同

300%）、IMF支援が今後必要になるか、そして返済スケジュールを考慮し決定。
3  IMFはすべての譲許的融資の金利を2年ごとに見直す。直近の見直しは2016年10月に行われ、理事会はECFとSCFのゼロ金利を2018年12月末まで延長し、世界的に低金

利環境が継続する間は（いつでも）引き続きゼロとするよう修正された金利設定メカニズムを承認した。2015年7月に、理事会はRCFの金利を恒常的にゼロと定めた。

4  予防的なSCFは、期限には加算されない。
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る際の基準の役割など、この金融セーフティネットの活用に関
する様 な々側面が明確になった。以上に加えて、

2016年10月、すべての譲許的融資の金利を2018年12月
31日までゼロにするとの決定が下された。金利設定メカニ
ズムも、世界的に低金利環境が継続する間は引き続きゼ
ロとするよう修正された。

2017年5月にIMF理事会は、PRGT適格国も含め、大規
模な自然災害により国際収支の圧力に突然さらされた
国への支援を強化するための選択肢を検討した。理事
たちは、RCFとラピッド・ファイナンシング・インストルメント

（RFI）のもと、大規模な自然災害を被った加盟国の年間
利用限度をクォータの37.5%から60%に引き上げる提案
を支持した。

最貧国・最脆弱国を対象としたIMFの譲許的融資の継続
を支えるため、資金調達の拡大策が2015年から始まった。新
たなPRGT融資財源として、当初目標の110億SDRを超える
114億SDRを調達した。新興市場国と先進国を含む新規14
か国を含め、潜在的な拠出国28か国に打診したところ、2018
年4月30日時点で15か国が新規貸出枠の供与を約束した。
これには、新たな貸し手であるブラジルとスウェーデンが含ま
れている。2018年1月には、新たなPRGT融資財源となる調
達額が目標を超えたことから、PRGTの累積借入限度を10億
SDR引き上げて385億SDRとした。

IMFの譲許的融資の枠組みは、ニーズの変化を考慮し定
期的に見直される。2015年、低所得国のための金融セーフテ
ィネットが強化された。これは、持続可能な開発目標（SDGs）
の達成に向け努力する加盟国を支援するための、国際社会に
よる一連の取り組みの一環として行われた。主な変更点は次
の通りである。

（1） PRGTのアクセス基準と利用限度額を50%引き上げる。

（2）IMFよりPRGTとGRA資金のブレンド（混合型）のかた 
ちで支援を受けている国に対する資金の譲許的融資・
非譲許的融資の割合を1：1から1：2にバランスを変更す
る。

（3）ラピッド・クレジット・ファシリティ（RCF）下での、紛争や
自然災害で脆弱な状態にある加盟国を支援するための
迅速な資金供与については、その金利を恒常的にゼロと
する。

2016年11月に行われた理事会の協議で、PRGT適格国
のGRAへのアクセス、混合型融資の方針、アクセスを決定す

表2.4 
貧困削減・成長トラストの下、2018年度に承認または 
拡充された取極  

（単位は100万SDR）

加盟国 発効日 承認額
新 規 3 か 年 拡 大 クレ ジ ット・ファシ リ テ ィ
ブルキナファソ 2018年3月14日 108.4
カメルーン 2017年6月26日 483.0
チャド 2017年6月30日 224.3
ギニア 2017年12月11日 120.5
マラウイ 2018年4月30日 78.1
モーリタニア 2017年12月6日 115.9
シエラレオネ 2017年6月5日 161.8
トーゴ 2017年5月5日 176.2
小計  1,468.1 
拡 大 クレ ジ ット・ファシ リ テ ィ の 取 極 の 拡 充 1

中央アフリカ共和国 2017年12月15日  39.0 
中央アフリカ共和国 2017年7月17日 11.1 
コートジボワール2 2017年6月19日 54.2 
マダガスカル 2017年6月28日 30.6 
マリ 2017年7月7日 88.6
小計 223.5 
ラ ピッド・クレ ジ ット・ファシ リ テ ィで の 供 与
ガンビア 2017年6月26日  11.7 
小計 11.7
合計  1,703.2 

出所：IMF財務局
1   拡充の場合は増額分のみを表示。	  
2   �ブレンド（混合）型取極のもと、一般資金勘定から1億800万SDRを追加供与。

n

n
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プログラム設計

地域金融取極とIMFとの連携
世界金融危機以降、国際金融のセーフティネットは強化さ

れ、多層的になっている。こうした動向を背景に、あらゆる危機
緩和の取り組みが必ずタイムリーで効果的なものとなるよう
に、様 な々階層間の連携強化が必要とされている。

2017年7月に理事会は、地域金融取極（RFA）とIMFとの
協調関係の促進につき、IMFが現在進めているタスクについ
て協議した。このタスクは、国際金融セーフティネットの強化に
向けた提案における、理事たちとの幅広い協議の一環である。

理事たちは提案された枠組みを歓迎し、IMFと地域金融取
極のより強力な連携が双方にとってプラスの影響を与えるとの
見解で一致した。こうした提案には、早期関与の促進、相互補
完性の追求、利用可能な資金の拡大、悪影響の波及の緩和
などが含まれる。理事たちはまた、より組織化されたアプロー
チを取ることで、IMFを中心にますます多層化されていく国際
金融セーフティネットの透明性、予測可能性、連携効果の向
上に寄与するとの見解で一致した。

理事たちは、能力開発、サーベイランス、非金融支援、融資
の各分野の活動内容に基づいて提案された、連携の実践方
法を概ね支持した。そして、これらの提案が、IMFと地域金融
取極がより組織的に協力し、連携を強化するための重要な第
一歩であると位置付けた。

通貨同盟
IMFは長年にわたるプログラムへの関与にもかかわらず、

通貨同盟の加盟国におけるプログラム設計について一般的
なガイダンスを提示してこなかった。IMFは自らが支援するプ
ログラムにおいて、中部アフリカ経済通貨共同体、東カリブ通
貨同盟、欧州経済通貨同盟と西アフリカ経済通貨同盟の4つ
の通貨同盟の加盟国と協働している。

2018年2月に理事会は、「通貨同盟におけるプログラム設
計」と題したIMFのペーパーについて意見を交わした。

債務救済に目を向けると、「重債務貧困国（HIPC）イニシ
アティブ」は概ね完了した。HIPCの救済では、39か国の適格
国・潜在的適格国のうち36か国を支援した。最近の例である
2015年4月に1,700万SDRの債務救済の対象となったチャ
ドも含まれる。IMFはまた、2015年2月に設立した「大災害抑
制・救済基金（CCRT）」を通し、適格国に債務救済を提供す
ることが可能だ。CCRTは、巨大地震などの大規模な自然災
害や、人命を脅かし急速に拡大して他国に影響を及ぼす可能
性がある伝染病、そしてそのほか壊滅的な被害をもたらす災
害に見舞われ、国際収支に問題が生じた国に対して例外的
な支援を行う。現在までに、ギニア、リベリア、シエラレオネの3
か国がCCRTの下で債務救済措置を受けた。くわえて、2010
年には、ハイチがCCRTの前身である大災害後債務救済基金
から、1億7,800万SDRに上る債務の全額返済救済措置を受
けている。
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組みを支援することを目指している。プログラムの見直しは、半
年ごとの予め決まった日程で実施される。PCIはIMFの財源を
利用するものではないが、プログラムのレビューが無事に終了
すれば、強力な経済政策と構造改革の継続にかけるセーシェ
ルの強い意志を示すことに資するだろう。

政策支援インストルメント 

政策支援インストルメント（PSI）は、IMFの金融支援を希
望しないか、金融支援が必要ではない低所得途上国向け
に設計された柔軟性を有するツールで、借入取極を締結す
ることなくIMFの政策助言・支援を受けることができる。PSI
は、PRGT下でのIMFの融資制度を補完するという、価値あ
る役割を果たす。また、加盟国の効果的な経済プログラムの
策定を支援する。こうしたプログラムは、ドナーや国際開発銀
行、市場に対し、加盟国の政策が強固であるというIMFのお
墨付きを明確に発信することになる。

PSIは、IMFと加盟国の間の密接な政策対話を促すための
もので、この対話は通常半年に1回の加盟国の経済政策・金
融部門政策の評価を通して行われる。PSIを利用することが
できるのは、マクロ経済的な安定性や債務持続可能の強化
に焦点をあてた政策枠組みを掲げる貧困削減戦略を実施し

新しいガイダンスは、IMFが支援する各プログラム間での
一貫性、透明性、公平性を確実なものにするとともに、プログ
ラムに対するアプローチとIMFのマクロ経済サーベイランス
へのアプローチに一貫性を持たせる上でも役立つ。

理事会は、通貨同盟制度の政策がIMFが支援するプログ
ラムの成功を大きく左右する場合における、IMFの通貨同盟
制度への関与のあり方を示す一般的なガイダンスの設定を
承認した。

政策調整インストルメント

2017年7月に理事会は、国際金融のセーフティネットをさら
に強化し、IMFのツールキットの効果を向上させるため、新たに
非金融の政策調整インストルメント（PCI）を設けることを承認
した。これは、セーフティネットが十分かどうかに関して理事会
が一連の議論を行った末に承認された。

新たなインストルメントは、加盟国が公的機関・国や民間の
ドナー、債権者から資金を調達でき、改革アジェンダにしっか
りと取り組む姿勢を示せるように支援するために設計されてい
る。また、IMFと加盟国の政策対話や経済発展や経済政策の
モニタリング、そして理事会によるこれら政策の採択に資する。
政策調整インストルメントの設計上の重要な特色は、IMF金
融取極と政策支援インストルメントを参考にしているが、多少
の違いもある。相違点としては、適格条件がないこと（すべての
IMF加盟国が適用対象）、より柔軟性の高い審査スケジュール
であること、コンディショナリティのモニタリングは事後レビュー
方式を採用していることなどが挙げられる。

初めてPCIの適用を要請したのはセーシェルであっ
た。2008年の金融危機以来、セーシェルはIMFのプログラムを
3回連続で利用し、マクロ経済の安定に向けて大きな進展を見
せ、成長見通しは観光部門に支えられ依然好調だ。しかし、予
断を許さない世界経済情勢のもと観光に依存する小さな島国
として、セーシェル経済は引き続き脆弱性と圧力にさらされてい
る。

2017年12月に理事会は、IMFが支援してきたそれまでのプ
ログラムからの教訓を活かし、3年間のPCIをセーシェルに適
用することを承認した。PCIは、マクロ経済の安定を強固なもの
とし、持続的かつ包摂的な成長を促進する加盟国当局の取り
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にある。必要が生じた場合、IMFスタッフはマクロ経済の不均
衡是正のための政策措置について助言を行う。

パキスタン
2018年3月に理事会は、パキスタンとPPMに関する最初の

協議を終了した。

パキスタンの短期的な経済成長見通しは概ね良好だ。電
力供給の改善、中国パキスタン経済回廊（CPEC）関連の投
資、力強い消費の伸び、継続的な農業の回復によって、パキス
タンの実質GDPは2017年度〜2018年度に5.6%の成長が
見込まれている。また、インフレは引き続き抑制されたままだ。

だが、マクロ経済の回復力の低下が続いた場合、この見通
しが危うくなる可能性がある。昨年度の財政収支が想定外の
悪い結果になったことに続き、今年度の財政赤字も対GDP
比5.5%にのぼると予想される上、総選挙に先立ち赤字幅が
拡大するリスクもある。輸入の急増が経常赤字の拡大をもた
らしたほか、海外からの資金調達の増加にもかかわらず、外
貨準備高は大幅な減少となった。2017〜2018財政年度の
経常赤字幅は対GDP比で4.8%に達する可能性があり、柔軟
性に欠ける為替制度を採用していることも影響し、外貨準備
高はさらに減少する可能性がある。外貨や財政のために資金
調達の必要性が増している一方、外貨準備高は減少してお
り、2016年9月の拡大信用供与措置（EFF）実施以降、パキス
タンのIMFに対する中期的な返済能力にかかるリスクは増大
している。

理事たちは、パキスタンの経済成長の勢いを認識しつつ
も、対外不均衡や財政不均衡の拡大、外貨準備高の減少、
経済・財政見通しと中期的な債務の持続可能性に対するリス
クの増大など、マクロ経済状況の悪化についての懸念を指摘
した。こうした状況を踏まえ、短期的な政策の焦点をマクロ経
済の安定維持に再び向けるよう、理事たちはパキスタン当局
に対して断固とした取り組みを求めた。

つつ、成長や貧困削減を制約している重要分野での構造改
革を進めるPRGT適格国である。こうした加盟国の改革は、優
れたパフォーマンスの維持を支える諸制度を備えた国々が持
続的かつ強力に貧困削減を進め成長を促進する上で有益だ
ろう。概して、PSI下の政策は、マクロ経済の安定性を強化し
成長加速と雇用拡大を実現するための構造改革の推進を目
的としている。たとえば、公共部門の管理の改善、金融部門の
強化、あるいは、社会セーフティネットの構築といった措置で
ある。IMF理事会によるプログラムレビューは、プログラム下で
のパフォーマンスを評価し、プログラムを経済情勢に合わせ
て修正する上で重要な役割を果たしている。

2018年度に理事会は、ルワンダ、セネガル、タンザニアに対
しPSIの延長を承認した。

プログラム終了後のモニタリング

加盟国がIMFから融資を受けると、その国の政策はより厳
格に精査される。そして当該国は、融資プログラムが終了次
第、IMFのセーフガードの仕組みにおいて重要な位置を占め
るプログラム終了後モニタリング（PPM）の対象に指定される
可能性がある。概して、プログラム終了後もIMFからの借入が
多く残っている全加盟国がPPMの対象となる。その目的は、加
盟国の中期的な成長に対するリスクを特定することと、IMFの
バランスシートが傷つくリスクに対し早期に警鐘を鳴らすこと
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中央銀行や財務省など諸機関の能力強化は、政策
がもたらす効果の向上と、経済の安定性や包摂性の
強化につながる。このことからIMFは、加盟各国と協
力して経済の安定性に不可欠な課題に焦点を絞った
技術支援と研修を行い、こうした機関の強化に取り
組んでいる。
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加盟国が持続可能な開発目標の達成に向けて努力する
中、IMFは次のような重要分野に焦点を絞って能力開発を推
進している。

n	 財政政策
歳入確保の強化と支出の効果的な管理の促進で加盟国
政府を支援する。対象分野は租税政策・関税政策、予算
編成、公共財政管理、国内・対外債務、社会セーフティネ
ットなどで、これにより、加盟国政府は、財政の持続可能
性を維持し、学校や道路、病院などのインフラを強化し、
社会セーフティネットを改善できるほか、さらに多くの投資
を誘致することができる。

n	 金融政策と金融セクター政策
加盟国の中央銀行と協働し、金融政策や為替相場政策、
通貨や為替相場の枠組み、また、これらの実行について、
近代化を支援する。金融セクターを規制・監督する当局
と連携し、金融インフラや金融機関の強化に取り組む。ま
た、マクロプルーデンス監督能力や危機管理能力を構築
し強化するために他の関連機関と協力する。こうした取り
組みは、加盟国におけるマクロ経済と金融の安定性の向
上を支え、各国の成長と国際貿易を促進する。

n	 法的枠組み
加盟国の法的枠組みやガバナンス枠組みが国際基準を
満たすように支援し、各国政府が健全な財政改革・金融
改革を立案し、汚職など腐敗と戦い、資金洗浄対策やテ
ロ資金供与対策を進められるようにする。

n	 統計
経済状態のより正確な把握を可能にし、確かな情報に基
づく政策立案を支えるため、マクロ経済データや金融デー
タの集計・管理・報告に関連して、加盟国に支援を行う。

IMFは政策助言や調査と同様に、能力開発活動において
も、加盟国が取り組む開発優先課題への支援にますます重
点を置くようになっている。 

n	 格差の縮小
IMFは政策担当者を対象に、支出や補助金の改革、累進
課税、新たな金融テクノロジーの活用を含めた金融包摂
の改善など、包摂性を高める政策の導入に関して研修を

能力開発は、融資とサーベイランスと並んで、IMFが果たす
3つの中核的機能のひとつであり、IMF予算の28%を占める。
能力開発では、加盟国に実践的な技術支援と政策志向性の
高い研修を行うことで、経済の強化や包摂的な成長の促進、
雇用創出に効果的な政策の立案と関係機関の構築を支援す
る。また、能力開発活動を通じて経済政策を強化することで、
加盟国においてIMFによる政策助言の理解が深まり、関係機
関で世界的なイノベーションやリスクに関する最新の知識が
生かされるようになるとともに、危機に関連した課題や危機の
波及効果への対処が促進される。同様に、IMFのサーベイラ
ンスや融資活動を通じて、加盟国において能力開発活動が
最大限の効果を発揮するための手法が明確になる可能性も
ある。

IMFの能力開発は、ワシントンDCのIMF本部からの代表
団の短期派遣、長期駐在アドバイザーの赴任、そして地域能
力開発センターのネットワークとオンライン学習を活用して行
われる。適切に構成された総合的なビジョンにより、取り組み
の全てにおいて、関連機関の構築に焦点が当てられ、その内
容は能力開発実施国の開発優先課題に沿ったものとなって
いる。

16か所に設置された地域センターを通し、IMFは加盟国
の新たなニーズに迅速に対応するとともに、他の開発パート
ナーとの連携を強化している。こうした取り組みは、二者間・
多国間パートナーの資金支援を受けており、その割合は現
在、地域センターへの支援を含めIMFによる能力開発の取り
組みの約半分となっている。2018年、IMFと中国人民銀行は
新しいセンターを開設した。これは、経済機関の強化とIMFが
持つ専門知識の中核分野における人的能力構築の促進を目
指したもので、中国をはじめとする加盟国の政府機関職員を
支援する。このセンターはIMFのクリスティーヌ・ラガルド専務
理事と中国の劉鶴副首相、中国人民銀行の易綱総裁が出席
する中、2018年4月12日に開設式が行われた。

IMFは過去50年間、加盟する189か国全てに対してそれぞ
れの優先課題にあった能力開発支援を行ってきた。2018年
度においては、IMFが提供した技術面の助言の約半分が低
所得途上国を、政策志向型の研修の半分強が新興市場国と
中所得国を対象としたものだった。
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したショックに備えるための強固な枠組みや公共財政管
理計画の作成を支援している。

以下では、IMFによる能力開発の中心分野それぞれについ
て、優先分野と加盟国の事例を紹介する。  

ハイライト：財政

中期歳入戦略
歳入確保は、持続可能な開発に必要な資金を得るため、低

所得国が国外からの援助に対する依存を減らすために、極め
て重要である。IMFは「中期歳入戦略（MTRS）」に係る新しい
イニシアティブを推進しており、中期的な歳入目標の達成に
向けて租税政策、税務行政、税法という広い分野を改革する
包括的な戦略の立案と実施において、加盟国を支援する。

MTRSは「税に関する協働のためのプラットフォーム」によ
って開発されたもので、各国の歳入確保のための取り組み
の強化を目指したものだ。同プラットフォームは、G20財務
相会議への2016年7月の報告書である「途上国における課
税能力構築に対する外部支援の実効性強化（Enhancing 
the Effectiveness of External Support in Building Tax 
Capacity in Developing Countries）」でMTRSの導入を
進言している。

MTRSのコンセプトは、2017年7月のG20への報告書であ
る「税に関する協働のためのプラットフォームの活動に関する
最新報告書（Update on Activities of the Platform for 
Collaboration on Tax）」でさらに発展した。また、2017年
にはIMF・世界銀行の年次総会でこれに関する旗艦イベント
が開催された。これには200人以上が参加し、税制改革への
MTRSアプローチ、なかでも次の相互依存的な4要素につい
て意見交換がなされた。

（1）歳入目標に関する広範な合意の構築

（2）租税制度（政策、行政、法的枠組み）の包括的な改革の
立案

行う。また、不平等の解消に必要な分析、実践、モニタリン
グのツールを提供する。

n	 ジェンダー平等
IMFによるジェンダー平等に関する能力開発と研修は、ジ
ェンダー平等を志向する予算について政府関係者向けの
研修や、ピアラーニング形式のワークショップ、技術支援ミ
ッションが行われるようになり、取り組みが拡大している。

n	 気候変動への対応 
IMFは、気候変動の影響を最小限に抑えるため、環境税制
改革やエネルギー価格の効果的な設定に関して、加盟国
との協力を行っている。また、自然災害や気候変動に関連
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セネガルでは4つのモデル案が考案されたが、そのうちのひ
とつである「モン・エスパス・ペルソ（Mon Espace Perso）」が
実現されている。これは納税者それぞれに専用のマイページ
を設け、個人や企業が自らの税に関するデータを閲覧し、個
々の閲覧者に応じた情報やサービスに容易にアクセスできる
ようにするもので、このページを通じて税の申告や支払いを行
うこともできる。ウガンダでは8つのモデル案が考案され、現在
当局が一連のMTRSの一環としてモデル案を実現に移すべ
く検討作業を進めている。コートジボワールでのハッカソンは
より進んだ野心的なものとなった。モデル案のひとつが「コー
トジボワールの統合システム（SICI：Système Intégré de la 
Côte d’Ivoire）」で、租税に関するデータが一元的に集約さ
れており、税務官がコンプライアンス目的で閲覧できる仕様と
なっている。このプラットフォームを支えているのはブロックチ
ェーン・テクノロジーによって内部と外部のデータソースを統
合したシステムだ。

公共財政管理のオンラインコース
IMFは公共財政管理（PFM）の諸側面を改善できるよう

に加盟国政府と協力するため、毎年100件以上の代表団
を派遣している。2017年10月から11月にかけての6週間に
は、PFMに関するオンラインコースを通じて141か国・約700
人の政府関係者に研修を行った。このコースでは、公共政
策の実施でなぜPFMが効果的なツールとなりえるのか、そ
してPFMという制度が、マクロ経済の安定性、経済成長、持
続可能な開発目標、そして良好なガバナンスをどのように支
えるかについて集中的に講義が行われた。米国国際開発庁

（USAID）がこのコースの開発資金を拠出した。

IMFスタッフは9か月にわたり、広範なトピックを網羅したコ
ースモジュールの開発・撮影に取り組んだ。教育モジュールに
加え、このPFMコースには、PFMのあらゆる側面に関する財
務相、政府高官、市民社会の代表とのインタービューも含ま
れている。また、討論フォーラムは、参加者が質問を行い互い
の意見や経験を共有する対話の場となった。ジェンダー平等
を志向する予算についても多くの意見が交わされた。

当初、このコースは政府関係者と開発機関のスタッフに限
定されていた。アフガニスタンやハイチ、イラク、ソマリアといっ
た脆弱国25か国・162人を含む141か国の政府関係者らが
コースに登録した。約700人がコースを修了したが、これは、
対面形式のPFM研修を通じて1年に研修を提供できるだろ
う対象者数を大幅に上回っていた。

（3）MTRS導入に対する政府主導かつ政府一体の政治的
支援の維持

（4）効果的な実施に必要な資金を国内やドナーから確保

ウガンダでは、2016年～2017年の税収の対GDP比率
は13.5%となっており、国内歳入の拡大が開発戦略の実行
には不可欠となっている。進行中であった取り組みを元にし
て、IMFは2018年度から向こう5年間のMTRS枠組みの策定
について当局を支援した。これは2022年度までに税収の対
GDP比率を16%まで引き上げることを目標としている。また、
税制改革のオプション、増税や関税コンプライアンス向上に
向けた主要措置、コンプライアンス・プログラムを支える租税
法の一部要素なども含まれている。

一方、パプアニューギニアでは同国初となる包括的な
MTRSの立案でIMFは当局を支援した。パプアニューギニア
は、歳入の深刻な落ち込みに直面しており、租税制度を再活
性化しつつ国内の歳入を確保する必要性に迫られていた。同
国政府は、租税制度を近代化すべくMTRSを作成し、税収の
対GDP比率を向上させ、改革計画を主要な歳入機関全体で
一体的に導入することを目指した。このMTRSは、歳入改革プ
ログラムに力を注ぐ政府の姿勢を示しており、今後5年間に行
う予定の税制、税務行政、法的枠組みの改革について複数
機関を対象に大まかな行程表を示している。

ハッカソン
税務行政を支援するために現在進めている技術支援プロ

グラムの一環として、IMFは「ハッカソン」をセネガル（2016
年）、ウガンダ（2017年）、コートジボワール（2018年）でそれ
ぞれ開催した。これは技術革新をサポートする画期的なイニ
シアティブであり、ビル&メリンダ・ゲイツ財団の資金提供を受
けて行われたものだ。この2日間にわたるイベントには技術革
新セクターや、税務行政担当者、税関職員、その他政府関係
者、民間セクターや市民社会の代表など幅広い分野から専
門家が参加するのが通例で、コンプライアンス・リスクを管理
するため、高まるサービスへの期待に応えるために、税務行政
の能力向上に向けて革新的な解決策を考えだしていく。この
3か国におけるイベントでは、それぞれ様々な国からおよそ80
人が参加した。ハッカソンは活気にあふれ、内容も濃く、クリエ
イティブな雰囲気の中で人々が積極的に参加し、また、当局か
らの期待も高かったことなどから、極めて大きな成功を収めて
いる。
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PFMオンラインコースは、USAID、英国国際開発省
（DfID）、欧州委員会、世界銀行といった二国間ドナーや開
発機関の大きな関心を集めた。このコースは、ドナーや支援
受入国がPFMに関する見解や能力開発の課題を共有する場
となった。同コースは、大規模オンライン公開コース（MOOC）
として一般にも定期的に提供される予定である。

ピアツーピア形式で学ぶジェンダー予算 
IMFは2017年12月にジェンダー平等を志向する予算に

関するセミナーをコスタリカで開催し、このセミナーには7か
国（コスタリカ、ドミニカ共和国、エルサルバドル、グアテマラ、
ホンジュラス、ニカラグア、パナマ）から参加者が集まった。こ
れは、IMFが2017年に開発したジェンダー予算のための公
共財政管理の枠組みを用いた初の地域セミナーである。その
後、2018年にはアフリカ研修所（ATI）や共同ウィーン研修所

（JVI）、南アジア地域研修技術支援センター（SARTTAC）、
カリブ地域技術支援センター（CARTAC）で同様のワークシ
ョップが開催された。

インフラガバナンス
IMFは、インフラガバナンスの能力強化によって経済成長と

開発への投資効果を最大限に高められるよう、加盟国に対す
る支援に尽力している。ベナンでは、公共投資運営評価プロ
グラム（PIMA）が、投資とインフラに重点を置いた意欲的な
国家開発戦略「政府行動プログラム（Programme d’Action 
du Gouvernement）」の一環で実施された。IMF代表団の
提言を基に、ベナン当局は債務負担行為に関する承認手続き
の導入など改革に着手し、世界銀行は公共投資に関係する
1,500万ドルの技術支援プロジェクトを刷新した。

また、IMFはPIMA代表団をアイルランドにも派遣した。同
国財務相は、2017年11月に公表された報告書を強く支持
し、同報告書がとりわけアイルランドのニーズを反映しており、
公共投資機関の強化と公共投資の効率性向上の点で重要
な役割を果たすだろうと述べた。その後、同国政府はアイルラ
ンドの社会資本の強化には公共投資の拡大が不可欠だとし
て、43億ユーロ（2018年～2021年）に及ぶ追加的な資本配
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改革も相まって、予算の公開度を調査する「オープン・バジェ
ット・サーベイ（Open Budget Survey）」のランキングが2010
年～2017年に34位から5位へと上昇した。IMFが2016年に
行った財政の透明性の評価でも、ジョージアは多くの分野で 

「良い」または「優れている」と評価されたほか、引き続き改善
が必要な分野も明確となった。

モルドバは、2017年12月に同国初となる財政リスク報告書
（Fiscal Risk Statement：FRS）を発表した。FRSは国が直面
している主な財政リスクの概要を包括的にまとめたもので、財
政政策の一貫性や信頼性を評価するために有用なツールで
ある。FRSは、重大な財政リスクがもたらしうる影響を示し、財
政に直接起因するリスクが実際に発生する可能性を評価し、
リスク軽減措置の優先順位付けの基礎となるものだ。マクロ
経済ショックは、大きな影響を及ぼす可能性が高い上に発生
の見込みも高いとされ、マクロ経済予測のより頻繁な更新がリ
スク軽減措置として推奨されている。存続不可能な国営企業
に対して行われうる救済措置やシステム上重要な銀行の破綻
に起因するリスクもまた高いと評価された。FRSの草案は公聴
会で議論され、議員が意見を述べた。

湾岸協力理事会加盟国で持続可能な歳入ベースを構築する
現在150か国以上が何らかの形で付加価値税（VAT）を導
入しているが、最近まで湾岸協力理事会（GCC）加盟国（バ
ーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラ
ブ首長国連邦）は例外だった。VATの導入はGCC諸国にお
ける独特の政治制度に加え、財政が石油とガスの収入に大
きく依存していたことから困難を伴った。IMFは過去10年に
わたり、課税対象を広く設定した間接税の設計と運営に関し
て多大な技術支援を行ってきた。こうした支援においてIMF

分を予算にて明らかにした。2018年2月に発表された2018年
～2027年の国家開発計画で、同国政府はIMFの報告書に記
載された主要な提言を再び肯定的に評価した。例えば、次の
ような点である。

（1）インフラに関するセクター横断的な対話を主導するハイ
レベルのインフラプロジェクト運営グループを設置する。

（2）キャピタル・トラッカー（Capital Tracker）の開発。この
ツールは主なインフラセクターで予定されているプロジェ
クトを可視化し、優先順位をつける上で主要な管理ツー
ルとなる。これによりスケジュールとパフォーマンス目標
を監視する。

（3）大規模プロジェクトの評価額の分析を独自に行うため、
公共支出・改革省の公共支出規範を見直す。

財政の透明性と財政リスクの管理 
ジョージア（グルジア）では近年、財政リスクに関する情報

公開の推進と財政リスク管理の改善において大きな進歩が見
られている。IMFは国営企業に関連したリスクをモニタリング
するための枠組みの構築について同国の関連当局を支援し、
官民パートナーシップ（PPP）を運営し、水力発電セクターの
長期電力取引契約（PPA）に関連した財政リスク評価を改善
するために健全な法的枠組みを構築した。当局は、この情報
を活用して、水力発電の拡大ペースが需要とより整合的となる
よう調整するとともに、財政リスクの軽減のためPPA契約を見
直した。同国によるマクロ経済や債務に関連する財政リスクの
分析は既に公表されていたが、ジョージアはこれを一段と強
化するなど、財政リスクの公表においても前進した。年次財務
諸表の作成やプログラムベースの予算の導入といった一連の
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IMFと国際決済銀行（BIS）は2018年2月に能力構築に関
する共同シンポジウムを主催し、このシンポジウムには技術支
援の提供者や、国際基準設定機関、ドナー、技術支援受入国
が集まり、それぞれの経験を共有するとともに、金融部門に対
する規制・監督能力の開発を強化するための手法を話し合
った。この場では、IMFのクリスティーヌ・ラガルド専務理事と
BISのアグスティン・カルステンス総支配人が両機関がそれぞ
れ能力構築に果たす役割について基調講演を行った。このシ
ンポジウムを通じて、IMFとBISの金融安定研究所（FSI）が連
携を強化する基礎が築かれた。現在、両機関は共同で銀行
監督当局のためのオンライン研修プログラムの開発を進めて
いる。

上記以外に、IMFが金融政策と金融セクター政策の分野
で行っている能力開発活動の主な事例は次の通りである。

n	 アルバニアにおけるインフレターゲットの支援
IMFは、伝統的な金融政策を行う政策余地を分析し、政
策金利について利下げ可能な下限を推定し、意図しない
結果が生じる可能性をモニタリングする枠組みの開発に
貢献した。このプロジェクトは、当局のコミュニケーション、
モデリング、予測の能力を向上させることで、金融政策の
立案・実施の強化を支援している。

n	 アルジェリアの流動性管理枠組みの改革
流動性の管理と予測に関するこの行動計画は、流動性過
剰と流動性不足のいずれの場合にも機能する枠組みを構
築する内容になっている。同枠組みを通じて（1）流動性を
日々監視する制度の開発を支えること、（2）中央銀行のバ
ランスシートに影響する要因を日々予測するための環境
整備に貢献すること、（3）公開市場操作の実施と常設制
度の導入を支援することが期待されている。

n	 カリブ海諸国の債務管理能力強化
カナダ政府の資金提供を受け、東カリブ通貨同盟

（ECCU）諸国とバルバドス、ベリーズ、ジャマイカを対象
に行われた債務管理能力に関する直近のプロジェクトで
は、IMF・世界銀行の枠組みを活用して各国の中期債務
管理戦略（MTDS）の策定に対する支援が行われた。支
援受入国全てが現在MTDSを策定しており、各債務ポー
トフォリオに潜むコストとリスクの理解を深める点、各国
の環境に合った借入戦略の選択を行う点で大きく前進し
た。

は、統一関税の利点を活かせるように、広範なVATと一部の
物品税をGCCで調整を行った上で導入することに焦点を当
ててきた。

2018年1月1日、サウジアラビアとアラブ首長国連邦はほぼ
全ての商品・サービスに対して5%のVATを導入した。両国は
2017年に、たばこと加糖飲料に対する物品税（税率は高所
得国並み）の課税を始めている。VATと物品税は、経済統合
深化のためのVAT枠組みの一環として、2016年のGCC加盟
国間の合意を受けて導入された。他のGCC加盟国も両国に
続き今後数年間にVATを導入するとみられる。IMFは、物品
税の新規導入に向けた行政面での準備について助言を提供
するなど、物品税とVATの導入支援でも重要な役割を果たし
た。こうした支援によって、新しい税を導入する能力と自信が
生まれ、また他のGCC加盟国にとってのモデルケースが誕生
した。

ハイライト：金融政策と金融セクター政策

IMFは健全かつ効率的な金融システムと金融政策・為替
政策の効果的な枠組みを推進することで、加盟国の金融と通
貨の安定性に関する重要なニーズに積極的に対応している。
昨年IMFは、監督と規制、金融政策と外国為替業務、危機の
予防と管理、公的部門の資産や負債の管理といった中核分
野における課題で支援を提供するために、1,000件を超える
技術支援代表団を各国に派遣した。他に支援が拡大してい
る分野は、金融政策の策定と一貫した効果的なマクロプルー
デンス政策の枠組みとシステムの構築、より広範な金融の安
定性とシステミックリスクをモニタリングするメカニズムの設
定、金融安定性の分析と報告書作成、ストレステストなどであ
る。

IMFは中国や欧州投資銀行、イタリア、ルクセンブルク、サウ
ジアラビア、スイス、イギリスから金融部門安定性基金に対す
る資金の拠出を受けたが、他の国 も々まもなくこれに続く予
定である。この資金は金融部門の安定性や包摂性、深化を支
え、主に低所得国や低中所得国への支援に活用されるほか、
金融セクター安定性評価を行う代表団の派遣費用をまかな
い、金融部門の安定性リスクや脆弱性、相互連関性を評価す
るための金融セクター統計の改善を目的としたフォローアッ
プの費用もこの資金から拠出される。金融セクター安定性評
価は2018年度にはコスタリカ、フィジー、パラグアイ、ウガンダ
に対する評価が完了しており、2019年度にはニカラグアとス
リランカ、西岸地区・ガザを対象したものが予定されている。
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n	 ガーナにおける金融政策支援
ガーナでの金融政策支援は、金融部門の監督と規制、外
国為替の管理、流動性管理、インフレターゲットを採用し
た金融政策枠組みの導入といった複数の分野を対象とし
ている。IMFとスイス経済省経済事務局（SECO）の支援
を受けたガーナは、バーゼルIIおよびIIIの実施に向けて
着実に前進してきた。バーゼルII・IIIの実施は、金融部門
の強靭性と安定性の向上に寄与すると期待される。新た
に資本要件指令を策定したことは極めて画期的であり、
現在、最終版の発表を間近に控え、銀行業界との協議が
進められている。

n	 ミャンマーで中央銀行の近代化と銀行監督の強化を支援
ミャンマーはIMFの技術支援を最も多く受け入れている
国のひとつで、その資金は日本政府が提供している。技術
支援は当初、金融調節や外国為替業務の能力の構築、イ
ンターバンク市場や金融政策手段の開発、中央銀行の監
査、システムの配置、金融業務一般を含む会計業務の強
化など、マクロ経済と金融の安定性に資する中核的機能
の強化を重点課題としていた。技術支援の第2段階では、
銀行監督機能の専門性を高め最新の知見を共有してミャ
ンマー中央銀行を支援する。技術支援では、リスクベース
の監督の強化、最新のツールやプロセスの導入、管理者
の研修、規制の改正が中心的に取り上げられた。

ハイライト：統計

IMFの統計分野での能力開発は、技術支援や研修を行う
ことで、一貫性が高く比較可能なマクロ経済統計と金融統計
を作成・公表する能力の向上に貢献している。ここ8年間に統
計分野の能力開発は84%増加した。実体経済統計と政府財
政統計が最大のシェアを占め、対外部門統計、金融・資本市
場統計、そしてデータ公表がこれに続いている。低所得国や
脆弱国が最大のニーズを抱えており、こうした国々への支援
が重点的に行われている。脆弱国向けの能力開発は過去8
年間で68%増加した。

統計分野でのIMFの活動は、持続可能な開発目標
（SDGs）の達成に向けた加盟国の取り組みを直接支えて
いる。SDGs指標の約40%に経済データが含まれているなど
SDGsのモニタリングにおいて経済変数は重要である。例えば
統計の中でも、国民経済計算や物価の分野で行われる能力
開発はSDGsの目標1「貧困をなくそう」とSDGsの目標2「飢餓
をゼロに」に影響を及ぼす。IMFは、統計分野での支援におい

632018年度年次報告書

活
動
内
容



能力開 発

て、統計作成能力が最も低い国、SDGsの達成が最も必要な
国に対象を絞り込んでいる。

2018年3月にG20が出した声明では、低所得国の間で債
務水準が上昇していることに伴って、こうした国々が抱える債
務の脆弱性に関する懸念が高まることから、低所得国による
債務の記録・報告のためにIMFが技術支援を提供することに
対する政治的な支持が明確に示されている。IMFの能力開発
は、債務の持続可能性に最大のリスクをもたらす債務データ
の不足に対処している。例えば一部の国では、国営企業の債
務データが欠如している。また、延滞債務が正確に記録され
ていない国もある。

また、「デジタル時代におけるIMFのデータと統計に関する
新総合戦略（The new Overarching Strategy on Data 
and Statistics at the Fund in the Digital Age）」に基づ
いて、能力開発の今後のあり方が構想され始めているが、こ
れを支えるのが統計分野のイノベーションを通じたビッグデ
ータ活用である。経済のデジタル化は個人や企業の行動を浮
き彫りにする膨大なデータを生み出すが、ビッグデータはこう
した経済のデジタル化と大きく関連した機会を創る。これは、
統計機関の新たなデータソースとなるかもしれない。例えば、
統計作成でのビッグデータ活用の一例として、国際送金のフ
ロー、各種サービスの支払いと移転、可処分所得のより正確
な推定値を出すために、モバイルバンキングのデータを活用
することができる。こうして導き出された推定値は公的な統計
に活かすことができ、また金融包摂の分析に役立つ。こうした
ことから、この総合戦略は、IMFに対し、統計作成でビッグデ
ータを使用する加盟国を支援できるように技術支援を調整す
ることを提言するとともに、こうしたイノベーションを支えるた
めに他機関と新たなパートナーシップを構築することを勧め
ている。
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ハイライト：法律

2018年度も継続して、IMFプログラムの実施国・非実施国
の双方から法律関連の技術支援を求める声があった。主な
項目は、金融の健全性、金融・財政法、破綻、債権回収などで
ある。IMFは成果を重視した管理枠組みを用い、グローバル
政策アジェンダで示された優先事項に沿って、こうしたニーズ
に対応した。

金融の健全性に関連する諸分野での能力開発が継続して
行われた。すなわち、資金洗浄・テロ資金対策（AML/CFT）、
汚職など腐敗への対策、コルレス銀行取引関係についての能
力開発である。IMFは成果を最大化し、取り組みの重複を避
けるため、組織内や他のドナーとの間で技術支援活動を定期
的に調整している。AML/CFT信託基金からは、21か国での
技術支援プロジェクト、2件のリサーチプロジェクト（テロ資金
供与、事業体の透明性）、ブエノスアイレスとドーハ、ナイロビ、
そしてシンガポールに置かれた4人の地域アドバイザーにか
かる費用が拠出されている。これに加えて、7か国でのプロジ
ェクトが二国間ドナーからの資金で運営され、その他5件の
プロジェクトが自己資金を用いたほか、2件のプロジェクトが
他の多国間信託基金から資金提供を受けた。さらには、資金
洗浄に関する金融活動作業部会（FATF）の改訂された国際
基準の下で現在、コロンビアと中国の評価作業が進められて
いる。

金融・財政法の分野での技術支援は、中央銀行業務、銀行
の規制と監督の枠組み、銀行の破綻処理、危機管理に関する
ものを含めて、これまでと同じ水準で行われた。市場インフラ 

（決済制度）での技術支援の伸びはこれまでと比較し緩やか
だったが、引き続き公共財政管理の法的枠組みに関する活
動を基盤に進められた。

税法に関する技術支援は、所得税、付加価値税、税務上
の手続きといった主要分野で高い需要が続いていたが、これ
は、国際課税問題への世界的な注目の高まりを反映してい
る。また、ワシントンDCのIMF本部でのセミナーやクウェート
での地域セミナーが国際租税法の策定に関連した課題を中
心に進められた。こうした項目は、G20が求めるツールキットな
ど低所得国の能力開発を支えるために設計された成果物に
対する法制面からの貢献でも考慮されている。

IMFはまた、破綻、債権者の権利といった分野での技術支
援を継続し、存続可能な企業の早期かつ迅速な再生とそうで
ない企業の清算、過剰債務を抱える家計の再出発、債権者
の権利保護の改善で加盟国を支援した。さらに、IMFは企業
および家計の破綻に関する高官向けのワークショップ1件を
共同ウィーン研修所で開催した。

数字で見るIMFの能力開発 

加盟国の要請を受けて始まるIMFの能力開発支援は、技
術支援（制度・政策の策定）と研修（政府機関職員の能力開
発）の2本柱で進められているが、これまでに全加盟国189か
国に対して実施されてきた。能力開発は2018年度IMF運営
経費の4分の1強を占めた。この大半が技術支援で（運営経
費の26%）、研修の割合は5%となっている（図2.4）。

サブサハラアフリカ、アジア太平洋、中東や中央アジアでの
支援が増えたことを受けて、IMFの能力開発活動は2018年度
も拡大を続けた。2018年度において、能力開発活動の直接経

出所：予算企画室（OBP）、Analytic Costing and Estimation System (ACES)、
IMF職員による試算
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図2.4
IMFの運営経費 主要な活動別の内訳（2018年度）
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費（全体的なサポートと、ガバナンスにかかる間接経費を除く）
は3億300万ドルであったが、2017年度の2億6,700万ドルか
ら14%の伸びがあった（図2.5）。外部資金を原資とした能力
開発は全体の55%を占め、伸び率は23%であった。

能力開発全体で見ると
サブサハラアフリカが能力開発の支出で最大の割合を占め

た。これは、同地域内に低所得途上国が多く存在していること
を反映している。2018年度、能力開発に対する支出は全体で
14%増加し、主要5地域を地域別に見ても全地域で伸びが
確認できる。なかでも、アジア太平洋地域が突出しており、支
出が48%増加した（図2.6）。引き続き、IMFの能力開発支援
の大半が新興市場国や中所得国、低所得途上国を対象とし
ていた（図2.7）。

図2.6
地域別に見た能力開発支出(2015～18年度） 
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出所：予算企画室（OBP）、Analytic Costing and Estimation System (ACES)、
IMFスタッフ試算
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図2.7
所得グループ別に見た能力開発支出(2015～18年度）
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図2.8
分野別に見た能力開発支出(2015～18年度）
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図2.5
能力開発への支出(2014～18年度）

出所：予算企画室（OBP）、Analytic Costing and Estimation System (ACES)、
IMFスタッフ試算
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財政、金融政策や金融セクター政策、統計、法律の全分野
において、能力開発支援が加盟国の求める声に応えるかたち
で増加した（図2.8）。IMFが提供する能力開発のうち、財政
に関するものが全体の37%を占めた。

研修
IMFは、政府機関職員を対象に多様な研修を実施して

おり、経済情勢の分析、予測モデリングツールの開発と応
用、診断ツールの採用と活用、健全なマクロ経済政策や金
融セクター政策の立案と実施という点で能力の向上を支
えている。

IMFの能力開発局は、こうした目標を達成すべく、対
面式、オンライン、カスタマイズといった手法を取り入れ
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と中所得国を対象にした研修が最大の割合（55%）を占
めた（図2.9）。地域別で見ると、サブサハラアフリカの割
合が28%と最も高く、次いでアジア太平洋となっている 

（図2.10）。研修を受けた加盟国政府機関職員を対象に
して、2017年に調査を行ったところ、回答者の84%が政
策助言能力の向上にIMFのコースが役立ったと答えた。

また近年、IMFはオンライン学習を拡大しており、新たに
公共財政管理、マクロ経済診断、天然資源に恵まれた国
のマクロ経済運営に関するコースが加わった。2013年末
のプログラムの立ち上げ以降、1万2,000人を超える政府
関係者がオンラインコースを修了した。過去1年間では、ア
フリカでのジェンダー予算に関する特別セミナー、中国に
あわせて設計された金融サーベイランスや金融セクター

ながら研修を行っている。対面式の研修については、コ
ースに応募した政府関係者に対して厳正な選考が行わ
れる。2018年度、IMFは422件の研修イベントを実施
し、186の加盟国から選ばれた1万6,410人の政府機関
職員が参加した。

こうしたイベントの大半が、IMFの地域研修センターの
ネットワークとプログラム、オンラインコースを活用して行
われた。IMF本部と国外拠点で実施されたものもある。そ
の内容は、マクロ経済政策、予測とマクロ経済モデリング、
フィナンシャル・プログラミングと金融政策、金融セクター
関連、財政の専門コース、マクロ経済統計、セーフガード
評価、法務関連などと様々なニーズに応えるために多岐
にわたっている。本年度、IMFの研修の中で、新興市場国

先進国・地域 複数地域新興市場国と
中所得国

低所得途上国

図2.9
所得グループ別の研修参加者数(2014～18年度）
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出身地域別の研修参加者数（合計）(2014～18年度）
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注：2018年度は暫定データ

サブサハラアフリカ アジア太平洋 欧州 中東・中央アジア 西半球
0

1000

2000

3000

4000

5000

2015年度 2016年度2014年度 2017年度 2018年度

（人）

672018年度年次報告書

活
動
内
容



能力開 発

開発活動のうち約半分に資金を拠出している。2018年に
IMFと中国人民銀行は、経済制度を強化することと、IMF
が持つ専門知識の中核分野での人的能力開発を促進す
ることを目的として、新しいセンターを開設した。2018年
4月12日に中国・北京でIMFのクリスティーヌ・ラガルド専
務理事と中国人民銀行の易綱総裁が出席する中で同セン
ターの開設式が行われたが、このセンターは中国など加
盟国の政府関係者を支援するものである。

能力開発のためのパートナーシップ

世界的なパートナーシップがIMFの能力開発活動を力強
く支えている。IMFのパートナーが自らの経験を共有し加盟
国諸国と協働することで、テーマ別や地域別の課題について
の議論がより有意義なものになっている。さらに、IMFと加盟
国の資金に加えてパートナーが資金拠出を行うことで、加盟
国のニーズにマッチした質の高い技術支援と研修がIMFや
世界の開発面での優先事項に沿った形で提供できるように
なっている。

IMFの能力開発は、持続可能な開発目標を達成するため
に強固な基盤を構築しようとする加盟国を支えている。地域
別やテーマ別の多国間イニシアティブがこうした取り組みを
支えており、こうしたイニシアティブの下には複数のパートナ
ーが資源を活かし、マクロ経済の重要分野でさらに大きな成
果をあげるために集まっている。活動テーマ別に設立された
多国間基金は、世界の主要な開発ニーズとイニシアティブに
あわせて設けられており、「開発資金アジェンダ」に直接対応
している。こうしたテーマ別の基金の活動を補完するのが世
界に広がる地域能力開発センターのネットワークである。地
域能力開発センターは、現地で展開されるIMFの能力開発
活動の大半を調整し、ピアラーニングを促し、現場での研修

政策に関するワークショップ、動学的確率的一般均衡モデ
ルに関するプロジェクトなど、各国のニーズに対応したコー
スが開催された。カスタムメイドの研修では、スキル向上や
組織の政策立案能力向上のために、特定グループを対象
に定期的な研修が行われる場合が多い。

IMFの能力開発支援は、IMF本部から派遣する短期代
表団、現地の長期駐在アドバイザー、能力開発を目的とし
た地域センターのネットワーク、オンライン学習などを活用
して行われる。現在16か所に設置された地域センターに
よって、加盟国の新たなニーズに迅速に対応する能力が
強化されており、他の開発パートナーとのより密接な連携
が促されている。こうした取り組みは、二者間パートナー・
多国間パートナーに支えられている。現時点において、パ
ートナーは地域センターへの支援を含めてIMFの全能力
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修所（STI）への資金拠出である。また、日本は歳入確保基
金に対する拠出額も増やした。

n　　欧州連合（EU）は、IMFと締結した戦略的パートナーシッ
プの枠組みに沿ってIMFとの連携を拡大した。2018年3
月にIMFがEUの国際協力・開発協力総局（DG-DEVCO）
と締結した500万ユーロの公共財政管理パートナーシ
ッププログラムは、脆弱な状況の国 と々低所得国や低中
所得国に対象を絞っている。このプログラムはIMFがEU
の近隣・拡大交渉総局（DG-NEAR）と連携して現在、南
東欧で進めている公共財政管理プログラムを補完してい
る。2017年6月にIMFは、EUの開発に関する旗艦イベント
である「欧州開発デーズ」に参加したが、このイベントでは
クリスティーヌ・ラガルド専務理事が開会の挨拶でジェンダ
ー平等について語り、IMFとオックスファムのパネルで国内
資源の動員について基調演説を行った。EUは、天然資源
からの富の管理のための信託基金（MNRW）に引き続き
参加し、700万ユーロを拠出した。

n	 IMFと英国国際開発省（DFID）は、能力開発における新
たな戦略的パートナーシップに関して、2017年11月に初
会合を開催し、連携の効率化とパートナーシップの強化
に向けて力強い一歩を踏み出した。イギリスは、アフリカに
置かれた複数の地域能力開発センターに資金を拠出して
いるが、こうしたセンターはこの地域の20か国を支援して
いる。くわえて、イギリスは金融部門安定性基金に資金拠
出を行うとともに、他の多国間イニシアティブ、特に公共財
政管理と歳入確保の強化に対する支援の拡大に尽力して
いる。

n	 中国人民銀行とIMFは2017年5月に能力開発のための
パートナーシップに署名し、今後5年間で合計5,000万ド
ルの拠出について合意した。このパートナーシップには、
中国・IMF能力開発センター（ボックス2.1）の設立と、他
の地域別やテーマ別のイニシアティブへの支援、なかでも
アフリカの地域能力開発センターと金融部門安定性基金
への支援も含まれている。

n	 ドイツは少し前にアフリカの地域能力開発センター6か所
に対して3,000万ユーロを拠出したが、これに関連してド
イツとIMFとの間で初めてとなる年次の協議が2018年頭
に行われた。これは、能力開発面での連携に関連した戦
略的課題について協議する有意義な会合となった。実際
の活動レベルでは、より良い成果をあげるために、現地で
技術支援を行っているドイツ国際協力公社（GIZ）とアフリ

実施を支え、フォローアップ作業を一貫して行っている。こうし
た多国間イニシアティブは、各国の状況にあわせて設計され
た二者間プログラムで補完される。IMFの能力開発イニシア
ティブは全て、経済制度構築における協力関係を促進し、支
援受入国が自主性を強く発揮できるように促す形で設計され
ている。

2018年度、IMFによる能力開発には合計2億8,100万ドル
が新たに拠出され、パートナーの資金拠出を受けた活動は総
額1億7,400万ドルに達した。これは、全能力開発活動の約半
分に相当する。過去3年間の5大ドナーは欧州連合、日本、ス
イス、中国、クウェートである。

能力開発におけるパートナーシップは全て高く評価されて
いる。主なポイントは以下の通りである。

n	 IMFの能力開発を25年以上一貫して支えている日本
は、IMFの能力開発活動を最も長きにわたって支援してい
る最大のパートナーであり続けている。同国は2018年度
に3,360万ドルを拠出して様々な分野を支援したが、特に
アジアに重点を置いており、その例がタイに置かれたIMF
の技術支援事務所（TAOLAM）とIMF・シンガポール研

2018年4月、IMFのクリ
スティーヌ・ラガルド専務
理事と中国人民銀行の易
綱総裁が開設式に出席す

る中、中国・IMF能力開発センター（CICDC）が正式に発
足した。CICDCは、中国など各国の政府機関職員を対象
に効果的な制度構築と政策立案の面で能力開発を行う
ことを目的としたIMFと中国のパートナーシップの成果で
ある。研修コースは、マクロ経済の概要と予測、財政と金
融、法務と統計といったトピックを組み合わせた内容を含
む予定で、参加者が健全な政策決定を行うために必要な
知識と分析ツールを習得することを狙いとしている。複数
の国々が参加するワークショップとピアラーニングも、経
済成長と経済統合が継続する国際環境を支えることにな
る。CICDC諮問委員会の初回会合が同センターの立ち上
げ直後に開催された。

ボックス2.1: 中国・IMF能力開発センター 
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カの地域センターが密接な協力によって相乗効果が確実
に発揮されるようにしている。

n	 デンマークとIMFは、2018年4月に能力開発のためのパ
ートナーシップに署名した。これは能力開発分野でのIMF
とデンマークの連携において大きな一歩であり、歳入確
保基金への拠出がこれを支える。

n	 欧州投資銀行は、2017年12月にIMFとの能力開発プラッ
トフォームに署名し、300万ユーロを拠出することを決め
た。金融の安定性と包摂性を重点分野としたこのプラット
フォームには、アフリカの地域能力開発センターや金融部
門安定性基金、オンライン研修への資金提供が含まれて
いる。

能力開発のためのグローバルなテーマ別基金

能力開発のためのグローバルなテーマ別基金でのIMFの
パートナーシップは開発資金アジェンダに直接対応したもの
であり、こうしたパートナーシップによって経済発展が進んで
いない国々はポスト2015のSDGsの達成に必要なツールを
確保することができる。具体的には、これら基金は途上国が
歳入確保を改善し、財政や天然資源の管理を強化するととも
に、金融セクターの安定性と利用可能性を促進し、債務問題
に対処し、統計の改善によって経済政策を決定する能力を強
化していく過程で、これらの国 を々支援するための資金をプー
ルする。 

テーマ別基金のハイライトは以下の通りである。

n	 資金調達が成功に終わり、歳入確保基金は2021年4月
まで続く現段階に必要な資金を十分に確保している。デ
ンマークの拠出（2,000万デンマーク・クローネ、330万
ドル）のほかに、スウェーデンも2018年4月に新しいパー
トナーとして4,000万スウェーデン・クローナ（約500万ド
ル）を拠出した。さらに、日本とベルギーがそれぞれ500万
ドル、600万ユーロを拠出額に上乗せした。くわえて、欧州
連合とノルウェーの拠出に関しても最終合意に向けた作
業が進められている。低所得国や低中所得国が、成長と
開発目標の達成のために効果的な租税制度を設計・運営
して持続可能な歳入を生み出そうとしている中、上記の国

々に加えてオーストラリアやドイツ、韓国、ルクセンブルク、
オランダ、スイスも力を合わせている。

n	 イタリアとルクセンブルクに加えて、中国とサウジアラビア、
スイス、イギリス、欧州投資銀行が新しい基金である金融
部門安定性基金の支援を行った。同基金は、金融部門の
安定性に加え、低所得国や低中所得国での金融包摂と金
融深化を支援する。

地域能力開発センター 

地域センターは引き続きIMFの能力開発インフラの屋台骨
として機能している。これらセンターは、各地域の優先課題に
合わせた活動を展開しており、IMF加盟国の新たなニーズに
迅速に対応する能力を強化し、現場での他の利害関係者と
の密接な連携を促す。開発パートナーとホスト国、そして加盟
国が、こうしたセンターの運営に必要な資金の4分の3以上を
提供している。 

地域センターの活動のハイライトは以下の通りである。 

n IMFにとって最初の地域能力開発センターである共同ウィ
ーン研修所（JVI）は、2017年6月に設立25周年を迎え
た。2018年4月、オーストリアとIMFはJVIをさらに4年間
継続することで新たに合意するとともに、欧州新興国と中
央アジアを対象とした政策志向性の高い能力開発の面
で同センターが重要な役割を果たしていることを確認し

パートナーによる資金拠出は、加盟国でマクロ経済制度を強
化するためにIMFが行う支援において重要な役割を果たし
ている。対パートナーの能力開発に関する報告とコミュニケ
ーションを強化する一環で、IMFは2018年度に「パートナー
ズ・コネクト（Partners Connect）」を立ち上げた。「パート
ナーズ・コネクト」はセキュアなウェブサイトであり、IMFのパ
ートナーと加盟国が様々なウェブサイトを他に訪問すること
なく、タイムリーに資金やプロジェクト内容を１か所でまとめ
て閲覧できるものである。モバイル対応型のプラットフォーム
から、大まかな概要や詳細な報告書を閲覧できる。「パートナ
ーズ・コネクト」は大半のデバイスに対応しており、加盟国と
の情報共有を促進するためにIMFがテクノロジーを活用して
いる最新の試みである。

ボックス2.2 : パートナーズ・コネクト
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研修所（ATI）、グアテマラのCAPTAC-DR、オーストリア
のJVI、そしてインドのSARTTACがワークショップを開催
した。こうしたワークショップは、政策担当者がそれぞれの
経験から学び、ジェンダー平等推進の施策実行を支える
ベストプラクティスとツールを理解するための場となってい
る。

n	 IMFにとって最も新しい地域能力開発センターである中
国-IMF能力開発センターが2018年4月に正式に始動した

（ボックス2.1）。

た。1992年の設立以来、JVIは4万2,000人を超える政府
機関職員に研修を行ってきたが、過去の受講者の多くが
中央銀行総裁や大臣、首相、大統領をはじめとする幹部
職に就いている。

n	 現在10か国と協力しているコートジボワールのAFRITAC 
Westでは、プログラムが新たな段階に入った。モーリシャ
スのAFRITAC Southは13か国と、ガボンのAFRITAC 
Centralは8か国とそれぞれ連携している。これらのセンタ
ーは、アフリカ全域で経済制度の構築と良好なガバナンス
を支えるために域内に置かれた6か所のセンターから構
成される重要なネットワークの一角を成している。

n	 AFRITAC Centralにサントメ・プリンシペが新たに加わっ
た。同国は既に域内の国カーボヴェルデから、開発目標の
達成に向け歳入を増やすべく付加価値税（VAT）の導入
や管理のベストプラクティスについて学んでいる。

n	 インドのSARTTACは、業務開始から9か月間で既に500
人以上の政府機関職員（地方政府機関職員も含む）を対
象とした18のコースを開催した。域内のピアラーニングイ
ベントの開催に加え、SARTTACはブータンと協力して優
先課題の特定や、マクロ経済と財政の予測に関するカスタ
ムメイドのワークショップの設計に取り組んでいる。このワ
ークショップは、強力な経済政策を立案・実施する点で同
国の財務省に助言を行うことを目的としている。

n	 自然災害に襲われたバルバドスのCARTACは、自然災害
のリスクを中期財政枠組みにどのように組み込むか、そし
て災害が起こった際の保険として、有事対応基金や災害
復興基金の設立に関する助言を目的とした支援を拡大し
た。CARTACは、効果的な公共財政管理枠組みを導入し
ながら、災害に強いインフラの再建・再構築に取り組む加
盟国を支えてきた。また、アルバがCARTACに新たなメン
バーとして加わった。

n	 CARTACは地域能力開発センターの中でいち早くジェン
ダー予算を22か国の業務計画に組み込んだ。他のセンタ
ーもこれに続く予定である。IMFの地域センターは、ジェン
ダー予算に関するIMFの調査と助言を実践に落とし込む
上で最前線に立っている。例えば、モーリシャスのアフリカ

図2.5  
IMFの能力開発のためのテーマ別基金

名称 パートナー
歳入確保基金（RM） オーストラリア、ベルギー、デンマー

ク、ドイツ、日本、韓国、ルクセンブ
ルク、オランダ、ノルウェー、スウェ
ーデン、スイス、欧州連合

税制診断ツール（TADAT） ドイツ、日本、オランダ、ノルウェー、
スイス、イギリス、欧州連合

天然資源からの富の管理のための
信託基金（MNRW）

オーストラリア、オランダ、ノルウェー、
スイス、欧州連合

資金洗浄・テロ資金対策信託基金
（AML/CFT）

フランス、日本、ルクセンブルク、オ
ランダ、ノルウェー、カタール、サウ
ジアラビア、スイス、イギリス

金融部門安定性基金（FSSF） 中国、イタリア、ルクセンブルク、サ
ウジアラビア、スイス、イギリス、欧
州投資銀行

債務管理ファシリティII（DMF II）
（世界銀行と合同）

オーストリア、ドイツ、オランダ、ノル
ウェー、ロシア、スイス、アフリカ開
発銀行、欧州連合

金融セクター改革強化
イニシアティブ（FIRST）

（世界銀行と共同）

ドイツ、ルクセンブルク、オランダ、
スイス、イギリス

決定のためのデータ（D4D） ルクセンブルク、スイス

出所：IMF職員による作成
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図2.6  
IMFの地域能力開発センター

センター パートナー 対象加盟国・地域

アフリカ研修所（ATI） オーストラリア、中国、ドイツ、韓国、モーリシャス（ホスト） サブサハラアフリカの45か国

AFRITAC Central (AFC) フランス、ガボン（ホスト）、ドイツ、オランダ、欧州連合 ブルンジ、カメルーン、中央アフリカ共和国、チャド、コン
ゴ共和国、コンゴ民主共和国、赤道ギニア、ガボン、サン
トメ・プリンシペ

AFRITAC East (AFE) ドイツ、オランダ、スイス、タンザニア（ホスト）、イギリス、
欧州投資銀行、欧州連合

エリトリア、エチオピア、ケニア、マラウイ、ルワンダ、タンザ
ニア、ウガンダ

AFRITAC South (AFS) オーストラリア、ドイツ、モーリシャス（ホスト）、オランダ、
スイス、イギリス、欧州連合

アンゴラ、ボツワナ、コモロ、レソト、マダガスカル、モーリ
シャス、モザンビーク、ナミビア、セーシェル、南アフリカ、
スワジランド、ザンビア、ジンバブエ

AFRITAC West (AFW) コートジボワール（ホスト）、フランス、ドイツ、 
ルクセンブルク、オランダ、欧州投資銀行、欧州連合

ベナン、ブルキナファソ、コートジボワール、ギニア、ギニア
ビサウ、マリ、モーリタニア、ニジェール、セネガル、トーゴ

AFRITAC West 2 (AFW2) オーストラリア、カナダ、中国、ガーナ（ホスト）、スイス、 
アフリカ開発銀行、欧州投資銀行、欧州連合

カーボヴェルデ、ガンビア、ガーナ、リベリア、ナイジェリ
ア、シエラレオネ

カリブ地域技術支援センター
（CARTAC）

バルバドス（ホスト）、カナダ、イギリス、欧州連合 アンギラ、アンティグア・バーブーダ、アルバ、バハマ、バ
ルバドス、ベリーズ、バミューダ、英領バージン諸島、ケイ
マン諸島、キュラソー、ドミニカ、グレナダ、ガイアナ、ハイ
チ、ジャマイカ、モントセラト、セントクリストファー・ネー
ヴィス、セントルシア、セントビンセント・グレナディーン
諸島、スリナム、トリニダード・トバゴ、タークス・カイコス
諸島

中米、パナマ、ドミニカ共和国地域
技術支援センター

（CAPTAC-DR）

カナダ、グアテマラ（ホスト）、ルクセンブルク、メキシコ、
欧州連合

コスタリカ、ドミニカ共和国、エルサルバドル、グアテマ
ラ、ホンジュラス、ニカラグア、パナマ

中国・IMF能力開発センター 中国（ホスト） 中国、その他

共同ウィーン研修所（JVI） オーストリア（主要メンバー、ホスト）と国際パートナー 31か国。中欧、東欧、南東欧、コーカサス、中央アジアの
29か国に加えてイランとトルコ

中東経済金融センター（CEF） クウェート（ホスト） アラブ連盟加盟22か国

中東地域技術支援センター
（METAC）

フランス、ドイツ、レバノン（ホスト）、オランダ、スイス、 
欧州連合

アフガニスタン、アルジェリア、ジブチ、エジプト、イラク、
ヨルダン、レバノン、リビア、モロッコ、スーダン、シリア、チ
ュニジア、西岸地区・ガザ、イエメン

太平洋金融地域技術支援センター
（PFTAC）

オーストラリア、フィジー（ホスト）、韓国、ニュージーランド、
アジア開発銀行、欧州連合

クック諸島、フィジー、キリバス、マーシャル諸島、ミクロ
ネシア、ナウル、ニウエ、パラオ、パプアニューギニア、サモ
ア、ソロモン諸島、東ティモール、トケラウ、トンガ、ツバ
ル、バヌアツ

シンガポール研修所（STI） オーストラリア、日本、シンガポール（ホスト） アジア太平洋地域の37か国

南アジア地域研修技術 
支援センター（SARTTAC）

オーストラリア、インド（ホスト）、韓国、イギリス、欧州連合 バングラデシュ、ブータン、インド、モルディブ、ネパール、
スリランカ

タイ技術支援事務所（TAOLAM） 日本、タイ（ホスト） カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（主要対象国）。
また、一部のプロジェクトでは東南アジア・太平洋島嶼
の他の国々も対象にすることがある。

IMFは以上に加えて、ブラジルとジョージアなど世界各地で地域研修プログラムを通じてコースを提供している。

出所：IMF職員による作成
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国際通貨金融
委員会 総務会 IMF世銀合同

開発委員会1

地域局 機能・特別サービス局 サポートサービス局

アフリカ局 コミュニケーション局 法律局

人事局アジア太平洋局 財務局 金融資本市場局

秘書局

アジア太平洋地域事務所

西半球局

財政局

調査局

コーポレートサービス
設備局（CSF）

情報技術局（ITD）

欧州局

中東中央アジア局

能力開発局

統計局

欧州事務所

共同ウィーン研修所

アフリカ研修所（ATI）

シンガポール研修所

IMF国連事務所

中東経済金融センター
（クウェート）

戦略政策審査局

理事会 独立評価機関

知識管理室

1 正式名称は「発展途上国への実質的資源の移転に関する世界銀行および国際通貨基金総務会の大臣級合同委員会」

専務理事
副専務理事

IMF組織図
 2018年4月30日現在

投資顧問室 予算企画室 内部監査室 リスク管理室
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予算と収入

中期予算
2017年4月、理事会は2019年度と2020年度の暫定予算

とともに、2018年度について11億400万ドルの運営予算（純
額ベース）を承認した（表3.1）。今年度のIMFの運営予算は、
リソース面での制約感が増し、中期的な収入状況が安定して
いるにもかかわらず、6年連続で横ばいとなった。IMF理事会
は、2017年度予算に計上されながらも実行されずに繰り越し

た最大4,400万ドルを含め、2018年度の総支出の上限を13
億5,900万ドルとすることを承認した。また、建物とIT設備プロ
ジェクトのために6,600万ドルの資本予算が承認された。

IMFの2018年度予算は優先される複数の分野での支出
を強化するとともに、組織の近代化のために増加している費用
も盛り込まれた。また、加盟各国との関係強化のための予算
が増額された。具体的には、マクロ金融分析と金融セクター
評価プログラム（FSAP）支援の統合をさらに進め、金融セクタ
ー政策に関する業務を一段と強化すること、そして、様々なマ

表 3.1 
主要項目別予算（2017-20年度） 

（単位：100万米ドル）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

 予算 実績 予算 実績 予算 実績

運営経費

 人件費 934 922 969 962 994 …

 旅費交通費1 123 115 126 121 134 …

 修繕、その他 205 218 209 209 214 …

 不測事態の予備費 11 … 11 … 12 …

 支出項目未指定2 17

総支出 1,273 1,255 1,315 1,309 1,371 1,395 

 収入3 –200 –189 –211 -211 –236 –240

純予算額 1,072 1,066  1,104  1,099 1,135 1,155 

 繰越金4 43 … 44 … 46 …

繰越金を含む純予算額 1,116 1,066  1,148  1,099 1,181 1,155 

繰越金を含む総予算 1,316 1,255 1,359 1,309 1,417 1,395

資本予算5

 建物とIT設備 61 122 66 116 71 70

              その他の情報

2018年度のドル換算での純予算額 1,104 1,097 1,104 1,104 1,110 1,104

出所： IMF予算企画室
注：個別項目は四捨五入しているため、足し合わせても合計の数値と一致しない場合がある。
1  2019年度は国外での年次総会出席旅費を含む。
2  項目未指定の支出は、IMF外の資金で運営されるプロジェクトに対するもの。
3  ドナー拠出の活動、世界銀行とのコスト分担取極、刊行物売上、駐車料金、その他雑収入を含む。
4  既定のルールに基づき前年から繰越。
5  資本予算の割当額は3年間にわたって支出することができる。予算は1年度の割当額を示しているが、実績には過去年度の割当額からの支出も含む。
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クロ構造的なトピックに対する取組みをさらに深めること、資
金洗浄防止やテロ資金供与防止の取り組みを能力開発のな
かで拡大することなどに追加資源が割り当てられた。リスク管
理と知識管理に対する取組みの予算も増額された。組織の
近代化の予算には、ITサービス、人材サービスとセキュリティ
に対する支出が含まれる。プログラム終了国のフィールドオフ
ィスの閉鎖、一部の政策立案作業と分析作業の完了、部門内
の効率化など、様 な々コスト削減が功を奏し、予算を横ばいに
保つことが可能となった。

2018年度の実際の運営支出額は10億9,900万ドルで、承
認された予算（純額ベース）を500万ドル下回った。実際の支
出が予算を下回った額は、前年度並みであった。大半の局で
スタッフ数が定員を満たしており、平均的な欠員率は過去最
低の水準にとどまった。

2018年度の設備支出はほぼ計画通り実施された。最大の
支出はHQ1ビルの改修に関連した6,200万ドルであった。こ
のプロジェクトは2019年秋の完工を予定している。その他の
建物施設に対する支出は2,200万ドルで、主に視聴覚機器、
機械設備と電気設備、耐用年数が来た配管設備の交換と改
善のほか、調度品の買い替えの費用である。総額3,100万ドル
のIT投資により、サイバーセキュリティの脅威に対する防御機
能が高まり、データ管理と知識管理が向上したほか、実質耐
用年数を過ぎたITインフラが更新された。

財務報告にあたり、IMFの運営費は国際財務報告基準
（IFRS）にのっとり発生主義で会計処理されている。IFRSに
より発生主義会計が義務付けられているほか、職員福利厚生
費の計上と償却は数理的評価に基づいている。IMFが2018
年度の監査済み財務諸表で報告した内容に基づき、2018年
度運営予算実績（純額ベース）10億9,900万ドルと、IFRSに
基づく運営費12億8,400万ドル（9億400万SDR）の詳細な
照合データを表3.2にまとめた。

収入モデル、手数料、報酬、負担の分配、純利益

収入モデル
IMFは創設以来、支出原資を確保する手段として、主に融

資に依存してきた。だが、2006年には追加収入を得るため、
投資勘定を設置して、準備金を投資している。また、2008年
には理事会が、IMFが保有する金の限定的な売却による利
益を用いて設置する基金を含んだ新しい収入モデルを承認
した。この新たな収入モデルと並行して国際通貨基金協定
の第5次改正が2011年2月に発効し、IMFの投資権限が拡
大された。これは投資予想収益を増大させ、長期にわたる財
務基盤を一層強化することを目的としている。2013年1月、
理事会はIMFの準備金投資に関する新戦略についてルール
を採択した。2015年8月には債券サブアカウントの投資につ
いて、2018年3月には主に基金サブアカウントの投資につい
て、ルールが採択されている。投資戦略では市場環境の変
化、IMF資金の公的な性格、IMFの評判を守る必要性を十分

表 3.2  
2018年度財務諸表に計上された運営費用 

（特に別段の表示がない限り、単位は100万米ドル）

2018年度運営予算の実績（純額）   1,099 

計上時期の相違
年金および退職給付費用 198
資本的支出（当年度および過年度支出の償却）  47

運営予算に含まれない金額 
資本的支出

（国際財務報告基準に従い、直ちに計上された勘定科目）
35

一般勘定への戻入れ
（貧困削減・成長トラストおよびSDR勘定より）

(95)

運営費用総額  1,284 

その他の情報
監査済み財務諸表に計上された
運営費用の総額（単位は100万SDR)

 
 904

出所： IMF財務局および予算企画室

注：個別項目は四捨五入しているため、足し合わせても合計の数値と一致しない場合がある。
為替換算は2018年度における米ドルとSDRの支出に関わる実効為替レートの加重平均
である約1.42に基づく。
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に考慮しつつ、今後も先述した基金の価値の保全と収入獲得
の両方を目指していく。

手数料
IMF融資活動が高水準で推移していることと投資収益の

低調さを反映して、収入の主な源泉は与信残高から徴収され
る手数料の状態が継続している。IMF融資に対する基本手数
料率（利子率）は、SDR金利とベーシスポイントで表示される
固定マージンの合計である。IMF理事会が2011年12月に採
択したルールの下、マージンは1年目終了前の見直しを条件
に、2年間固定で設定される。このマージンは、IMF融資に関
連した仲介コストをまかなうためのものであり、またIMFの準
備金を積み立てるための原資でもある。ルールには、手数料
率が金融市場の長期的な状況と合理的な整合性を保つよう
にするための確認業務も盛り込まれている。2018年4月、IMF
理事会は2020年4月まで手数料率のマージンを100ベーシ
スポイントに据え置くことを決定した。

クレジット・トランシュや拡大信用供与措置の下での多額
のIMF融資については、さらに追加手数料が課される。第14

次クォータ見直しの発効を受けて、理事会はクォータ倍増に
よる影響を軽減するために、クォータを尺度とした追加手数
料徴収基準を見直した。まず、各国のクォータの187.5%を超
える融資額分については、200ベーシスポイントの追加手数
料が徴収されるが、この追加手数料は「レベル別サーチャー
ジ」と呼ばれる。さらに、クレジット・トランシュについては、融資
残高が36か月以上187.5%を上回り続けている場合に、拡大
信用供与措置については、融資残高が51か月以上にわたり
同基準を超えている場合に、100ベーシスポイントの「期間別
サーチャージ」が課される。

期間毎に生じる手数料と追加手数料に加えて、IMFはサー
ビス料、コミットメントフィー、特別手数料も課している。一般
資金勘定（GRA）から引き出しがある度に、0.5%のサービス
料が課される。また、スタンドバイ取極、拡大取極、フレキシブ
ル・クレジットライン、予防的流動性枠などGRAを原資とした
取極のもとでは、未実行融資残高に対して還付可能なコミット
メントフィーが12か月毎に徴収される。具体的には、未実行残
高に対して、クォータの115%以下について15ベーシスポイン
ト、クォータの115%超575%以下の部分に対して30ベーシス

IMFはワシントンDCに本部ビル2棟を構えているが、古い方の
HQ1ビルの改修工事が2018年度中も続いた。改修工事はかな
り進み、プロジェクトの80%超は完了しているが、複雑な課題が
今も残っている。

2018年度にはオフィススペースとして4フロアの利用を再開し
た。未改修の箇所については、1度につき3フロアずつ工事を行っ
ており、完成までの間、スタッフはIMF本部のもうひとつのビルで
あるHQ2か、近くに賃借したオフィスに一時的に移っている。ビ
ルの諸システム、エレベーターホール、屋根などの工事も完了さ
せる必要がある。

大規模改修の主目的は、老朽化し、故障しているビルの諸システ
ムに必要な改修を施すことだ。この改修プロジェクトでは環境に
優しいことを証明するLEED（エネルギーと環境設計におけるリ
ーダーシップ）認証の獲得を目指しており、環境への影響が小さ
いグリーンビル設計と工事手順を取り入れている。2020年の工
事完了時には、ビルの光熱費の大幅な削減が見込まれ、IMFが
最も高いサステナビリティ基準を満たす一助となろう。

温室効果ガス排出削減
IMFは温室効果ガス排出を削減する方法を模索し続けている。
このために、交通移動の効率性を最大化し、物資の輸送を減ら
し、職員の通勤に伴う排出の削減に取り組んでいる。また、再生
可能エネルギーを購入している。

IMFが消費するエネルギーの10%が再生可能エネルギーであ
り、例えば、テキサス州の風力発電による電力を利用している。.

ボックス 3.1　HQ1ビル改修工事の進捗状況

HQ1の共用エリアが
年度中に再オープン
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表 3.3 
ＩＭＦへの返済が6か月以上遅延している国の延滞金合計額とその種類別内訳 
2018年4月30日時点（単位：100万ＳＤＲ）  

種類

合計
一般勘定 

（構造調整ファシリティを含む） 　信託基金
ソマリア 239.5 231.1 8.4
スーダン 966.0 882.9 83.0
総計 1,205.5 1,114.1 91.4

出所： IMF財務局

ポイント、クォータの575%超の部分に対しては60ベーシスポ
イントのコミットメントフィーが課されている。融資が実行され
た際には、すでに納められたコミットメントフィーのうち、引出
額に対応した額が還付される。また、IMFは6か月未満の元本
返済遅延に関して、特別手数料を徴収している。

報酬と利子
支出面では、IMFは各加盟国のGRAにおけるリザーブ・トラ

ンシュ・ポジションと呼ばれている債権ポジションに対して利子
（報酬）を支払う。国際通貨基金協定では、報酬率はSDR金
利を超えてはならず、また同金利の80%を下回ってはならない
と定められている。現在、基本報酬率は、SDR金利に設定され
ている。SDR金利は、SDR構成通貨のマネーマーケットにおけ
る代表的な短期債務の金利の加重平均を基に算出され、5ベ
ーシスポイントの下限が設けられている。また、このSDR金利
は、IMFの国別借入や債券購入契約（ノート・パーチェス・ア
グリーメント）、拡大版新規借入取極での借入残高に対しても
適用される。

負担の分担
IMFの手数料率と報酬率は、融資返済延滞で発生するコ

ストを加盟する債務国と債権国で等しく分担する仕組みに従
って調整される。6か月以上延滞となっている融資の未払い
手数料による収入減は、負担分担メカニズムである手数料率
の引き上げと報酬率の引き下げにより回収される。そのため
延滞が解消された際には、これらの金額は加盟国に還付され
る。

2018年度の調整後の平均手数料率と平均報酬料率は、そ
れぞれ1.681％と0.671％だった。

純利益
IMFの2018年度の純利益は、主に活発な融資活動による

収益と投資勘定の収益、IMFの確定給付債務の再計算に伴
う利益を反映し、8億SDR（11億ドル）であった。「国際財務報
告基準（修正IAS19、被用者給付）」に従って、本会計年度の
純利益には、退職後給付制度に関わるIMFの確定給付債務
を確定するのに使用される保険数理上の推定の変化による
影響を直ちに反映したことで生じた4億SDR（5億ドル）の利
益が含まれている。 

IMFへの延滞債務
2018年4月末時点のIMFに対する延滞債務は12億550万

SDRにのぼっている（表3.3）。2018年4月末時点で、ソマリア
とスーダンの加盟国2か国がIMFに対する債務を6か月以上
にわたり長期延滞していた。両国は1980年代半ばからの延
滞が累積し、それぞれの延滞分が延滞債務全体の約20%と
約80%を占めている。

延滞債務に関するIMFの協力強化政策の下、長期延滞国
に対しては一連の是正措置が採られてきた。2017年度末の
時点で、ソマリアとスーダンはIMF融資の不適格国となってい
る。 

人事政策と組織

世界経済で効果的な役割を果たすために、IMFは極めて有
能かつ多様なスタッフを国際的に採用し、その定着に努め、
業績を適切に評価する必要がある。IMFは、2018年度も中期
人事戦略の策定を継続し、スタッフの研修とリーダーシップ
開発に重点的に取り組んでいる。
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いては、より詳細な情報・統計を「IMFにおける多様性とその
受容に関わる年次報告書（2016年）」に掲載している。

2017年、IMFは、職場における男女平等のモニタリング、ベ
ンチマーキング、実現に向けて前進することに尽力している点
が認められ、EDGE（ジェンダー平等の経済的配当）認証の
ASSESSレベルを獲得した。IMFのクリスティーヌ・ラガルド専
務理事は、「スタッフの多様性はIMFの本質に関わるもので、
多様性の受容を推進することはIMFの業務に不可欠である。
ここまでの進展を誇りに思うとともに、さらに前進していく決意
である。今後もこうした重要な分野における実績、説明責任、
透明性の水準を高める努力を継続する」と語った。 

内部調査室
2016年7月に創設された内部調査室（OII）は、IMFスタッ

フと契約職員の服務規律違反が疑われた場合に予備調査と
機関調査を行っている。

OIIはIMFの服務規律制度の一部をなし、正当なプロセス
を踏んでIMFの規定違反の可能性について徹底した検証を
行っている。OIIは他の部局や職員から干渉されることなく調
査を実施し、独立して結論を下すことができる。OIIの調査は、
誠実性、専門性、公正性、公平性と客観性の原則に基づいて
実施される。

マネジメントの構造と給与体系 
IMFマネジメントの報酬はIMF理事会が定期的に見直して

いる。専務理事の給与は総務会が承認する。ワシントンDCの
消費者物価指数に基づいて年次調整が行われている。2017
年7月1日現在、IMFマネジメントの給与体系は以下のとおり
である。

専務理事	 50万4,100ドル
筆頭副専務理事	 43万8,330ドル
副専務理事	 41万7,470ドル

職員の現況
2018年4月30日現在、IMFには2,314名の専門職と管理

職、430名のサポートスタッフが勤務している。IMF幹部職員
の一覧は98ページと99ページに、組織図は第3章の冒頭に
掲載されている。

2017年に新しく採用された職員は172名で、2016年の
218名を大幅に下回った。2017年に新規採用された職員の
内訳は、管理職が8名、専門職が134名、サポートスタッフが
30名であった。IMFはエコノミストに高度な分析能力と政策
策定経験を求めており、2017年にはエコノミストプログラムを
通じてトップクラスの大学を修了した24名を採用したほか、経
験豊富なエコノミスト64名を中途採用した。また2017年には
契約職員を535名採用した。

2017年には外部資金派遣人員プログラム（EFA）でドイ
ツ、インドネシア、日本、韓国、スウェーデンから6名を採用し
た。EFAの任期は2年で、費用は複数ドナーによる共同信託基
金を通じた加盟国の資金でまかなわれる。EFAは、自国や他
国の政府機関職員への資金補助を希望する加盟国全てが利
用できる。現在は6か国からの合計10名がEFAプログラムに
参加しており、中国も資金拠出に対する関心を表明している。

IMFスタッフの国籍別、性別、国カテゴリー別の内訳につい
ては、Web Table 3.1から3.3をご参照ください。また、IMFス
タッフの給与体系はWeb Table 3.4に掲載しています。

多様性とその受容
IMFは地域や性別、学歴といった観点から、職員の多様

性を確保する努力を行っている。2018年1月31日時点で、加
盟国189か国のうち、職員の出身国は146か国にのぼってい
る。2016年に外部から新しく採用された専門職のうち、サブサ
ハラアフリカや東アジア、中東・北アフリカといった職員数が相
対的に少ない国籍の職員が29%を占めた。多様性を高め、そ
の受容を推進するためにIMFが現在行っている取り組みにつ

78 国際通貨基金



財 務 、組 織 、説 明 責 任

シッダールタ・ティワリは、32年以上にわ
たってIMFで様々な役職を歴任、最後は
6年間にわたって戦略政策審査局長を務
め、2017年9月に退任した。戦略政策審査
局長として、エボラ出血熱への対応、人民
元のSDRバスケットへの採用、IMFクォ－
タ改革など様々な分野で活躍した。IMF在
籍中には、ソ連崩壊直後にIMFに加盟した
ばかりのロシアで駐在代表を務めたほか、
マルチ債務救済イニシアティブ実施当時の
アフリカ局副局長や、IMFの理事会と加盟
国との連絡調整を担当するIMF秘書局長
など重要なポストを歴任した。シカゴ大学
で経済学博士号を取得。

スーザン・スワートは、2012年6月から
2018年2月までIMFのチーフ・インフォメ
ーション・オフィサーと情報技術局長を務
めた。米国国務省での輝かしい実績をもっ
てIMFに加わった。 

ナディア・ユーネスは、2014年から2017
年までIMFの多様性アドバイザーを務め
た。在任中には、職員の多様性とその受容
を推進し、IMFによる「ジェンダー平等の経
済的配当（EDGE）」の認証取得を主導し
た。異文化間コミュニケーション、紛争予防
と紛争管理を専攻し、ボストン大学とデン
バー大学で学位を取得。

説明責任

IMFにおけるリスク管理
戦略的な方向性は、専務理事のグローバル政策アジェンダ

によって定められる。ここでは、国際金融システムに影響を与
える新しい課題の継続的分析が判断材料となる。

戦略的リスクの管理は，中期予算によって裏付けされ、外
部環境の変化に対応する明確な戦略的枠組みの確立を必要
とする。

IMFが中心的な業務を果たす上でのリスクは、サーベイラ
ンス、融資、能力開発の活動が戦略的な方向性や基本目的
に対して整合的であるようにすることに関係する。また、その資

ナンシー・アシコ・オンヤンゴは、2018年2
月にIMFの内部監査室長としてIMFに加わ
った。公認会計士の資格を有し、内部監査、
リスク・コンサルティング、コーポレート・ガ
バナンス、ITリスク管理で25年を超える経
験をもっている。ケニアのナイロビにあるア
メリカ国際大学（アフリカ校）で経営学博士
号を取得したほか、コロンビア経営大学院
でも学んだ。.

クレア・ブレーディーは、2014年1月から
2017年9月までIMFの内部監査室長を務
めた。IMFに加わる以前は、世界銀行、ドイ
ツ銀行、イングランド銀行、バークレイズ・キ
ャピタルにおいて、25年以上にわたり監査
とリスク管理に従事した。ロンドン・スクー
ル・オブ・エコノミクス卒業。

マーティン・ミューライゼンは、IMFに
1993年に加わり、2017年9月に戦略政策
審査局長に就任した。IMFでは、専務理事
室の首席補佐官のほか、様々な役職で戦
略、政策、加盟国、管理に関する幅広い分
野を担当してきた。ケンブリッジ大学で経済
学修士号、ミュンヘン大学で経済学博士号
を最優秀で取得。

ボックス3.2　退任・新任の幹部職員の経歴
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を務め、公認会計士でアンティグア・バーブーダの国際会計
事務所のパートナーであるキャシー・デービッド氏、イギリスで
法人の報告業務、監査業務、コーポレート・ガバナンスについ
て助言を行うコンサルタントとして勤務するキャサリン・サーン
ズ氏が委員として活動している。

外部監査法人
外部監査法人はEACとの協議に基づき理事会が推挙し、

専務理事が任命する。外部監査法人はIMFの年次外部監査
を担当し、IMFの財務諸表に関して監査意見を表明する。対
象範囲は国際通貨基金協定第5条2項（b）に基づき運営され
る諸勘定と職員の退職年金などである。年次監査の完了に際
しEACは監査結果を理事会に説明し、外部監査法人の作成
した監査報告書を専務理事と理事会経由で総務会に提出す
る。

外部監査法人の任期は5年で、さらに5年を上限に更新で
きる。2014年11月、PricewaterhouseCoopersがIMFの外
部監査法人に指名された。外部監査法人は、監査法人の独
立性を保護する厳格なセーフガードに従い、禁止されている
サービスを除く一定のコンサルティング・サービスを提供でき
る。これらのセーフガードにはIMFの外部監査委員会が関与
するほか、一定限度額を上回るコンサルティング料に関しては
IMF理事会の承認が必要になる。

内部監査室
内部監査室（OIA）は、IMFの保護と強化を目的とし、独立

して保証と助言を行う役割を担っている。OIAには2つの使命
があり、それぞれ（1）IMFのガバナンス、リスク管理、内部統制
の効果を検証すること、（2）IMFの業務プロセス改善のため
に、ベストプラクティスと費用効率の高い統制ソリューション
の開発に関して助言するコンサルタントかつ促進者としての
役割を果たすことである。OIAはその独立性を確保するため
IMFマネジメントの直接指揮命令下に置かれ、EACとは機能
的な指揮命令関係を維持している。

OIAの2018年度の業務プログラムでは、システムの開発保
守（SDLC）プロセス、能力開発を目的にした結果に基づく評
価管理の立ち上げ、人材採用プログラム、リスク管理に関する

金確保モデルが継続的に守られるようにすることとも関連が
ある。融資リスク、つまりプログラムが意図した目的を実現でき
ないリスクを管理する上で、IMFは融資へのアクセス、プログ
ラム設計、コンディショナリティに焦点を当てた重層的な枠組
みを採用している。十分な水準の引当準備金と、各加盟国によ
って認識され、民間債権者からも概ね認められているIMFの
事実上の優先弁済権はこの枠組みの欠かせない一部だ。

業務横断的な資産に係るリスクとは、IMFの人的資本、技
術、有形資産、その他の補助的要素がどの程度、機関の戦略
的な方向性に沿った施策の遂行と、中核業務の中断の回避
を可能にできるかを指している。業務横断的なリスクには収支
リスクと投資リスクも含まれる。

風評リスクとは、利害関係者がIMFに対して否定的な見方
をして、それがIMFの信頼性と影響力を損なう可能性を意味
する。

監査メカニズム
IMFの監査メカニズムは、外部監査法人、内部監査部門、

独立した外部監査委員会（EAC）で構成され、IMFの内規に
基づいて年次監査全般の監督を行っている。

外部監査委員会
外部監査委員会（EAC）は3人の委員で構成され、理事会

の推挙に従い専務理事が任命する。委員の任期は3年である
が、任期をずらして選任され、IMFから独立して職責を行使
する。委員は異なる加盟国から選ばれ、年次監査の監督を行
なうために必要な専門知識と資格を有していなければならな
い。通常EAC委員には、国際的な会計法人、公的部門、学界
での豊富な経験を有するものが就く。

委員長は委員の互選によって選ばれ、運営方法も自ら決
定し、IMFマネジメントから独立して年次監査の監督に当た
る。EACは毎年ワシントンDCで開かれる。通常は1月また2月
に年次監査の計画立案を監督するために、6月の監査終了後
に、そして7月にIMF理事会への結果報告のために開催され
る。IMFスタッフと外部監査法人は年間を通じEAC委員の助
言を求める。2018年度は、公認会計士でインドの会計事務所
のシニアパートナーであるカムレシュ・ヴィカムゼイ氏が委員長
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委員会組織の構築などが取り上げられた。また、OIAの2018
年度の作業プログラムの対象範囲には、早い段階でプログラ
ムの進捗状況についてフィードバックを行うため、ワンHRプロ
グラムへの継続的な助言支援も含まれた。ワンHRプログラム
は、職員、管理職、人事事務担当者が経験する人事慣行の近
代化によって制度的価値を提供することを目的としている。さ
らに、報告方法に関し、OIAは従来のアウトプットを補足する
ために「インサイト・ノート」と「優良慣行体系」という2つの新
しいアプローチを導入した。OIAの初めてのインサイト・ノート
では、業務方針の発表、改訂、施行に対するIMFのアプロー
チが取り上げられた。優良慣行体系（GPS）の例として、OIAは

（1）リスク管理に関する「3つの防衛線（3LoD）」、（2）ランサ

ムウェア、（3）一般データ保護規則（GDPR）とデータ機密保
持を取り上げた。

くわえて、OIAは「理事会が承認したIMF独立評価機関
（IEO）勧告に係る実施計画の進捗状況」に関して第9次
モニタリング定期報告を作成した。これは、この定期報告と
してはOIAが作成した4つ目の報告書である。この報告書で
は、IEOの最近の評価を受けて新たに作成された2つのマネ
ジメント実施計画（MIPs）に基づくこの1年間の行動と、第8
次定期モニタリング報告書で「未完了」に分類された7つのマ
ネジメント実施計画の進捗状況の評価がなされた。

IMFが加盟国に融資する場合には、当該加盟国の中央銀行
がIMFからの融資資金を管理し、IMFが支援するプログラ
ムに関して信頼できる財政データを提供できるという合理
的な保証を得るために、セーフガード評価を実施する。セー
フガード評価は、加盟国の中央銀行のガバナンスと統制の
枠組みの診断を目的にした審査で、IMFの他のセーフガー
ドを補完している。他のセーフガードとは、資金アクセスの
制限、コンディショナリティ、プログラム設計、誤報告の対処
策、プログラム終了後のモニタリングなどである。セーフガ
ード評価は中央銀行の（1）外部監査メカニズム、（2）法制
と独立性、（3）財務報告の枠組み、（4）内部監査メカニズム、

（5）内部統制システムという5分野について診断する。

この点に関しては、「Protecting IMF Resources - Safe‐
guards Assessments of Central Banks（IMFリソース
の保護　中央銀行のセーフガード評価）」についてのファク
トシートをご参照ください。

2018年4月末時点で、96か国の中央銀行を対象に305件
の評価が実施されている。そのうち9件が2018年度に完了
したものだ。IMFは、各国の中央銀行によるそれぞれのセー
フガードの枠組みの改善と、IMFの勧告に対する対処の進
捗をモニターする。モニタリングは、IMF融資の返済が完了

していない限り継続される。現在は約60の中央銀行がモニ
タリング対象となっている。

2015年には、国庫に対する財政セーフガードの確認義務
が新たに制定された。修正されたセーフガード基準では、リ
スクベースのアプローチが採用される。この確認は、加盟国
が例外的な融資として、融資額のかなりの部分（少なくとも
25%）が国家予算に充てられる融資を要請した場合にのみ
実施される。

セーフガード活動の一環として、2018年度には、オーストリ
アの共同ウィーン研修所、モーリシャスのアフリカ研修所、ク
ウェートの中東経済金融センターで地域セミナーを実施し
た。セミナーはセーフガード分野で国際的に最先端を行く慣
行を紹介するとともに、各中央銀行担当者が自身の経験を
共有する機会を提供した。さらに、2018年3月には各中央
銀行職員と外部監査法人を対象に中央銀行のガバナンスに
関する高官級フォーラムがドバイで開催された。このフォー
ラムでは、広範な監視、幹部職員による意思決定体制、法務
機能の役割、リスク管理実務、内部監査に対する期待の高ま
り、新しい金融テクノロジーが中央銀行に及ぼす影響、新た
な国際財務報告基準（IFRS）第9号の導入に伴う課題が議
論された。

ボックス3.3　セーフガード評価によるリスク管理
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IMF職員によるIEOとの協力に関する新指針
2017年10月の「IMFの独立評価機関の活動に関する

IMFCへの進捗報告書（Progress Report to the IMFC on 
the Activities of the Independent Evaluation Office of 
the IMF）」で報告された通り、「IMFとギリシャ、アイルランド、
ポルトガル危機」の評価で提起された多くの問題に取り組む
フォローアップの一環として、IEOとIMFスタッフの協力に関
する規約が合意された。この規約は、スタッフとIEOの間での
機密情報の共有に適用される既存のルール、方針、手順に従
い、戦略政策審査局と法律局の職員とIEOによって共同で作
成された。この合意された規約では、スタッフの協力とオープ
ンなコミュニケーションの原則の重要性、IEOからの情報請
求とスタッフによる情報共有に関係する決め事、共有情報の
機密保持義務が明確化されている。 

IEO報告書と勧告に対するIMF理事会によるレビュー
IMFと社会的保護 

理事たちは、社会的保護がマクロ経済に対して重要な影響
を与える可能性があり、IMFがサーベイランス、融資プログラ
ム、技術支援を通じて関与する意義があると強調した。理事た
ちは、IMFがここ数年間、加盟国のニーズに応えるかたちで、
社会的保護の問題について、ますます広い分野を取り上げ、
関与の度合いを深めてきたことを評価した。同時に、社会的保
護に対するIMFのアプローチをよりきめ細かいものにする必
要性に同意するとともに、IEO勧告を支持する専務理事の姿
勢に言及した。

理事たちは、社会的保護に対するIMFの関与を強化する戦
略的な枠組みを確立するという勧告を支持した。この枠組み
については、社会的保護に対するIMFの関与の範囲、目的、
限界について触れるスタッフペーパー（「組織的見解」）の中
で発表することも考えられる。スタッフペーパーは理事会の承
認を得て公表される。これにより、社会的保護の問題につい
て、加盟国全体で一貫した公平な取り扱いが促進される。

理事たちは、可能な場合には他の開発パートナーや加盟国
当局がこれまでに出した成果を活用し、加盟国の状況に合わ
せて助言を行うという勧告に広く同意した。また、どの加盟国
においても、IMFが支援するプログラムが最も脆弱な立場に

OIAは2018年度に専門の監査基準に沿った外部品質評
価も実施し、最も高い評価を受けた。

理事会は年に2回、監査結果と未解決の監査問題の進捗
状況に関する情報を含む活動報告書で、OIAの活動に関す
る情報提供を受けている。これら活動については、理事に対す
る直近の非公式説明が2018年1月に行われた。

独立評価機関 

IMFの独立評価機関（IEO）は2001年に設立され、IMFの
方針や活動について客観的な独立評価を実施する。設立規
則に従い、IEOはIMFの役職員から完全に独立し、理事会と
一定の距離を保って業務を行う。IEOの使命は、IMFの組織
内で学習する文化を根付かせ、対外的な信頼性を高め、理事
会が果たす制度的なガバナンスと監督を支えることである。

IEOの外部評価に関するハイレベルのパネル
2017年10月、IMF理事会はIEOの外部評価を実施する

ため、ハイレベル委員会を設置した。この評価では、IMF内
における学習する風土の醸成、IMFの対外的な信頼性の向
上、IMF理事会が果たす制度的なガバナンス機能と監督機能
の支援というIEOが持つ目標の達成具合について判定する。
評価者には、こうした大まかな枠組みの中で調査を実施する
裁量が与えられている。

これはIEOの3度目の評価にあたり、2018年に完了する見
込みである。1度目と2度目の外部評価は、それぞれ2006年
と2013年にIMF理事会から委託され、議論された。外部評
価委員は2017年の年次総会中にワシントンDCで最初の協
議を行った。ドナルド・カベルカ氏がハイレベル委員会の議長
を、ダー・ジウン・チア氏とペルニラ・マイエソン氏の2名が委員
を務めた。

カベルカ氏は、アフリカ連合と平和基金に対する資金調達
のための特使として活動しているほか、アフリカ開発銀行の総
裁と理事会議長を2期連続（1期5年、2005年から2015年）に
わたり務めた。チア氏はシンガポール金融管理局の市場投資
局で副局長を務めている。マイエソン氏は、現在、スウェーデン
国立銀行事務局の首席補佐官代理を務めている。 
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理事たちは広くこの勧告に同意したほか、理事の多く
が、IMFと他の利害関係者が連携を深めるために効果的な制
度枠組みを立ち上げるという意向を歓迎した。これについて、
一部の理事はそうした仕組みが既存の仕組みと重複してはな
らず、また必要以上にリソースを割り当てるべきではないとの見
解を示した一方で、数名の理事はマネジメントがこの仕組みを
主導するべきだと指摘した。

理事たちはまた、4条サーベイランスのプロセスの一環とし
て、政策助言、金融支援、能力開発の役割を統合し、未来志向
で包括的な国家戦略を策定するという勧告も広く支持した。そ
うした戦略の要件が官僚的なものになることを回避するため、
柔軟に適応できるものにする必要があるほか、４条協議のプロ
セスに過剰な負担をかけてはならないと強調した。

IMFが脆弱で紛争状態にある国にどのように金融支援を提
供するかをめぐって、提案された内容に関して、理事たちは異な
る見解を表明した。理事たちは、「低所得国向けファシリティの
2018年見直し」の一環で、IMFの融資ツールキットの変更を検
討するというクリスティーヌ・ラガルド専務理事の強い意思を歓
迎した。大半の理事はラピッド・フィナンシング・インスツルメン
ト（RFI）とラピッド・クレジット・ファシリティ（RCF）の融資利用
限度の引き上げと、より短期間の高次クレジット・トランシュの
導入という提案の利点を認めるか、またはそうした提案を前向
きに検討したいとの意向を示した。一方、多くの理事は、IMF融
資の限度額を上げても、無償資金協力を主に必要としている
国にとっては有益ではないと強調した。理事たちは、このような
脆弱国にIMFが融資することは、他の開発パートナーからの金
融支援の呼び水として果たす役割が大きいと強調した。

また、脆弱で紛争状態にある国に対するIMFの能力開発支
援の影響を強めるためには、専門家の現地派遣の強化、現実
的な影響評価ツールの採用、こうした国 に々おける能力開発活
動のための十分な資金の確保など、現実的な方策を講じるべ
きという勧告を支持した。理事たちは、脆弱で紛争状態にある
国の吸収能力の低さとガバナンスの弱さにより、能力開発の効
果が期待通りに出ない可能性に、特に注意が必要だという見
解を述べた。これに関連し、大半の理事は、能力開発だけを目
的とした複数ドナーによる信託基金への支援を募るという構
想に価値があるとした。ただし、この場合、ドナーにこの方式の

置かれた人々に及ぼす悪影響を軽減するため、プログラム設
計とコンディショナリティ設定に対する有効なアプローチを見
出すべきだとする勧告を理事たちは支持している。

理事たちはまた、社会的保護問題に対するIMFのアプロー
チを、対外的なコミュニケーションで現実に即して説明すべ
きだとする勧告を支持している。さらに、社会的保護に対する
IMFの姿勢を明確に示すことは、対外的なコミュニケーション
が明確にするとともに、IMFが風評リスクを回避する上で有益
だと指摘した。

理事たちは、世界銀行など開発パートナー機関や他の国
際金融機関との積極的な関与と建設的な協力を通じて、社
会的保護の問題において各機関の専門知識を一層活用すべ
きだとの勧告を強く支持した。

IMFの役職員は、既存の慣行に従い、進捗状況のモニタリ
ング手法を含む実施計画を策定する上で、理事会で協議さ
れた内容を慎重に検討した。

IMFと脆弱国家
理事たちは、IMFと脆弱国家に関してIEOが作成した報告

書を歓迎した。理事たちは、脆弱で紛争状態にある国を支援
することが世界的な優先課題のひとつであるという見解に同
意し、国別サーベイランス、プログラム設計と融資、能力開発
を通じてIMFが関与する価値があるとした。理事たちは、脆
弱国におけるマクロ経済的な安定性の回復、マクロ経済政策
の立案に中心的な役割を担う機関の創設、ドナーやパートナ
ーによる支援の促進など、IMFが不可欠な役割と重要な貢
献を果たしているというIEOの評価に満足している。理事たち
は、IEOの勧告に対する専務理事の広範なサポートを歓迎す
るとともに、脆弱国に特有の状況と課題があるとしても、それら
を考慮しつつ取り組みを拡大することで、さらなる成果をあげ
られることに同意した。

理事たちは、脆弱で紛争状態にある国におけるIMFの取り
組みの重要性に関する声明を専務理事とIMF理事会が公表
すべきとする勧告を広く支持した。このような声明は、国際通貨
金融委員会の支持を得られるだろう。理事たちは、こうした声
明には具体的な対処策を記述する必要性があり、こうした施
策がIMF内部で重視されるようになるべきだと指摘した。
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相場に関するIMFの助言の公平性と影響力を疑問視すること
につながっている。  

IEOワークプログラム
上述のプロジェクトを完了させたことに加えて、IEOは2018

年度もIMF金融サーベイランスの評価に関する活動を継続し
たほか、非伝統的金融政策に対するIMFの助言についての評
価を開始し、「IMFのガバナンス　その評価」という2008年の
報告書について改訂版を発行した。

IMF金融サーベイランスの評価では、金融危機後のIMFの
取組みの有効性と金融サーベイランス能力が評価される。そ
して、IMFの金融サーベイランス戦略が金融危機以前に確認
された弱点の対策となったかを分析する。こうした弱点があ
った結果、世界金融危機の発生前には金融セクターで増大
したリスクに関してIMFが効果的に警告を発する力が損なわ
れたともに、金融危機への対応能力にも影響が生じていた。こ
の評価は、世界の安定性を損なう恐れのあるシステミックな
金融センターの分析に特に重点を置きながら、IMFサーベイ
ランス活動とその成果物の妥当性、質、利用状況も検証する。

非伝統的な金融政策に関するIMFの助言をめぐる評価で
は、こうした金融政策を実施している主要先進国と、これらの
政策がもたらす影響に対処した一部の先進国と新興市場国
に対して出されたIMFによる助言が精査される。評価の内容
は次のとおりである。（1）中央銀行が採用できる様 な々手段に
関してIMFは有益な助言を行ったか、（2）他の政策オプショ
ンや最善のポリシー・ミックスと比較して金融政策は有効であ
りそうか、（3）非伝統的金融政策を採用した国とその波及効
果の影響を受けた国に、どのような影響が広く生じたか。IMF
が国際通貨協力の促進という機関にとって重要な役割をどの
程度果たしたか、そしてIMFが公平性と加盟国間の一貫性と
いう考慮点をどれほどしっかり踏まえることができたかも評価
対象となる。

「IMFのガバナンスの評価」の改訂版は、国際通貨金融
委員会、IMF理事会とIMFマネジメントの役割に焦点を当て

有用性が説明されるとともに、各地域の技術支援センターに対
する拠出が減額されないことが条件となる。理事たちは、他の
能力開発機関と効果的に連携することの重要性と、脆弱で紛
争状態にある国の特殊事情と長期的なニーズに合わせて能力
開発プログラムを策定することの大切さについて同意した。

また、有能かつ経験豊富なスタッフが脆弱国や紛争国の業
務に取り組む動機をしっかりと提供するのに適した人事戦略
に変更するとともに、こうした職員の業務を支援するために十
分な予算を確保すべきだという勧告を理事たちは支持した。理
事たちは、脆弱国で勤務する職員の入れ替わりを減らし、経験
豊富な職員をより多くひきつけるために、次回の人事戦略の見
直しでは脆弱国で勤務する職員を高く評価する方法と、採用
慣行の変更について積極的に検討するよう求めた。だが同時
に、高リスク国にて現地勤務する職員を増員する際には、職員
の安全を最優先させるという最も重要な目標と照らし合わせて
考慮する必要があるとも指摘した。

多国間サーベイランス
2017年10月、IEOは2007年に出された「1999年から

2005年のIMF為替政策助言に関するIEO評価」と題する報
告書の改訂版を発行した。改訂版では、IMFが2007年以降
に為替相場政策の助言に対するアプローチを大幅に見直し
たことが記載された。2012年の「統合されたサーベイランス
決定」によってアプローチはさらに包括的なものになり、為替
相場サーベイランスの基礎として広く認められている。2012
年に発行された対外セクター報告書には主要国の対外収支
の全体像が記載されている。波及効果への関心の高まりと、
資本フロー管理に関する「機関としての見解」の採用は、IMF
がこの分野での活動を強化する上で有用であった。それにも
かかわらず、改訂版では依然として多くの課題を抱えているこ
とが明らかにされている。対外調整のプロセスに関して加盟
国間で見解に相違があることを一部反映し、対外収支と為替
相場を評価するアプローチは、引き続き議論を呼んでいる。理
事たちは、IMFがアプローチと分析力を強化する上で前進が
あったと評価した一方で、使用されたモデルと、分析の一貫性
や透明性に関しては引き続き問題視しており、ひいては為替
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て、2008年の調査の結果と勧告が今日にどのような意味合い
を持つかを評価する予定である。2008年の調査は、有効性と
効率性、説明責任、広聴に大きく分類されていた。過去10年
間の進展を批判的に分析するとともに、IMFのガバナンスにお
ける現在の課題とギャップを明らかにする。改訂版では、IMF
のガバナンスに重大な影響を及ぼすものの、当初の評価が対
象としていた範囲外で起こった変化や実施された措置も評価
される予定だ。

IEOの評価に関する情報と文書は、www.ieo-imf.orgに掲
載されている。 

理事会で承認された勧告を実行に移す
2018年1月、IMF理事会は「IMFと社会的保護」と題する報

告書に対し、マネジメント実施計画（MIP）を承認した。2017
年7月にIMF理事会が承認したIEO勧告に応じた取り組み
で、MIPでは以下が提案された。

（1）IMFの社会的保護への関与の指針となる明確な戦略
的枠組みを策定する。

（2）社会保護問題に関してより高い専門知識を有する世界
銀行や他の組織による関与の度合いに応じて、IMFが適
切な深度の分析を用いて加盟国の状況について徹底し
た分析を行い、これに基づいて国の状況に応じた助言を
提供する。

（3）最脆弱国に対するプログラムの悪影響を軽減するため、
現実的なプログラム設計とコンディショナリティを設定す
る。

（4）対外コミュニケーションを通じて社会的保護問題に対
するIMFのアプローチを実態にそって説明する。

（5）社会的保護に関し、他機関と積極的に協力する。

MIPは、これらの勧告を遂行する上で、IMFの使命、資源の
制約、他と比べた専門知識に留意する必要性をIMF理事会
が強調したことに言及している。

IMFは2018年初め、これまでの評価のフォローアップとし
て重要な措置を講じた。IMF理事会は2月、IMFが支援する
プログラムの成功にとって通貨同盟レベルの制度が実施す
る政策が非常に重要である場合を想定し、こうした制度との
関与のあり方を示した一般ガイダンスを承認した。この措置
は、2016年の「IMFとギリシャ、アイルランド、ポルトガルの危
機」の評価の中で推奨されていた。

2016年のIEO評価「IMFのデータ」の勧告に従い、理事た
ちは「デジタル時代におけるIMFのデータ・統計の総合戦略」
を2018年3月に承認した。理事たちは総合戦略が掲げる戦
略的優先事項の6項目を歓迎した。これらは（1）変化するIMF
のデータニーズに優先順位をつける総合的なアプローチ、（2）
グローバルなデータ共有の確立、（3）ビッグデータやその他の
イノベーションの利用、（4）IMF内部におけるシームレスなデ
ータのアクセスと共有、（5）国際的に比較可能なデータの作
成、（6）政府データの弱点の調査である。  

外部関係者へのアウトリーチと交流

IMFのアウトリーチ活動には、ふたつの目的がある。ひとつ
には、外部利害関係者の声に耳を傾け、その関心と視点への
理解を深めることで、IMFの政策助言をより実情に即した質
の高いものにすることである。ふたつ目は、IMFの目的と活動
に関して外部の理解を深めることである。IMFコミュニケーシ
ョン局がアウトリーチ活動と外部関係者の交流に主たる責任
を負う。

コミュニケーション戦略は時間をかけて進化してきた。IMF
のアプローチは過去10年間に「透明性の向上」から「メディア
や外部利害関係者にIMFがより積極的に働きかける交流」へ
と変化してきている。こうした変化は、IMFの政策や業務を説
明し、重要な経済課題の議論へのIMFの参加と貢献を可能
にし、世界中の加盟国と対話して相互理解を深めることを目
的に生じている。

IMFは、コミュニケーションを機関の効果性を高めるための
戦略的手段として使っている。ソーシャルメディアや動画、ブロ
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プがウィーンで開催され、中央アジア諸国の国会議員が参加
した。またダルエスサラームでは、東アフリカ諸国の国会議員
を対象に、経済・金融面での課題の監視や、こうした問題に関
する説明責任に焦点を当てた能力開発ワークショップをIMF
は3日間にわたり主催した。2018年2月にウィーンで東欧・南
欧諸国の国会議員を対象として開催されたワークショップで
は、IMFのプログラム設計、中央銀行の役割、金融セクターの
監督がテーマに取り上げられた。

市民社会組織
IMFは引き続き市民社会組織（CSO）との密接な交流を行

った。2017年の年次総会には各国のCSO代表者が約700名
出席し、IMFがオックスファムと共同で企画した格差に関する
イベントが特に注目を集めた。IMFは市民社会フェローを30
人招待し、また男女格差や債務、国際課税などのテーマを取
り上げた市民社会政策フォーラムを約50回にわたり開催し
た。クリスティーヌ・ラガルド専務理事はタウンホール・ミーティ
ングでCSOと直接交流する機会も設けた。2018年の春季会
合には1,000人を超えるCSO代表者が出席した。IMFは15人
の市民社会フェローを招待し、腐敗や社会的保護などを取り
上げた市民社会政策フォーラムを43回開催した。

IMFは「IMFの低所得国向けファシリティのレビュー」、「能
力開発戦略のレビュー」、「低所得国の債務持続性の枠組み
のレビュー」、「ガバナンス上の諸課題におけるIMFの役割」、 

「社会セーフガードと、貧困削減・成長トラスト及び政策支援
インストルメントに基づく支援プログラムの設計」、「中東・中央
アジアにおける公務員給与」に関してCSOと意見を交わした。
また、ガーナやインドネシア、モロッコ等の国々で、地域CSOワ
ークショップが開催された。

労働組合
引き続き、様々な機会に労働組合との対話が重ねられ

た。2018年2月には、21か国から労働組合のエコノミスト38
名が、ワシントンDCで開催されたIMF・ITUC（国際労働組合

グ、ポッドキャストなど新しいテクノロジーを駆使した戦略的コ
ミュニケーションは、IMFのコミュニケーション戦略でより大
きな役割を閉めるようになった。それと同時に、世界の激しい
変化に対応するため、IMFは市民社会組織や民間ネットワー
クなど、幅広いコミュニケーションチャネルを用いたアウトリー
チにも引き続き取り組んでいる。

IMFは政府関係者以外に、国会議員、市民社会団体、労働
組合、若者のリーダーなど様々な関係者と定期的に交流して
いる。このような双方向の対話により、IMFは自らのアプロー
チを説明するだけでなく、相手から学び、それらを政策助言の
質の向上に役立てている。2018年度、特に関心と関連性が
高いテーマは、汚職などの腐敗、不平等、社会的保護だ。

国会議員
IMFは、法律制定に影響力を持ち、有権者の代表である国

会議員との交流を重要視している。2017年の年次総会中に
開催した国会議員を対象としたワークショップには、加盟国
30か国から約50名の国会議員が出席した。そこでは、格差、
貿易、社会的保護、腐敗、エネルギー補助金改革、脆弱な状
況について意見が交わされた。2017年11月には、モロッコで
開催された地域会合に中東と北アフリカから30名の国会議
員が出席したほか、2018年3月には別のグループがベトナム
を訪問した。2018年に開催された春季会合・世界国会議員
会議には60か国を上回る国から170名近い国会議員が出席
し、国際課税、低所得国の債務、ジェンダー、貿易、腐敗、グロ
ーバル経済などのテーマについて話し合った。会議日程には、
クリスティーヌ・ラガルド専務理事とのタウンホール・ミーティ
ングが盛り込まれた。

IMFは、国会議員向けの能力開発ワークショップを各地域
の研修所や技術支援センターで開催した。2017年5月には、
シンガポールで国会議員対象の地域ワークショップを2日間
にわたり開催した。2017年11月には、財政政策ルール、腐敗、
エネルギー補助金改革に焦点を当てた2日間のワークショッ
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で活動する慈善団体への補助金交付、スタッフのボランティ
ア活動が含まれている。

今年の「ギビング・トゥゲザー」キャンペーンは記録を2つ塗
り替えた。スタッフの参加率43%は2016年の33%を上回る
新記録となった。また、今年度、スタッフと退職者は、世界中の
1,065の慈善団体に260万ドルの寄付を行い、寄付額も昨年
度の250万ドルを上回った。プログラムを通じて、サブサハラ
アフリカやイエメンで飢きんに苦しむ人々やドミニカのハリケ
ーン「イルマ」の被災者に対して災害救援のための寄付を行
い、IMFはスタッフと退職者が寄付した場合に同額のマッチン
グ寄付を行った。

IMFは、教育機会や経済機会の提供により経済的自立を
促している地元地域や国外の慈善団体に助成を行ってい
る。2018年度には、ワシントンDCとその周辺にある18の慈善
団体に11万ドルを寄付したほか、12の国際的な非営利団体
に10万ドルを提供した。IMFマネジメントの寄付は、恵まれな
い人々の貧困からの救済や教育の提供に注力している草の
根の慈善活動を支援している。IMFマネジメントは、アルバニ
ア、ベナン、ブルキナファソ、カメルーン、ジブチ、エチオピア、イン
ドネシア、マケドニア、モロッコ、ネパール、タンザニア等の国々
を訪問した折りに、総額で10万ドルを上回る寄付を行った。

今年はボランティア・イベントが何回も開催された。2018年
1月には、300人が集まり、プエルトリコやカリブ海諸国のハリ
ケーン被害者のため、2,000を上回る衛生キットを詰める作
業を行った。2018年3月には、国際婦人デーを祝って、IMFの
ボランティアが2,500個の「女性の希望パック」を作り、虐待
や貧困を脱して新たな人生をスタートさせつつある女性に住
居、シェルター、サービスを提供している慈善団体に配布し
た。他のボランティア活動としては、地元高校生に対する金融
リテラシー教育や、地域の困窮家庭に配布する食事を容器に
つめる作業がある。

総連合）の会合に参加し、世界経済見通し、労働分配率、最
近の賃金動向や不平等、社会的保護等についてIMFの幹部
職員と意見を交わした。年間を通じ、IMF職員は公務員給与
額や社会的保護等に関して労働組合と話し合いの場をもっ
た。不平等、ジェンダー、気候変動に関するパイロット調査を
実施したIMFの複数のカントリーチームは、ブラジル、チェコ、
韓国、コソボ、モロッコ、ニカラグアなどの労働組合との対話を
もった。多くのカントリーチームが経済サーベイランスや、プロ
グラムのための現地訪問の一環として各国の労働組合と定
期的に意見交換を行った。

若者
IMFは若者との交流の機会を積極的に増やしてい

る。2017年の年次総会では、IMFユース・フェローシップ・プ
ログラムにより、ボツワナ、チリ、ドイツの若手の起業家や研究
者を招待した。2018年の春季会合では、インドネシア、チュニ
ジア、ザンビアの若手リーダーを招いた。2017年の年次総会
では、ユース・ダイアローグ・プログラムに基づき、若手リーダー
をパネラーに迎えて仕事の未来についてディスカッションを行
った。中東と北アフリカでは、若手イノベーター向けのコンペ
を開催した。また、不平等と気候変動をテーマとしたインスタ
グラムによる写真コンテストを東南アジア諸国連合（ASEAN）
加盟国で実施した。IMFマネジメントは若者との交流の機会
を定期的に設けている。例えばラガルド専務理事は、2017年
10月に韓国梨花大学を、2018年2月にはインドネシアのガジ
ャ・マダ大学をそれぞれ訪問し学生と交流の場をもった。ま
た、ジャマイカの西インド諸島大学の学生のほか、パラグアイ
とアルゼンチンでも学生と交流した。

IMFの社会的責任
「ギビング・トゥゲザー」はIMFの組織としての寄付制度で、

現役の職員と退職した元職員が地域社会や国際社会に還元
する活動を支援している。この中には、スタッフによる寄付、災
害救援募金活動、マネジメントによる寄付、地元地域や国外
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ウトリーチ活動の調整を支援する。さらに視点を広げると、欧
州事務所は世界経済の問題に関して、欧州にあるEUの諸機
関、国際機関、各国政府、市民社会との対話を深め、業界団
体、労働組合、シンクタンク、金融市場、メディア関係者との会
合を頻繁に行っている。

欧州事務所は複数の合同ワークショップやイベントを開催
しており、また、欧州経済が直面している重要課題に関する
IMFの見方を議論するため、ベルリン、ブリュッセル、ロンドン、
パリで、少なくとも年2回、高官レベルの政策昼食会とメディア
向けの背景説明会を開催している。この事務所は、アウトリー
チ活動として、欧州の重要な利害関係者に対してIMFのイベ
ントと出版物の最新情報を定期的に提供するニュースレター
の発行、外部向けウェブサイトの運営、ツイッターによる積極
的な情報発信などを行っている。くわえて、当事務所は複数の
欧州諸国の大学で志願者と面接し、IMFの採用活動もサポー
トしている。

各国駐在IMF代表者によるアウトリーチ活動
IMFは世界85か国に駐在代表を置いている。駐在代表は

IMFの活動やマクロ経済問題に対する理解向上を目的に様
々なアウトリーチ活動を行っており、現地の大学、政府、非政
府組織と共同で行うことも多い。以下は、各地域における活動
の例である。

グアテマラのヘラルド・ペラサ駐在代表は2017年7月、第
280回中米金融委員会で「地域経済見通し」を提示した。この
プレゼンテーションには、中米各国とドミニカ共和国の中央
銀行の総裁と職員が出席した。グアテマラの2018年の4条協
議の際、駐在代表事務所は、協議で使用する分析方法に関す
る政府機関職員向けセミナーの準備や広く報道されることに
なった記者会見もサポートした。

ホンジュラスにおけるIMFのアウトリーチ活動は、駐在代表
事務所のジョウモ・プゥ・フォルネ氏が調整役を務め、IMFの
過去のプログラムと今後導入が見込まれるプログラム下で推
奨される政策と改革について、様々な利害関係者から同意を
得ることに重点が置かれている。具体的には、産業界のリーダ

IMF地域事務所
アジア太平洋地域事務所（OAP）は、世界経済の中で重要

性が高まり続けているアジア太平洋地域におけるIMFの窓口
として、IMFのサーベイランス活動を地域の実情にさらに根ざ
したものとするため経済・金融情勢のモニタリングを行ってい
る。OAPは、アジア太平洋地域におけるIMFの方針への理解
を高めることと共に、重要な課題について地域の視点をIMF
に伝えることに努めている。この役割を果たすために、OAPは
国別サーベイランスに関与しており（現在は日本を対象）、地
域的なサーベイランスに関連した活動への参加も強化してい
る。

OAPのスタッフは、東南アジア諸国連合および日本・韓国・
中国（ASEAN+3）、アジア太平洋経済協力（APEC）、東アジ
ア・オセアニア中央銀行役員会議（EMEAP）、太平洋島嶼国
中央銀行総裁会議などアジアの様々なフォーラムに積極的
に参加している。OAPはまた、日本－IMFアジア奨学金プロ
グラム、日本－IMFアジアマクロ経済セミナーをはじめとする
各種能力開発セミナーを通じてアジアの能力開発に貢献し
ている。後者の一例は、2017年12月にカンボジアで開催され
たアジア太平洋地域の金融包摂に関する地域会議である。
アジア太平洋局が会議を企画し、OAPがカンボジア国立銀行

（NBC）と共催した。OAPは、日本など域内の国々でアウトリ
ーチ活動と採用活動も行っているほか、IMFの業務と密接に
関わる政策問題についてアジアの政策立案者と意見交換を
行っている。

パリとブリュッセルに所在するIMF欧州事務所は、欧州連
合（EU）の諸機関や加盟国、欧州内にある数多くの国際機関
や市民社会団体との連絡窓口になっている。この事務所は、
ユーロ圏、EUの政策、EUとIMFが共同で資金を供与している
国別プログラムに関して、欧州委員会、欧州中央銀行、欧州安
定メカニズム、欧州議会、経済財政委員会、ユーロ圏財務相
会合（ユーログループ）作業部会などと連携している。

欧州事務所は経済協力開発機構（OECD）でIMFを代表す
る。また、経済サーベイランス、IMFが支援するプログラム、技
術支援等、IMFが欧州で行う業務を支え、欧州内の連絡とア
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た、張涛副専務理事訪問の企画も支援した。張氏は教育制
度改革などジョージアが経済の近代化で直面している課題
についてトビリシ国立大学でプレゼンテーションを行った。

国家建設に関して様々な困難な課題に直面しているソマリ
アでは、駐在代表は同国の金融ガバナンス委員会（FGC）のア
ドバイザーと委員を務めている。ソマリア駐在代表事務所は、
信託基金を通じて調達された資金を使った集中型の技術支
援の代表団派遣も支援している。FGCの助言範囲には、中央
銀行のガバナンス、資産回収、政府調達とコンセッション、公
的財産管理改革、財政連邦主義が含まれている。FGCは経
過報告書を定期的に発行するほか、金融ガバナンスの諸問題
に関する助言書も作成している。

チュニジアでは、ロベール・ブロトボジェル駐在代表が、同
国の経済・財政課題にどのように取り組むべきかについて
2017年11月に国会の金融委員会委員と意見交換を行った。
世界銀行・IMF国会議員ネットワークがこのイベントを主催し
た。協議の中心となったのは、歳入増加・歳出削減を公正か
つ公平に行うための最善の選択肢、腐敗やインフォーマル経
済がもたらす問題だった。このイベントは、IMFが議会と協働
する方法の一例としてソーシャルメディア上で多くの注目を集
めた。

クォ－タとガバナンス

IMFの運営
IMF委員会がサブサハラアフリカ出身者を初めて議長に選出

国際通貨金融委員会（IMFC）の委員
は、南アフリカ準備銀行のレシツァ・クガニ
ャゴ総裁をこの影響力ある委員会の議長
に選出した。IMFCは財務相・中央銀行総
裁24名で構成される委員会で、総務会に
対して政策助言を行うが、通常は年に2回
会合が持たれる。

ーや、学者、民間アナリスト、オピニオンリーダーと頻繁に接触
し、次のような点を強調して伝えた。

（1）	マクロ経済の安定によるカントリー・リスク・プレミア
ムの縮小効果、プログラムに基づく財政調整により歳入・
歳出の均衡が図れる効果。

（2）	外的ショックが経済見通しに与えるリスク。

（3）	制度改革のメリット。例えば、インフレーション・ター
ゲティングや柔軟な為替レートへの段階的移行によりマ
クロ経済運営を強化し外的ショックに対する抵抗力を強
めることや、ガバナンスやビジネス環境の改善により、新
規投資を呼び込み、包摂的な経済成長の加速を支えるこ
と。

ギニアビサウでは、オスカー・メルハド駐在代表が2017年
の4条協議にとって重要なトピックだった政府財政や民間セ
クター開発などを取り上げた1日のカンファレンスを開催した。
この初のイベントは首相、複数の大臣、ビジネスリーダーが旗
振り役を務め、経済問題について国民と対話をするフォーラ
ムの第一弾となった。ルワンダでは、アルン・トマス駐在代表が
ルワンダに特化したファイナンシャル・プログラミングのセミナ
ーを企画し、自らも講師を務めた。このセミナーは当局から高
く評価され、他国の駐在代表が開催する際のモデルとされて
いる。

アルメニアのユリア・ウスチョバ駐在代表は過去1年間に
様々なアウトリーチ活動を行い、財政ルールの改善に関する
IMFの技術支援の助言に対する理解を向上させた。ウスチョ
バ氏は、民間部門、シンクタンク、市民社会の代表者と共に財
政ルールの改正案に関してライブ配信討論会に参加し、複数
回のインタビューを通じて財政ルールに関する様々な見方を
紹介し、また周辺国の国会議員との会議で財政ルールの分析
結果を発表した。アルメニア国民議会は2017年12月に財政
ルールの改正を承認した。

ジョージア事務所は、市民社会、メディア、国会議員、財界、
労働組合、外国人投資家、国際社会を含む様々な利害関係
者と重要な経済・財政動向や政策問題について協議した。ま
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また、クォータの見直しは定期的に行われる。来年に完了
予定の第15次見直しは、資金額や資金の種類の観点から、
加盟国のニーズに見合うだけの資源をIMFが調達できるよう
にする機会となる。この見直しは2010年見直しのガバナンス
改革に基づいて行われるが、ガバナンス改革には最も貧しい
加盟国を保護する取組みも含まれている。クォータ決定の基
準として10年にわたり使用されてきた計算式も見直しの対象
である。考えられる計算式変更のシミュレーション例はwww.
imf.orgに掲載されている。

2018年度に拠出されたクォータ
2016年1月26日に「第14次クォータ一般見直し」で合意

されていたクォータ増額を実施する条件が整った。これを
受け、IMF加盟189か国のクォータの合計は、2,385億SDR 

（約3,430億ドル）から4,770億SDR（約6,860億ドル）に増
える。2018年4月30日現在、189か国のうち増加額の99%
以上を割り当てられた181か国が支払いを完了し、合計額は
4,750億SDR（約6,840億ドル）となった。

クガニャゴ氏は2014年から南アフリカ準備銀行の総裁を
務めているが、サブサハラアフリカ出身者としては初の議長で
ある。同氏が新興市場国や低所得国が直面している課題に
重点的に取り組むと予想する声は多い。

同氏は、IMF・世界銀行合同開発委員会の次席会合
や、IMFガバナンス改革に関するG20作業部会の議長を務め
てきた。これまで公職に従事する中で、南アフリカ財務省の長
官を務め、財政や金融市場改革の舵取りを行った。アフリカ
での金融監督において様々な主導的役割を果たしており、そ
のひとつとして、現在はアフリカ中央銀行協会の議長を務め、
また金融安定理事会では基準施行に係る常任委員会の委員
長も務めている。

IMFC議長の任期は3年で、クガニャゴ
氏は2018年1月18日に着任した。クガニ
ャゴ氏はメキシコ中央銀行の元総裁アグ
スティン・カルステン氏の後任である。カル
ステン氏は2017年12月に退任し、国際決
済銀行（BIS）の総支配人に就任した。

クォータ
IMFの資金調達源

加盟国189か国がIMFの融資原資を提供する主な方法
は、クォータの出資である。このクォータ出資額に応じて、加
盟国の議決権も決定される。多国間借入と二者間借入は金
融危機が発生した際に第2、第3の防衛線としての役割を果た
す。これらの資金は、IMFが加盟国を支援するために必要な
約1兆ドルの非譲許的融資の原資となっている。低所得国に
対する譲許的融資と債務免除は、拠出金をベースとする別の
信託基金から調達している。

加盟各国には世界経済における相対的地位を基にクォー
タが割り当てられている。クォータの総額は4,770億SDR（約
6,860億ドル）である。SDRはIMFの勘定単位で、その価値は
主要通貨バスケットに連動する。また、IMFは約1,820億SDR
の多国間借入を行うこともできる。くわえて、二者間借入取極
を通じて3,160億SDRの資金を調達できる。借入取極の更新
時期は契約ごとに異なる。

資金の拠出

クォータに従って
加盟国がIMFに拠出すべき
資金の上限が決定される

議決権

クォータはIMFが意思決定を
行う際の議決権の割合を

左右する大きな要因である。
10万SDRにつき1票を

基礎票に加えて
各加盟国が持つ

SDR配分

クォータによって
SDR一般配分における

各加盟国への配分が
決定される

融資へのアクセス

加盟国が通常アクセス下で
IMFから受けられる
融資額の上限は
クォータに基づいて決まる

クォータが
果たす

複数の役割
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開するという大原則を基本としている。この原則では、加盟国
に関する文書の公開については自主性が尊重されている。文
書はIMFのホームページ（www.imf.org）に掲載されている。

IMFは理事会での検討に向けて加盟国が作成する文書 
（いわゆる「理事会文書」）の公表を一般的に「任意ではある
が公開を想定」と見なしている。つまり、公表が強く奨励されて
いる。政策ペーパーは公表が前提とされているが、理事会の
承認が必要である。加盟国の理事会文書は、該当国が異議を
申し立てない限り公表される。複数国を取り扱った文書の公
表は、その文書の性質に応じて、理事会もしくは関係国の承
認が必要となる。

IMFは（1）IMFのサーベイランスと支援プログラムの透明
性、（2）IMFの財務状況の透明性、（3）外部および内部のレビ
ューと評価、（4）対外コミュニケーションを維持することによ
って、社会の人 に々情報を伝え、IMFに対する評価を高めてい
る。IMFの透明性方針は5年ごとに見直され、前回の見直しは
2013年に実施された。

「説明責任」と「外部関係者へのアウトリーチと交流」の項
もご参照ください。

回付ポリシー

IMFには文書回付方針や他の関連方針があり、こうした方
針に基づいて他の国際機関や通貨同盟と文書を交換してき
た長い歴史がある。サーベイランスやIMF資金の使用に関す
る文書を中心に、理事会文書を回付することは、加盟国への
支援を強化する上で、こうした機関との協力を深め、関係を強
化することにつながる。2017年11月、IMF理事会はこうした
方針の修正を承認し、国際機関や通貨同盟に回付可能な文
書の範囲を拡大したが、IMF文書の回付には一貫した公平な
姿勢が保たれている。 

IMF理事会はまた、地域金融取極と文書を共有する政策
的な枠組みも承認した。この新たな枠組みにより、枠組みの対
象となる文書に対してタイムリーなアクセスが可能となり、また
協調融資の際の調整を強化できるなど、IMFと地域金融取極
の協力が深まり、国際金融のセーフティネットの有効性は高ま
っている。

特別引出権 

特別引出権（SDR）は、IMFが加盟国の準備資産を補完す
る手段として1969年に創設した国際準備資産である。IMF
加盟国でSDR勘定に参加している国（現時点では全加盟国）
は、SDRを自由利用可能通貨に交換できる。 

SDRの役割に関する広範な議論
2018年3月30日にIMF理事会は「SDRの役割に関する考

察」と題するスタッフペーパーについて協議した。このペーパ
ーでは、SDRの役割拡大が国際通貨制度の機能円滑化や安
定化に貢献できるかについて意見が述べられている。大半の
理事は、国際通貨制度の弱点に対処する取組みにSDRが果
たせる役割があるかについて確信が持てないか、納得をして
いなかった。しかし多くの理事が、SDRにはこうしたギャップを
埋められる可能性があると考え、将来の役割を検討し続ける
メリットがあると考えていた。透明性

透明性
当局が十分な情報に基づく健全な政策決定を行い、経済

が円滑に機能するためには、経済政策の透明性と、経済情勢
や金融動向を示すデータの信頼性が不可欠である。IMFは、
世界経済や加盟国経済に果たす自らの役割について重要な
情報の正確な発信に努めており、推進している政策をリアルタ
イムで公開している。

透明性は、経済の効率性を高め、危機発生時の脆弱性を
低下させる。加盟国の透明性が向上すると、政策がより広く議
論・検討され、政策当局者の説明責任と政策の信頼性が向上
し、金融市場がより効率的かつ秩序あるかたちで動くようにな
る。IMFが自らの方針と加盟国への助言をより開かれた明確
なものにすることは、IMFの役割や業務についての理解を向
上させ、IMFの政策助言に対する支持を強化し、IMFの説明
責任を明確にする。外部の視線にさらされることも、サーベイ
ランスやIMF支援プログラムの質を維持する上でプラスに働
くだろう。

IMFの透明性に対する取り組みは、公開しない具体的な理
由が確固として存在しない限り、文書や情報をタイムリーに公
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理事および理事代理（2018年4月30日現在）

Mauricio Claver-Carone
空席

アメリカ

貝塚 正彰
齋藤 克仁

日本

Jin Zhongxia
SUN Ping

中国

Anthony De Lannoy 
Richard Doornbosch
Vladyslav Rashkovan

アルメニア、ベルギー、ボスニア・
ヘルツェゴビナ、ブルガリア、クロ
アチア、キプロス、ジョージア、イス
ラエル、ルクセンブルグ、マケドニ
ア旧ユーゴスラビア共和国、モル
ドバ、モンテネグロ、オランダ、ル
ーマニア、ウクライナ

Steffen Meyer
Klaus Gebhard Merk

ドイツ

Carlos Hurtado
Jorge Dajani Gonzalez
José Alejandro Rojas Ramirez

コロンビア、コスタリカ、エルサル
バドル、グアテマラ、ホンジュラス、
メキシコ、スペイン、ベネズエラ

Juda Agung
Edna Villa

ブルネイ、カンボジア、フィジー、
インドネシア、ラオス、マレーシア、
ミャンマー、ネパール、フィリピ
ン、シンガポール、タイ、トンガ、ベ
トナム

Alessandro Leipold
Michail Psalidopoulos

アルバニア、ギリシャ、イタリア、マ
ルタ、ポルトガル、サンマリノ

Hervé de Villeroché
Armel Castets

フランス

1

2

3

4 5

6

8 9
10

7
11

12
13 16

15
17

18

19 21

20

14

24
23 22

1: Aleksei Mozhin, 2: Shona Riach, 3: Thomas Östros, 4: Juda Agung, 5: Miroslaw Panek, 

6: Anthony De Lannoy, 7: Carlos Hurtado, 8: Subir Gokarn, 9: Mauricio Claver-Carone,

10: Steffen Meyer, 11: Alexandre Tombini, 12: Hohyun Jang, 13: Hervé de Villeroché, 

14 : Hazem Beblawi, 15: Jafar Mojarrad, 16: Alessandro Leipold, 17: 貝塚 正彰
18: Adrian Armas, 19: Daouda Sembene, 20: Hesham Alogeel, 21: Nancy Horsman, 

22: Maxwell M. Mkwezalamba, 23: Jin Zhongxia, 24: Michaela Erbenova
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Shona Riach
Vicky White

イギリス

Hohyun Jang
Christine Barron
Grant Johnston

オーストラリア、キリバス、韓国、
マーシャル諸島、ミクロネシア連
邦、モンゴル、ナウル、ニュージー
ランド、パラオ、パプアニューギニ
ア、サモア、セーシェル、ソロモン
諸島、ツバル、ウズベキスタン、バ
ヌアツ

Nancy Horsman
Anne McKiernan

アンティグア・バーブーダ、バハ
マ、バルバドス、ベリーズ、カナダ、
ドミニカ、グレナダ、アイルランド、
ジャマイカ、セントクリストファー・
ネイビス、セントルシア、セントビ
ンセント及びグレナディーン諸島

Thomas Östros 
Kimmo Virolainen

デンマーク、エストニア、フィンラ
ンド、アイスランド、ラトビア、リトア
ニア、ノルウェー、スウェーデン

Michaela Erbenova
Omer Bayar
Christian Just

オーストリア、ベラルーシ、チェコ、
ハンガリー、コソボ、スロバキア、
スロベニア、トルコ

Alexandre Tombini
Pedro Fachada
Bruno Saraiva

ブラジル、カーボベルデ、ドミニカ
共和国、エクアドル、ガイアナ、ハ
イチ、ニカラグア、パナマ、スリナ
ム、東ティモール、トリニダード・
トバゴ

Subir Gokarn
Mahinda Siriwardana

バングラデシュ、ブータン、インド、
スリランカ

Maxwell M. Mkwezalamba
Dumisani H. Mahlinza
空席

アンゴラ、ボツワナ、ブルンジ、エリ
トリア、エチオピア、ガンビア、ケニ
ア、レソト、リベリア、マラウィ、モザ
ンビーク、ナミビア、ナイジェリア、
シエラレオネ、ソマリア、南アフリ
カ、南スーダン、スーダン、スワジ
ランド、タンザニア、ウガンダ、ザン
ビア、ジンバブエ

Hazem Beblawi
Sami Geadah

バーレーン、エジプト、イラク、ヨ
ルダン、クウェート、レバノン、リビ
ア、モルディブ、オマーン、カター
ル、シリア、アラブ首長国連邦、イ
エメン

Miroslaw Panek
Paul Inderbinen

アゼルバイジャン、カザフスタン、
キルギス、ポーランド、セルビア、
スイス、タジキスタン、トルクメニ
スタン

Aleksei Mozhin
Lev Palei

ロシア連邦

Jafar Mojarrad
Mohammed Daïri

アフガニスタン、アルジェリア、ガ
ーナ、イラン、モロッコ、パキスタ
ン、チュニジア

Hesham Alogeel
Ryadh M. Alkhareif

サウジアラビア 

Daouda Sembene
Mohamed-Lemine Raghani
Herimandimby A. 
Razafindramanana

ベナン、ブルキナファソ、カメルー
ン、中央アフリカ共和国、チャド、
コモロ、コンゴ民主共和国、コン
ゴ共和国、コートジボワール、ジ
ブチ、赤道ギニア、ガボン、ギニア、
ギニアビサウ、マダガスカル、マ
リ、モーリタニア、モーリシャス、
ニジェール、ルワンダ、サントメ・プ
リンシペ、セネガル、トーゴ

Adrian Armas
Gabriel Lopetegui

アルゼンチン、ボリビア、チリ、パラ
グアイ、ペルー、ウルグアイ
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マネジメントチーム
（左から右）

古澤満宏 
副専務理事 

カルラ・グラッソ 
副専務理事・最高総務責任者

張涛  
副専務理事

デビッド・リプトン 
筆頭副専務理事

クリスティーヌ・ラガルド 
専務理事
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地域局

Abebe Selassie 	 アフリカ局長

Chang Yong Rhee 	 アジア太平洋局長

Poul Thomsen	 欧州局長

Jihad Azour	 中東中央アジア局長

Alejandro Werner 	 西半球局長

機能局

Gerard Rice 	 コミュニケーション局長

Andrew Tweedie 	 財務局長

Vitor Gaspar 	 財政局長

Sharmini Coorey 	 能力開発局長

Sean Hagan 	 法律顧問兼法律局長

Tobias Adrian 	 金融顧問兼金融資本市場局長

Maurice Obstfeld 	 経済顧問兼調査局長

Louis Marc Ducharme 	 統計局長

Martin Mühleisen	 戦略政策審査局長

幹部 (2018年4月30日現在)
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広報・地域事務所

鷲見 周久	 アジア太平洋地域事務所長

Christopher Lane	 国連特別代表

Jeffrey Franks	 欧州事務所長兼欧州連合上級常駐代表

サポートサービス局

Chris Hemus 	 コーポレートサービス設備局長 情報技術局長代理

Kalpana Kochhar 	 人事局長

Jianhai Lin 	 秘書局長

特別室

Daniel Citrin 	 予算企画室長

Charles Collyns	 独立評価機関局長

Nancy Asiko Onyango	 内部監査室長

Derek Bills	 投資顧問室長

Vivek Arora	 リスク管理室長 
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第1章 概要

はじめに
IMFの主な役割
国際通貨基金ホームページ: http://www.imf.org/external/index.
htm

スポットライト
1. 制度の機能を改善
Policy Papers—2017 External Sector Report: http://www.imf.org/
en/publications/policy-papers/issues/2017/07/27/2017-external-
sector-report

Factsheet—Funds for Capacity Development: https://www.
imf.org/en/About/Factsheets/Sheets/2017/04/19/Funds-for-
Capacity-Development

Factsheet—Regional Capacity Development Centers: http://www.
imf.org/en/About/Factsheets/Sheets/2017/06/14/imf-regional-
capacity-development-initiatives

Policy Papers—Review of Flexible Credit Line and Precautionary 
and Liquid Line: https://www.imf.org/en/Publications/Policy-
Papers/Issues/2017/12/19/pp121917-AdequacyOfTheGFSN

2. 経済成長の持続可能性を高める
世界経済見通し 2017年10月: http://www.imf.org/en/
Publications/WEO/Issues/2017/09/19/world-economic-outlook-
october-2017

3. 包摂的な経済成長の実現
財政モニター 2017年10月:  Tackling Inequality: http://www.
imf.org/en/Publications/FM/Issues/2017/10/05/fiscal-monitor-
october-2017

G-20 Leaders’ Summit 2017 “Fostering Inclusive Growth”: http://
www.imf.org/external/np/g20/pdf/2017/062617.pdf

IMF Institute for Capacity Development, Training Catalog: 
Inclusive Growth courses: http://www.imf.org/external/np/ins/
english/training.htm

4. 汚職など腐敗を撲滅する
Press release—“Policy on Governance and Corruption”: http://
www.imf.org/en/news/articles/2017/08/01/pr-the-role-of-the-
fund-in-governance-issues-review-of-the-guidance-note

5. 社会のためにテクノロジーを駆使
財政モニター 2018年4月: https://www.imf.org/en/
Publications/FM/Issues/2018/04/06/fiscal-monitor-april-2018

地域別ハイライト
Sub-Saharan Africa’s Untapped Revenue Potential May 2018 
Regional Economic Outlook study: http://www.imf.org/en/
Publications/REO/SSA/Issues/2018/04/30/sreo0518

IMF Staff Discussion Note 1803—Centralized Fiscal Capacity for 
the Euro Area: http://www.imf.org/~/media/Files/Publications/
SDN/2018/SDN1803.ashx

第2章 IMFの活動内容
経済サーベイランス
IMF Staff Discussion Note 2018—Interim Surveillance Review: 
http://www.imf.org/~/media/Files/Publications/PP/2018/
pp030718-2018-interim-surveillance-review.ashx 

Policy Papers—”Use of Third-Party Indicators in Fund 
Reports”: http://www.imf.org/en/Publications/Policy-Papers/
Issues/2017/11/22/pp101217use-of-third-party-indicator

国別サーベイランス
IMF専務理事のグローバル政策アジェンダ: http://www.imf.
org/en/publications/policy-papers/issues/2018/04/18/md-
spring-meetings-global-policy-agenda-041918

Policy Papers—“Increasing Resilience to Large and Volatile 
Capital Flows—The Role of Macroprudential Policies”: http://
www.imf.org/en/Publications/Policy-Papers/Issues/2017/07/05/
pp060217-increasing-resilience-to-large-and-volatile-capital-flows

Staff Discussion Notes—“Trade-Offs in Bank Resolution”: 
https://www.imf.org/en/Publications/Staff-Discussion-Notes/
Issues/2018/02/09/Trade-offs-in-Bank-Resolution-45127

Press release—“Taxation and the Sustainable Development 
Goals”: http://www.imf.org/en/news/articles/2018/02/16/pr1856-
platform-for-collaboration-on-tax-first-global-conference-on-
taxation-and-sdgs

Press release—“The Taxation of Offshore Indirect Transfers”—A 
Toolkit: https://www.imf.org/en/News/Articles/2017/07/31/
pr17308-the-platform-for-collaboration-on-tax-invites

参考情報
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Policy Papers—“State-Contingent Debt Instruments for 
Sovereigns—Annexes”: http://www.imf.org/en/Publications/
Policy-Papers/Issues/2017/05/19/pp032317-annexes-state-
contingent-debt-instruments-for-sovereigns

Press release—“Vienna Initiative Seeks New Growth Model to 
Drive Forward Innovation in Emerging Europe,” IMF, March 13, 
2018: https://www.imf.org/en/News/Articles/2018/03/13/pr1884-
vienna-initiative-seeks-new-growth-model-to-drive-forward-
innovation

低所得国と発展途上国
Policy Papers—“IMF-World Bank Debt Sustainability Framework 
for Low-Income Countries”: http://www.imf.org/en/Publications/
Policy-Papers/Issues/2017/10/02/pp082217LIC-DSF

Policy Papers—“Social Safeguards and Program Design in 
PRGT- and PSI-Supported Programs”: http://www.imf.org/en/
Publications/Policy-Papers/Issues/2017/06/01/pp042117social-
safeguards-and-program-design-in-prgt-and-psi

Press release—“Managing Capital Flows: Challenges for 
Developing Countries,” conference in Zambia: https://www.imf.
org/en/News/Articles/2017/05/05/pr17150-zambia-imf-hosts-
conference-on-managing-capital-flows-challenges-for-developing-
countries

その他のトピック
“Inequality and Poverty across Generations in the European 
Union”: http://www.imf.org/en/Publications/Staff-Discussion-
Notes/Issues/2018/01/23/Inequality-and-Poverty-across-
Generations-in-the-European-Union-45137

Policy Papers—“Building Fiscal Capacity in Fragile States”: http://
www.imf.org/en/Publications/Policy-Papers/Issues/2017/06/14/
pp041817building-fiscal-capacity-in-fragile-state

データ
Policy Papers—“Overarching Strategy on Data and Statistics at 
the Fund in the Digital Age”: http://www.imf.org/en/publications/
policy-papers/issues/2018/03/20/pp020918imf-executive-board-
supports-new-strategy-for-data-and-statistics-in-the-digital-age

Policy Papers—“Measuring the Digital Economy”: 
https://www.imf.org/en/Publications/Policy-Papers/
Issues/2018/04/03/022818-measuring-the-digital-economy

IMF on Macroprudential Policy: http://www.imf.org/external/np/
pp/eng/2013/061013b.pdf

IMF-FSB-BIS on Macroprudential Policy: http://www.imf.org/
external/np/g20/pdf/2016/083116.pdf

IMF Macroprudential Policy Survey data: http://www.imf.org/
en/Publications/Policy-Papers/Issues/2018/04/30/pp043018-imf-
annual-macroprudential-policy-survey

Press release—”FSB and IMF Report on Progress with G20 Data 
Gaps Initiative,” IMF, September 21, 2017: https://www.imf.org/
en/News/Articles/2017/09/21/pr17363-fsb-and-imf-report-on-
progress-with-g20-data-gaps-initiative

IMF Database, Access to Microeconomic and Financial 
Data: http://data.imf.org/?sk=E5DCAB7E-A5CA-4892-A6EA-
598B5463A34C

Fiscal Transparency Handbook: https://www.elibrary.imf.org/view/
IMF069/24788-9781484331859/24788-9781484331859/24788-
9781484331859.xml?redirect=true

第3章 財務、組織、説明責任
Policy Papers—Income Model, Charges, Remuneration, Burden 
Sharing, and Net Income Investment Account Rules and 
Regulations: http://www.imf.org/en/Publications/Policy-Papers/
Issues/2016/12/31/Rules-and-Regulations-for-the-Investment-
Account-PP4734

人事政策と組織
IMF幹部職員: https://www.imf.org/external/pubs/ft/ar/2018/
eng/related-material.htm 

国籍別、性別、国家グループ別の職員数: https://www.imf.org/
external/pubs/ft/ar/2018/eng/web-tables.htm

IMFスタッフ給与構造: https://www.imf.org/external/pubs/ft/
ar/2018/eng/web-tables.htm

独立評価機関
独立評価機関: http://www.ieo-imf.org/ieo/pages/IEOHome.
aspx
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持続可能な開発目標（SDGs）

持続可能な開発目標（SDGs）は2015年9月にニューヨークで開かれた国連サミットで国連加盟国によって正式に
採択されたもので、達成期限が近づきつつあったミレニアム開発目標（MDGs）の後継となる枠組みです。SDGsでは
17の目標が人間、繁栄、地球、平和とパートナーシップという5つの重要分野に焦点を当てるかたちで設定されていま
す。IMFは自らに課せられた使命に関連した領域で、持続可能な開発のための世界的な協力に貢献することを誓って
います。そして、IMFは加盟国がSDGs達成に向けた努力を進める上で欠かせない協力を強化するために多くの取り組
みを立ち上げています。

パートナーシップで
目標を達成しよう 

ジェンダー平等を
実現しよう

働きがいも
経済成長も

人や国の不平等を
なくそう

平和と公正を
すべての人に

産業と技術革新の
基盤をつくろう

貧困を
なくそう

飢餓を
ゼロに

すべての人に
健康と福祉を

質の高い教育を
みんなに

安全な水とトイレを
世界中に

エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

住み続けられる
まちづくりを

つくる責任
つかう責任

海の豊かさを
守ろう

陸の豊かさを
守ろう

気候変動に
具体的な対策を
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AML/CFT	� 資金洗浄・テロ資金供与対策 

CCRT	� 大災害抑制・救済基金 
EAC	� 外部監査委員会 
ECF	� 拡大クレジット・ファシリティ 

EFF	 �拡大信用供与措置 
e-GDDS	� 強化された一般データ公表システム
EU	 �欧州連合 
FATF	� マネーロンダリングに関する 

金融活動作業部会 
FCL	 �フレキシブル・クレジットライン 
FM	� 財政モニター
FSI	 �金融健全性指標
FY	 �会計年度 
G20	� 主要20か国・地域 
GDP	 �国内総生産
GFSR	� 国際金融安定性報告書
GPA	 �グローバル政策アジェンダ 
GRA	� 一般資金勘定
HIPC	 �重債務貧困国 
ICD	� 能力開発局 
IEO	 �独立評価機関

頭字語と略語

IMFC	 �国際通貨金融委員会
LIDC	� 低所得開発途上国 
OIA	� 内部監査室 
PCI	� 政策調整インストルメント
PLL	 �予防的流動性枠 
PPM	� プログラム終了後モニタリング
PRGT	� 貧困削減・成長トラスト
PSI	 �政策支援インストルメント 
RCF	 �ラピッド・クレジット・ファシリティ 

REO	 �地域経済見通し 
RFI	 �ラピッド・ファイナンシング・インストルメント
SARTTAC	 �南アジア地域研修・技術支援センター 
SBA 	 �スタンドバイ取極 
SCF 	 �スタンドバイ・クレジット・ファシリティ
SDDS 	 �特別データ公表基準 
SDGs 	 持続可能な開発目標
SDR 	 �特別引出権
SMP 	 �スタッフモニタリングプログラム
UN 	� 国際連合
WEO 	 世界経済見通し
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総務会への送り状 

2018年8月1日 

総務会議長殿

IMF理事会を代表し、国際通貨基金協定第12条7項（a）およびIMF内規第10項にのっとり、2018年度
（2018年4月30日期）の年次報告書を総務会に提出いたします。

IMF内規第20項の規定にのっとり、理事会が承認した2019年度（2019年4月30日期）のIMF運営予算
および資本予算は、第3章に提示いたします。

2018年度（2018年4月30日期）の一般勘定、SDR勘定、IMF管理勘定の監査済み財務諸表は、当該財
務諸表に対する外部監査法人の監査意見とともに、www.imf.org/external/pubs/ft/ar/2018/engから
閲覧できる別紙VIに掲載されています。

外部監査および財務報告手続は、IMF内規第20条（c）の規定にのっとり、外部監査委員会の監督を受け
ました。外部監査委員会のメンバーは委員長を務めたヴィカムゼイと、委員のデービッドおよびサーンズの各
氏です。

クリスティーヌ・ラガルド
専務理事兼理事会議長
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この年次報告書に加えて、別紙VIの財務諸表を無料でダウンロードできます。お使いの
コンピューターかタブレットのウェブブラウザーにURLを直接ご入力いただくか、左の
QRコードをスキャンしてください。IMF年次報告書特設ページをご覧の上、掲載されて
いる情報をご確認いただければ幸いです。

www.imf.org/AR2018

本年次報告書はIMFコミュニケーション局編集出版課が部局横断の作業部会との協議のもとで作成した。アレシャンドレ・
トンビーニが委員長を務める理事会評価委員会の下で、クリストフ・ローゼンバーグ、ジェフリー・ヘイデン、リンダ・キーン
が報告書作成チームを監督した。アンソニー・アネットが執筆の主担当を担い、アレクサンドラ・ラッセルとデニーズ・バージ
ュロンがプロジェクトマネージャーを担った。クリスタル・ハーマンがデジタルデザインの支援を、ルミット・パンチョリが編
集支援を、ヒョンウン・パクが事務サポートを提供した。日本語版制作はIMFの言語サービス課が担当した。

デザイン

BethSingerDesignLLC	 www.bethsinger.design.com

ウェブデザイン

FeistyBrown www.feisty.brown.com
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International Monetary Fund
700 19th Street NW
Washington, DC 20431 USA

www.imf.org

真の成功のためには、
力を合わせる必要があります。

あらゆる国々が
より豊かな未来を

築けるようにするための
最善の方法は今も

協力なのです。

専務理事
クリスティーヌ・ラガルド

www.imf.org
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